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第１節　|出題の爪紅

１

　企莫会計を発展史的に見るならば，がっては現金1で義会計が支配的であった

が，伝川経済制度の確立，企業が常時棚卸資産在高を保有しなければならなく

なったこと，固定資産の保有高の増加等，企業会計をめぐる経済社会的環境な

いし企業の内部的諸条件の変化につれて現奈上表会,;|がぞの妥当性を失った結

果，これに代わるものとして発生主義会計が出現し，現在の企業会計システム

はこれによるものとなっている。

　しかし，こうした発生上段会計に基づく貸借対照表および損益計算暦を中心

とする財務諸表の体系では，資金収支に関する情報の開示はﾚ分ではない。貸

借対照表から企業の一定時点における資金の調達源泉とその運用形態を読み収

ることができるが，それは，あくまで資金収支の時点的情報にすぎない。また，

損益,汁算跡から企業の営業活動に関わる資金収支の一部を読み収ることができ

るが，それは，発生気義によって修正された資金収支であり，あくまで，営業

他動に関わる百合収支の一部であって，すべてではない。さらに，投資および

財務活動から生じる資金収支は損益計算吋には表示されない。

　また，発牛よ義に基づく損益を測定するにあたっては，現金収支を基礎とし

ながら払　費川収益のII1しい期開対応の拡清から，収支を期問的に配分する手
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続きが取られる。そのためには，代替的に存在する会計の于続きのなかから一

つを選択するという会計的判断が必要となり，それゆえ，そこに恣意性が介入

する余地があると非難される。これに対し，資金収支の情報は，恣意性が介入

する余地が少なく，誰が測定を行って払同一の収支には同一の数値が得られ

る可能性が高く，会計に特に知識のない人でも容易に理解しうる長所をもって

いる。

　このような発生主義会計における財務報告上のギャップを埋めるための手段

として発展してきた資金計算書は，米国では，今からおよそ100年以上前から

始まり，その最初は，比較貸借対照表の分析手段として用いられ，その後実務

］この発展につれて資金運川表の形で広く用いられてきた。それが損益計算書お

よび貸借対照表と並ぶ基本財務諸表の一つになったのは，団71年の会計原則審

議会（Accountin只Principles Board　:以下，ΛＰＢという）意見書第19吋

　「財政状態変動の報告」［ＡＩＣＰＡ，１９７１］が発表されてからであり，それ

は財政状態変動表の形で開示されるようになった。

　ΛＰＢ意見書第］9号は，1977年に発表された国際会計基準（lnternationa1

Accounting Standards : 以下，ＩΛＳという）第７呼「財政状態変動表」［1

ASC，1977］に大きな影響を与え，また他の多くの国々の資金計算潜に関す

る基準設定過程に重要な影響をりえた面で，財務報告の開示の拡大に果たした

役割は大きいと坦われる。

　しかし，ＡＰＢ意見書第19旨が発表されてから，資金計算書に内在する問題

点，すなわち，資金計算書の目的，資金の概念，資金計算占の表示形式等の問

題をめぐる論争は一層高まり，資金計算書に報告されるこうした諸問題点を改

忿すべきであるという批判が多くなってきた。また，経済的成長期には認識さ

れなかった利益とキャッシュフローの間の時間的ズレの問題は，経済が極度に

悪化した1970年代後半からμ｝び認識され，これまでの発生主義会計に基づく損

益計算書に対する信頼性が低下し，そのギャップを裡める手段としての資金計
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３

算吋が要求されることになった。

　摺73年，ΛＰＢに代って会計基準設定の権限を得た財務会計基準審議会

　（Financial Accountjng Standards Board :以下，FΛS I3という）は，こう

した資金計算君の問題点を含めて，財務報告の概念的枠組み（Conceptual

　Framework）の確守を試みた。ＦＡＳＢは，1978年の財務会計諸概念に関する

ステイトメント（Statement of Financia1 Accounting Concepts : 以ﾄﾞ，ＳＦ

ＡＣという）第↑号「企業による財務報告の目的」［FASB，1978］から始

まる概念的枠組みのなかで，財務報告の目的を「将来のキャッシュフローの予

測に役立つ情報の提供」に置き，この目的を達成するための手段として，「財

政状態変動表」の代りに「キャッシュフロー計算書｜を完全な財務諸表の一つ

として位置付けている。

　ＦＡＳＢは，この財務会計諸概念に関するステイトメント［FΛS B，1978，

1984,19851，および財政状態変動表を全面的に再検討した［討議資料］

　（DjscussionMemorandum　:以下，ＤＭという）［FΛS B，t980,1981bj ，

　「公開草案」（Exposure Draft : 以下，ＥＤという）［FΛS B，198］a,1986］

の公表に続き，1987年11月に財務会計基準書（Statement of Fjnancial

Accounting Standards : 以下，ＳＦΛＳという）第95り｛キャッシュフロー計

算71｝」［FΛS B，1987］を発表し，ＡＰＢ意見書第19号の財政状態変動表に

取って代るキャッシュフロー計算書の作成基準を没けている。

　また，最近（1991.7）では，国際会計基準委員会（ＩＡＳＣ）により，公開

吟案OSI））第36号「キャッシュフロー計算書」［IASC，1991jが発表さ

れ，近いうちに。国際会計基準ＯＡＳ］第7弓の「財政状態変動表」に代る

　「キャッシュフロー計算書」に対する基準が設けられようとしている。その内

容はＳＦＡＳ第95号の内容と同様であるが，このことは，ｌΛＳ第7号が米国

のΛＰＢ意見書第19リの影響を受けたのと同様に，ＥＤ第36りはＳＦΛＳ第95

号の影響を受けたものと考えられる。
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　ここで，われわれは，米国において，!00年以上にわたる議論の末，1971年

にようやく基本財務諸表の一つとして開示されるようになった資金計算書が，

なぜ最近になって再検討されなければならなくなったかという疑問をもたざる

を得ない。この立場から，資金計算書に内在する問題点，すなわち，資金計算

書の目的，資金の概念，資金計算書の表示形式等に関する問題を解決しておく

必要があるのではないかというのが，本論文の最初の動機である。

　もう一つの問題は，米国で生成・発展してきた資金計算沢を自国で受容する

形が日本と韓国では正反対となっていることである。日本では，資金計算書を

基本財務諸表の一つに含めるべきであるという主張が，資金計算書が米国で基

本財務諸表の一つとして開示されるようになる以前から，染谷恭次郎博士によ

って行われており，理論的研究は進んでいるものの，未だ基本財務諸表の一つ

として開示されるまでに至っていない。これに対して，韓国では，資金計算書

に対する理論的研究はほとんどなく，米国で基本財務諸表の一つになってから，

間もなくそれを自国に導入している。米国で，!971年になってようやく基本財

務諸表の一つとして認められた資金計算書が，最近ＦΛＳＢにより再検討され

なければならなくなったということから，韓国での資金計算書の導入は時機尚

早ではなかったかというのが本論文の第２の動機である。

　この資金計算書に関する体系的研究は，日本ではすでに，染谷恭次郎博士に

より戦後1itくから行われている。そのなかで払　1956年に著したr資金会計論.l

　［染谷，1956d,増補版1960］は，30年以上も前に書かれたものであるが，即時

までの文献資料を広くカバーしており，その前後に発表された米国および日本

の論文を寄せ付けない水準を保っている。資金計算･潜を基本財務諸表の一一つに

加えるべきであるという問題に対する理論的研究は，これ以トのものはないと

思われる。また，この書物の後発表されている他の人々の多くの論文もこれに

は匹敵できないと思われる。

　しかし，この書物のなかで，博士ご自身が認めておられるように，その先駆
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性と研究範囲の広さのゆえに，資金計算書の目的，資金の概念，および資金計

算尺の表示形式の問題については特定していない。このことが，かえってこの

研究傾城の奥行きの広さを感じるものであるが，資金計算書が基本財務諸表の

一つとして位置づけられるためには，こうした諸問題を特定する必要があるの

ではないかというのが本論文のもう一つの動機である。

第２節　本論文の目的と構成

　資金計算書は，従来の貸借対照表および損益計算書には得られない［資金の

収支］に関する有用な情報を提供する点で，貸借対照表および損益計算書とと

もに基本的な財務諸表の一つとしての位置を確立しつつある。しかし，このよ

うな資金計算書の有用性および重要性に比べて，その実務面および理論面の問

題がﾄ分に解決されたとは言い難いし，その開示状況も国によっていろいろと

異なっている。こうした問題を解決し，定着された資金計算書としての位置を

確xj/lするためには，すでに述べた資金計算書に報告されるべき問題点，すなわ

ち，資金計算書の目的，資金の概念，資金計算書の表示形式等の問題を解決し

なければならない。

　本論文では，資金汁算書の発展過程およびこれまでの資金計算書に関する研

究を踏まえて，このような資金計算書の目的，資金の概念，資金計算潜の表示

形式等の問題を解決し，現行の資金計算書制度の改片策を提供することを第］

の目的とする。

　本論文の第２の目的は，第１の目的で解決された資金計算書の目的，資金の

概念，資金計算書の表示形式等に関する問題を踏まえて，資金計算書の制度が

最も発達している米国と，その先進的制度を導入する形が医反対である日本と

韓国の資金計算書制度の現状を，特に韓国の立場から比較・検討し，その改善

策を提供することである。
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　以七の目的をもつ本論文は，次のように構成される。

　本章に続いて，第２章では，資金計算潜の開示制度が最も発達している米国

と，その先進的制度を導入する過程にある日本および韓国における資金計算書

の発展過程を辿り，資金計算どの問題がどこから始まり，どのように展開され

てきたかを明らかにする。米国における資金計算書は100年以上の歴史をもっ

ているから，ここでは，その発展過程を，生成期（1920年代まで），発展期

　（1930年代～1960年代），および制度化期（1970年代以後）にわけ，制度化期

面の発展過程は重要なことだけ述べることにし，資金計算書を基本財務諸表の

一つとして開示することを義務づけた制度化期以降の発展過程を詳しく述べる

ことにする。

　第３章では，近年主張されているキャッシュフローを中心とする財務報告シ

ステムが，現行の会計システムに適川可能であるか，また本論文で論じられる

資金計算書の体系とどのような関わりをもっているのかを明らかにする。

　第４章では，資金計算書の目的観を米国の文献を中心に発展史的に考察し，

時代によって異なった側面が強調されていることを明らかにする。このなかで，

資金計算書の目的を一つに特定することは無理であるとしても，その史的考察

によって，これからの資金計算書の目的観を形成する土で，一つの示唆を与え

ることにする。

　第５章では，これまで様々な形で定義されてきた資金の概念について，その

統一的使用に焦点を当て，どのような概念が最も適切であるかを明らかにする。

これまでの資金計算書の発展過程のなかで，特に多く用いられまたは重視され

てきた資金概念は現金概念と運転資本概念であるから，この章では，この二つ

の資金概念について詳しく分析する。

　第６章では，資金計算書の表示形式の問題を，報告形式，区分表示，営業活

動から得られた資金の表示，および非資金取引の表示問題に分け，その統一的

使用について検討する。

第卜章　序　　論 ７

　第７章では，企業が海外取引を行っている場合，為替レート変動の影響を資

金計算書にどのように表示するかの問題を明らかにする。また，換算差額が生

じる原因をどのように分析するかについて検討する。

　第８章では，これまで論じられた資金計算書の問題点を踏まえて，韓国の資

金計算書制度の現状を，資金計算4‘Fの目的，資金の概念，資金計算書の表示形

式，およびその他の問題に分け，米国および日本の資金計算潟制度の現状と比

較・検討し，その改善策を提案する。

　第９尽では，資金計算書が制度化されて以来，10年を過ぎている韓国を対象

に，情報の送り手である経理担当者が，資金計算書をどのように開示してきた

か，またこれについてどのように考えているかを分析し，今後の改善策を提案

する。また，この実態凋査と同様のものが米国および日本ですでに行われてい

るので，それらとの比較・分析も行う。

　第１０章は，本論文の結論であり，本論文の要約とともに，これまでの検討

の結果から，資金計算書に内在する問題点の改善策を提示し，現金資金概念に

基づく一つの資金計算書の様式を提案する。また，本論文の意義と課題につい

て要約する。

[注]

（Ｄ染谷恭次郎博士は，本論文の参考文献に見るように，数えきれないほどの

資金会計に関する論文を発表されている。そのなかでも，戦後早くから資金計

算書を財務諸表のーっに加えるべきであると主張なされた論文には次のような

ものがある。

　染谷恭次郎［資金運用表について一資金運用表を財務諸表の一つに加えん

とする提案－］「会計」（1952.11）。
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　染谷恭次郎「財務諸表構造の再検討－Iltび資金運用表を財務諸表の一つに

加えることを提案するー」「企業会計」（H）55.1）。

第２び　資価汁算吋の発展

第２章　資金計算書の発展

第１節　米国における発展

９

　米国における資金計算書は，今からおよそ100年前から始まっており，ここ

でその詳細Iな発展過程を辿ることはできない。米国において，資金計算4‘}を基

本財務請表の一つとして開示することが義務づけられたのは!971年からである

から，ここでは，その前の発展過程は重要なことだけ述べることにし，その後

の発展過程を詳しく考察していく。

　（Ｄ資金計算書の生成期（1920年代まで）

　米国における資金計算書の実務上の例はそれ以前にもみられるとされている

が，最初の詳細な議論は，1908年Coleがその著書「会計一一その作り方と見方」

　［Cole，1908］において，比較貸借対照表の分析手段として紹介したWhcre

只ot，where gone 表からであると知られている。この表では，資金という用語

は使用されず，肌に比較貸借対照表に基づいて二期の貸借対照表の正味変化を

要約したものにすぎない。しかしながら，二時点間の資産の減少と負債の増加

を源泉（Where got ）欄に，資産の増加と負債の減少を使途（Where gone）欄

に分類して表示したところに資金計算書の萌芽が見られるのである。

　これに対して，1921年，Finneyは，「資源の源泉と運用を示す計算書
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　（Statemcnt of resources and thcir applicati（m）を作成せよ」という公認

会計士試験問題の解答を，「ジャーナル・オブ・アカウンタンシー」誌ヒに発

表し，試験問題で使われていた資源（resources）という用語に代えて，資金

　（funds）という用語をあて，その作成した表を資金運用表（Statement of

application of funds）と呼んだのである。

　ColeのWhere got， where gone表では，比較貸借対照表の示す勘定の増減変

化をきわめて漠然と価値の動きを示すものとして，これを源泉と使途に分類し

たものであったが，Finneyの資金運用表では，比較貸借対照表の示す増減変化

から，資金の動きをともなった財政状態の変化のみを把握しようと試みたので

ある。その明らかな相違は，減価償却費，貸倒引当金のような非資金取引を当

期純利益に戻し加えてこれら費用を控除する前の当期純利益をもって資金の源

泉としているところに見られる。つまり，非資金取引の修正計算を行ったので

ある。この修正計算を行うため，Finneyがその後1923年にあらわした「会計理

論」［Finney，1923］において，資金運用表を作成するためのワーキング・ペ

ーパーを川いたこと，また流動資産と流動負債の諸項目の増減を別表において

示すという技術が見られることも注目に値するところである。

　Finneyは，このような資金運用表を作成するにあたって，「資金」という用

語は定義しなかったが，彼が一般的に運転資本の測定と分析に関心をもってい

たこと，彼の著書で他の著書より運転資本の議論により多くの紙幅をさいてい

たことから，資金の概念として運転資本を重視したことが推論されうる。

　このように，1920年代の公認会計士試験にしばしば資金計算書に関する問題

が出題され，「ジャーナル・オブ・アカウンタンシー」誌上でこの問題が

Finneyにより詳細に論じられた結果，やがて資金計算書の問題が会計学の教科

書で広く論じられるようになり，また運転資本を資金概念とする資金運用表が

1950年代までllﾐ当な概念として用いられるようになったのである。

　このCOleのWhere got， where gone 表とFinneyの資金運用表が，資金計算書
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発展の土台となったことはいうまでもなく，その後，資金計算書は，資金の源

泉と資金の使途を示し，資金がどこから得られ，どこに使ったかを明らかにす

るという機能をもつ資金運川表の形で発展されるようになったのである。

（2）資金計算書の発展期（1930年代～1960年代）

Finneyが資金運用表を発表して以来，資金計算書は会計学文献の議論の対象

る企業がますます増加していった。アメリカ公認会計士協会（American

lnstitute of Certified PubHC Accountants ，以下，ＡＩＣＰＡという）の

凋査によれば，調査対象の卵0社のうち，資金計算書を開示した企業は，1950

年目6社，1955年124社，1960年208社，1965年脂8社で，1960年代後半にな

っては３分の２以llが開示するようになった。

　Finney以来，資金計算書が理論および実務のなかで発展するにつれて，その

当時最大の論争点になったのは資金の概念をめぐる問題であり，それは次のニ

つの見解に大別されうる。

　一つは，資金計算書の目的が「流動的」な資源の「プール」によって測定さ

れる会社の支払能力の変動を示すことであるというFinneyの見解を支持しなが

らも，資金の概念として運転資本はあまりにも広い「プール」であるとし。こ

れより狭い資金概念を主張する見解である。

　もう一つの見解は，まったく異なる角度から資金計算書を考え，支払能力の

尺度としての「流動」資源の「プール」の存在を否定し，資金計算河をすべて

の貸借対照表項目の変動を説明する手段として考えている。これは，運転資本

とか現金概念のような資金のプール概念では説明できない非資金取引をも資金

計算書に含めるべきであるという，広義の資金概念を主張する見解である。

　この資金概念に関する問題は第５なで詳しく述べることにするが，その問題

は解決されないまま，1950年代までは，運転資本概念の資金計算潜が実務のな
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かで支・的であった。この点について，Rosen＆DeCoster［1969，p.130］は

次のように述べている。

　　「運転資本の変化の原因を示す資金計算書は，1950年までの25年間に，特に

学者の間で，次第に広く受け入れられるようになっていった。」

　その後，ＡＩＣＰΛが1961年に刊行した会計調査研究（Accounting Research

Study　:以下，ＡＲＳという）第2吋［キャッシュフロー分析と資金計算書］

の著者，Mason［1961b ，pp.51-56，p,90］は，その著書のなかで，いくっか

の資金概念（現金，現金および市場性ある有価証券，正味貨幣性資産，運転資

本，総財務資源）について論じているが，資金を「総財務資源」（aH

financjal resources）あるいは「消費力または購買力」として広義に定義す

べきであると主張している。

　とくに，Masonが，彼の研究のなかで，資金計算書を主要な財務諸表の一つ

として取り扱うことを強調し，すべての企業の年次報告書に含まれ，監査人の

意見表明の対象になるべきであると主張したことは注目に値するものである。

　このMasonの研究を踏まえて，ＡＩＣＰＡは1963年，ＡＰＢ意見書第３吋

　「資金の源泉と運用に関する計算書」［Λ1CPA，1963］を発表したが，そ

れは資金計算書についての最初の公式な意見表明であった。しかし，同意見書

では，会計調査研究（ＡＲＳ）第２吋と異なり，「資金の源泉と運川に関する

計算書」を「補足的情報」として公表すべきであるとし，その公表を強制しな

かった。また，資金の概念としては運転資本より広い「総財務資源」の概念を

川いることを勧告している。

　このＡＰＢ意見書第3号が発表されて以来，資金計算書は実務のなかで広く

受け入れられるようになり，その結果，年次報告書に資金計算書を公表する企

業は急激に増加し，1970年に，アメリカの主要企業600社のうち，573社

　（95.5％）に達する企業が資金計算書を公表していた。

このような資金計算書の発展過程のなかで，資金の概念をめぐる問題は解決
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されないまま，「総財務資源」という概念が導入され，公式な意見友引のなか

で取り入れられるようになったことをここに指摘しておきたい。

　（3）資金計算書の制度化期（1970年代以後）

　資金計算吋に関する情報の有用性が広く認められるようになった結果，ΛＰ

Ｂは，このような計算書の提示が損益計算書および貸借対照表の情報を補足す

るために必要であるかどうかを検討し，1971年にΛP 13意見書第19吋「財政状

態変動の報告」［AICPΛ，1971］を発表することになった。同意見潜は，

資金計算書の名称を「財政状態変動表」に変え，また財務諸表が，財政状態

　（貸借対照表）と営業活動（損益計算書および利益剰余金計算書）の結果を示

すため公表される場合には，損益計算書が示される期間ごとに財政状態の変動

を要約する計算書を抜本財務諸表の一つとして示さなければならないとし，す

べての営利企業に対して適用することを規定していた（par.7）。

　この財政状態変動表がすべての会社の財務諸表に含まれ，その形式がかなり

統一された点で，ＡＰＢ意見書第19号はある程度財務報告の改善に貢献したと

いえよう。しかし，ΛＰＢ意見書第19号は，財政状態変動表の目的を，（Ｄ企

業が一定期間において営業活動からの資金をどの程度得たかを含めて，企業の

財務活動および投資活動を要約すること，（2）当該期間における財政状態の変

動の開示を完全にすること（par.4）としたため，Ueath［1978b，pp.103-108］

が指摘しているように，財政状態変動表の目的が曖昧であるとか，達成不可能

である，または多すぎるなどのいろいろな批判が生じるようになった。また，

資金の概念としては，基本的にはΛＰＢ意見書第3号と同様に「総財務資源」

の変動を中心にしながらも，これに対して何ら言及することを避け，「その変

動表は，……財政状態のすべての変動を含む広義の概念に基づくべきである」

　（par.8）と述べているにすぎない。その一方では，企業の状況に応じてそれ

ぞれの目的に適合するよう，運転資本あるいは現金資金概念を弾力的に選択適
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川することを認めている（par.9）。

　この財政状態変動表の「|的および資金概念の曖昧さのため，ΛPILG見占第

49号の財政状態変動表はそれ以後様々な立場から議論されるようになる。特に

1978年に行われたlleathＤ978b　；訳書，1982］の研究は，その後のＦΛＳＨ

による資金計算書の基準設定過程に多くの影響を与えたので，ここで彼の研究

内容を要約しておく。

　Heathは，その研究のなかで，ΛＰＢ意見書第19号の財政状態変動表はあま

りにも多くの異なった情報を一つの計算書に提供しようとしたと批判し，この

異なった種類の情報を報告するためには，それぞれ別個の計算書が必要である

としながら，（1）現余収支計算書，（2）財務活動計算書，（3）投資活動計算書

の三つの計算書を提案している。

　彼は，収益力とともに支払能力の重要性を強調しながら，支払能力に決定的

な影響をり･えるのは現金収支であって，資金の概念として従来の運転資本概念

より現金概念を強調している。また，運転資本概念に基づく資金計算書は1920

年代から発展してきたが，財務諸表利用者の要求は過去50年間に著しく変化し，

投資家および債権者は，もはや運転資本を支払能力分析の手段とは見なさなく

なってきたとしている。

　彼の研究は，財務報告と支払能力の評価に中心がおかれているものであり，

企業の利害関係者が企業の現在および将来の支払能力を評価する際，有川と患

われる情報とかかわりをもっている。彼は，このような支払能力の評価に必要

な情報を提供するため，次のような企業会計システムの改善策を提示している。

　①　資産および負債を流動と非流動に分類する今日の実務は中止｡すべきであ

　　る。

　②　負債はその源泉に基づいて，営業上の負債（operating liabilities），

　　税務Lの負債（tax liabilities），財務上の負債（financing liabilitles）

　　に分類すべきである。
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　③　受取勘定と支払勘定から生じる将来の現金収支の時期と金額を示すよう

　　な受取勘定明細書や支払勘定明細書は，貸借対照表の補足情報として含め

　　られるべきである。

　④　現在作成されている財政状態変動表は中止し，これに代って三つの計算

　　書，すなわち，現金収支計算書，財務活動計算害，および投資活動計算書

　　が作成されるべきである。

　⑤　現金収支計算書は，すべての現金の源泉と使途を示す表で，営業活動か

　　ら得られた現金の表示は，「戻人れ法」（減価償却費その他の非資金費川

　　が利益に戻し加えられる方法：いわゆる間接法）ではなく，直接法を用い，

　　その詳細を示す別個の明細書を添付すべきである。

　⑤　財務活動計算書は，企業の資本構造の変動が現金状態に影響を与えたか

　　否かにかかわらず，そのすべての変動を示すべきである。この計算沓は，

　　負債による財務活動と持分による財務活動の二つに大別される。

　⑦　投資活動計算書は，土地・工場設備・市場性ない有価証券・被支配会社

　　・無形固定資産など長期投資のすべての増減を開ボすべきである。

　このなかのいくっかの点はさらに検討すべき内容をも，ているけれども。企

業会計の目的として支払能力表示の重要性を指摘し。そのための財務報告制度

の改･Wを積極的に提案した点，およびその時点までのアメリカを中心としてお

こ一･た財政状態変動表による資金フロー情報開ボの流れを根本から批判Ｌ，新

しい司能性を追求した点は極めて注目すべきである。また，すでに述べたよう

に。彼が資金計算書を，現金収支計算書，財務活動計算’書，および投資活動計

算書の三つの計算書に分割・表示することを提案したことが。その後のＦΛＳ

Ｒによる資金計算書の規準設定過程に大きな影響を与えたので，次に。彼が提

案している三つの計算書を例示しておく（表２－１，表２－２，表２－３）。

　このlleathの研究が発表された後，ＡＰＢに代って会計基準設定の権限を得

たＦＡＳＢは，1978年11月財務会計諸概念に関するステイトメント（ＳＦＡＣ）
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表２-ぺ

第２章　資金計算書の発展

イグザムプル社現金収支計算書

1977年12月31日に終了する年度

12ﾉ31/76　現金残高

現　金　の　源　泉　：

　営業活動から得られた現金

　　　　（明細表１）

　市場性ある有価証券の売却

　土地・建物・設備の売却

　正　味　借　入　金　額

　普通株式発行による収入

利用可能な現金

現　全　の　使　遠に

　土地・建物・設備の購入

　配　当　金　の　支　払

12/31/77　現金残高

S 27,537

　3

12

31

　7，

62

13

062

793

092

495
一一

119

558

イグザムプル社明細表１

営業活動から得られた現金

顧客から回収した現金

利息および配当収入

営業活動から得られた現金牧人合計

現　金　の　支　出　：

　棚　　卸　　資　　産

　販売費および一般管理費

　利　　　　　　　　　子

　そ　の　他　の　費　川

　税　　　　　　　　　金

営業活動から得られた現金

＄ 457

264

　6

　14

　13，

681

577

941

953

273

S 15,666

81－

97

＄

－

75－

21

979
-

645

677
-

968

表２　２

負債による財務活動

　手形借入金

借
返

人
済

第２な　資金計算μの発展

イグザムプル汁財務活動計算;IF

　　　　　川口年度

　　正味借入額

　担保付借入金支払額

　負債による財務活動の11{味増加

株式による財務活動

　転換優先株式

　　額面S100の5%転換優先株式300株を

　　額面$10の普通株式1,500株に転換

　跨通株式および額面超過金

　　5%　転換優先株式300株転換のため

　　発行したJ,500株

　　現金＄7,495と引換に発行した500株

　利益剰余金

　　医　味　増　加

　株式による財務活動のj'E味増加

表２一一３ イグザムプル社投資活動計算河

1977年12JD1日に終了する年度

資　　　　　産

　12/31/76　1て地・建物・設備

　加　算：購　　　　　入

差引：処分した資産の原価

12/31/77　土地・建物・設備

増（減）

L7

S 50』{}0

(16jl{}8)

　33.092

　(2,01))
-

S 31,092

($30,000)

30

　7

，

000

495

　3,983
-

S 11,478
　一一

S 783,545

　1,417

784,962

75
一

名2

７

－

７

425
-

537

＄319,101

　　62,H9
　一一

　381,220

　　31,595

S 349,625
　一一-
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第!号「企業による財務報告の目的」［ドΛS B， 1978］を発表し，そのなか

で，将来のキャッシュフローの１測に役かつ情報を提供することを財務報告の

主要な目的の一つとして位置づけることになった。

　この財務報告の目的を達成するため，ＦΛＳＢは，資金計算書を財務報告の

概念的枠組み（conceptual framework）の一部として展開することを試み，

1980年12月討議資料（Discussion Memorandum ）「資金フロー，流動性，およ

び財務弾力性の報告」［ＦハS B，4980］を発表し，そのなかで，将来のキャ

ッシュフローの予測の重視と，流動性・財務弾力性に関する情報の必要を提唱

した。

　その後，ＦＡＳＢは，1981年11月に公開草案（Exposure Draft）「企業の利

益，キャッシュフロー，および財政状態の報告」［FASB，1981jを発表し，

そのなかで，資金フローの報告は，運転資本よりキャッシュフローに焦点を合

わせるべきであると結論しながら，資金計算書の役割およびキャッシュフロー

の構成要素を報告する指針について議論した。しかし，ＦＡＳＢは，この問題

に対する最終的な報告書の発行を延期し，代りに財務諸表の認識と測定概念に

関連する問題を考え，1981年12月ＳＦΛＣ第５り「企業の財務諸表における認

識と測定」［FASB，1984］を発表した。そのなかで，ＦΛＳＢは，キャッ

シュフロー計算書に対する一般的指針を含め，キャッシュフロー計算書が概念

的に一連の完全な財務諸表の一部であるべきことを結論した。

　このような検討の結果として，ＦΛＳＢは，!986年7月公開草案「キャッシ

ュフロー計算書」［FΛS B，1986］を発表することとなり，ついに1987年11

月財務会汁基準書（ＳＦＡＳ）第95号「キャッシュフロー計算書」［ドΛS B，

1987］を発表し，これまでのΛＰＢ意見書第19号の財政状態変動表に取って代

るキャッシュフロー計算書の作成基準を設けたのである。

　このＳＦＡＳ第95弓の詳細な内容は，この後の各章ごとに該当するところで

述べることにし，ここでは，ＳＦＡＳ第95号「キャッシュフロー計算書」のｔ
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な特徴だけを述べることにする。

　①　資金の概念としては，現金および現金等価物に限定する。

　②　キャッシュフロー計算書は，現金の収入と支出を，営業活動，投資活動，

　　および財務活動の三つの活動に分類して報告する。

　③　営業活動から得られた現金は，その収入と支出を総額でボすことによっ

　　て，直接的に報告することを奨励する（直接法）。営業活動からの現金の

　　収入と支出を示すことを望まない企業に対しては，純利益を営業活動から

　　のfl｛味キャッシュフローに修正することによって，間接的に報告すること

　　も認める（間接法または利益修正法）。また，直接法を川いる場合にも，

　　純利益を営業活動からの正味キャッシュフローに修ii（する過程は別個の明

　　　　　　　　　くり）　　細大に報告する。

　④　キャッシュフロー計算書において為替レート変動の影響を表示する場合，

　　キャッシュフロー時における為替レートを用いて。外貨でのキャッシュフ

　　ローの報告通貨相当額を報告する。為替レート変動が外貨で保有されてい

　　る現金に与える影響は，現金および現金等価物の期酋と期末の残高に対す

　　　　　　　　　　　　　　　　　い0）　　る別個の修正項目として報告する。

　⑤　当該期間における現金の収入または支出をもたらさない投資活動および

　　財務活動に関する情報は別個の明細表に報告する。

　このように，ΛＰＢ意見書第j9号の財政状態変動表からＳＦＡＳ第95りのキ

ヤッシュフロー計算書に至るまでは，ＦΛＳＢによる多くの努力と検討があっ

たわけであるが，実務界でも資金の概念として，運転資本概念より現金概念を

巾視するという変化を見出すことができる。

　表２～４から明らかなように，ＡＰＢ意見書第】9号が発表されてから，現金

概念を基礎とする財政状熊変動表の利用は，19別年から急激に増加し，!983年

になっては，現金概念を川いた財政状熊変動表が運転資本概念を川いた財政状
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年度
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一一一一

-|

1972年

1973

1974

1975

J976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986
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財政状態変動表の型

運転資本概念

571社（95.2%）

568（94.7）

568（94.7）

569（94.8）

564（94.0）

557（92.8）

558（93.0）

549（91.5）

541（90.2）

466（77.7）

346（57.7）

286（47.7）

244（40.7）

220（36.7）

202（33.7）

＝＝ J 』 － j ･ - - - ･

現金概念

29社（4.8%）

32（5.3）

32（5.3）

31（5.2）

36（6.0）

/13（7.2）

42

51

59

134

254

割4

356

380

398

（7.0）

（8.5）

（9.8）

（22.3）

（42.3）

（52.3）

（59.3）

（63.3）

（66.3）

出所:AICPA，Accounting Trends ＆Techniques

　　　　　　　　　　　　　　　　　(1975～1987年)
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態変動表をヒ回っている。

　また，1970年代後半に倒産した全米最大の小売店グラント社（W.T.Grant

Company）についての実態調査の結果が，ＦＡＳＢの討議資料（DM）［l゛Λ

S B， 1980］で取り上げられ，資金の概念として運転資本より牛ヤッシュフロ

ーを重視する一つの背景になったので，その調査結果を次の図２－１に小して

おく。その調査結果は，純利益および営業活動から得られた運転資本は，企業

の倒産の予測指標として適切でなく，図２－１のように，営業活動から得られ

たキャッシュフローが差し迫った財務問題についていち早く明らかにすること

であった。

　以上，米国における資金計算書の発展過程を，生成期，発展期，および制度

化期に分けて検討してきたが，米国において資金計算書が椙４計算,1Fおよび貸

借対照表と並ぶ基本財務諸表の一つとして位置付けられたのは，それが生成し

ておよそ100年以上過ぎてからのことであり，「財政状態変動表」の形をとっ

ていた。しかし，最近ＦΛＳＢによりこれに対する見直しが行われ，現在は

　「キャッシュフロー計算書」の形がふっうになっている。

　米国では，資金計算書が基本財務諸表の一つとして位置付けられる前までの

　!00年以上の期間においても，資金計算書に内在する問題点，すなわち，資金

計算書の目的，資金の概念，資金計算書の表示形式等の問題に関する多くの議

論が行われ，また，基本財務諸表の一つとして認められてからも，このような

問題に関する議論が終わっていない。

　この資金計算書の目的，資金の概念，資金計算書の表示形式等の問題に関す

るＦＡＳＢの見直しはどのようなものであったのか，また十分な見直しであっ

たのか，検討を要するものであると思われる。
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図２－１　グラント社の純利益，営業活動から得られた運転資本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一

百万ドル

40

０
　
　
０
　
　
０
　
　
０

100

!50

およびキャッシュフロ

　　　一一-

一

1966　1 1968　1969　1970

純利益

１

営業活動から得ら

れた運転資本

1972　1973　197･

営業活動から　　ｌ

得られた

キャッシュフロー

　出所:Jales A. LargayⅢand Clyde P. Stickney，

Analysis and the i.T.Grant COlpany Bankruptcy， ’

Journal（July-August 1980），p.54.
一

-

1975

“Cash Flows，Ratio

Financia1 Ana】 sts
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　日本における資金計算書の研究は，戦後早くから行われており，米国におい

て資金計算書が基本財務諸表の一つとしての地位を獲得する前に，資金計算書

を損益計算書および貸借対照表に加え，基本的な財務諸表の一つに含めるべき

であるという主張もすでに行われている。しかしながら，ぞの制度化は遅れて

おり，未だ基尽財務諸表の一つとして認められていない。

　日本での資金フロー情報の開示は，1953年9月に制定された「有価証券の募

集または売口しの届出等に関する省令」（大蔵省令第七四号）によって，有価

証券報告書・届出書の「経理の状況」において「金繰の状況」として，過去六

ケ月程度の万別金繰実績と，決算月以降六ケ月程度の月別資金計画を示すとさ

れたのが，最初であった。これが!971年の大蔵省令第三二号によって，「資金

繰状況」に改められ，四牛期別の実績と計画を記載するようになった。しかし，

これらの資金フロー情報は財務諸表の体系外のものであって，その作成基準も

明確に示されていないため，その様式は企業によって様々であった。

　その後，均77年国際会計基準（ＩＡＳ）第７号「財政状態変動表」［IAS

C，1977］が発表されたことをきっかけに，日本公認会計七協会の会計制度委

員会は，19･8年4月「財政状態変勤表にっいて｡1と題する答申を公表すること

になる。この会計制度委員会の答申は，日本の会計基準設定機関が企業会計審

議会となっているので，その制度化の時期等は触れられていないが，近い将来

何らかの形式により財政状態変動表の制度化が考えられるならば，その場合に

おいて採用すべき「財政状態変動表の作成基準」が必要であるとし，その指針

を示している。その内容は，ΛＰＢ意見書第19号のものと同様であるが，財政

状態変動表の制認化は実現されず，資金繰表がそのまま聞小されることとなる。

　1986年10月になって，企業会計審議会は，「最近の我が国企業の資金調達そ

の他経営活動の多角化，国際化等の進展に伴い，証券取引法に基づくディスク
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ロージャー制度をめぐる環境が著しく変化してきている」として，「証券取引

法に基づくディスクロージャー制度における財務情報の充実について」と題す

る「中間報告」を発表し，そのなかで，従来の資金繰表の改善の方向を示して

いる。

　これによると，まず，資金の範囲については，現金預金だけでなく，巾場外

ある一時所有の有価証券に拡大するとともに，表示方法については，資金収支

を「事業活動に伴う収支」と「資金調達活動に伴う収支」に二区分し，さらに

前者を，収入と支出別に，営業収支，営業外収支，有形固定資産等の売買に伴

う収支，および決算に係る配当・税金支出に分けて記載する様式を採川してい

る。また，「資金繰表」を「資金収支表」と改め，その具体的な作成方法を明

らかにするために，別紙でその様式を例示している。

　なお，資金情報の有価証券報告書等における位置づけをどのようにするかの

問頴については，適切な資金情報のあり方については内外ともに必ずしも評価

が定まっているとは言い難い面があるとしながら，当面現行のとおり財務諸表

外の情報として開示する方法を維持することが適当であるとしている。

　この「中間報告」に基づいて，大蔵省は，1987年2月20日付で「有価証券の

募集又は売出しの届出等に関する省令」（この省令は，1988年9月20日付で企

業内容等の開示に関する省令）と改正され，開示省令と略称されている）の一

部を改正するなかで，資金収支表に関する関係省令および通達の改正を行い，

!987年4月１日より施行している。

　この改正省令による「資金収支表」は，財務諸表の体系外ではあるが，資金

の概念を現金預金および市場性ある一時所有の有価証券と定義した点，および

表示形式として事業活動と資金調達活動の活動別分類を採用した点で，従来の

　「資金繰表」に比べてかなりの進歩があったと思われる。

第２収　資金計算書の発展

第３節　韓|澗における発展

茄

　韓国における資金フロー情報の開示に関する規定は，!974年7月「上場法人

等の会計処理に関する規程」により，「資金運川表」の形で財務諸表の附属明

細書の一つとして作成するとされたのが最初で，1975年4月「二卜場法人等の財

務諸表に関する規則」によって，1975年1月II」以降の事業年度から適用され

ることとなった。

　その後，1980年日月に改正された「上場法人等の会計処理に関する規程」と，

1981年･1月に改正された「上場法人等の財務諸表に関する規則」から，資金

運用表が総財務資源概念に基づく財務状態変動表Oﾖ本では財政状態変動表と

呼ばれる：以下，財政状態変動表という）に改名され，目本に先立って，鏑木

財務諸表の一つとして位置づけられるようになった。

　上記の「上場法人等の会計処理に関する規程」と「上場法人等の財務諸表に

関する規則」および従来の「企業会計原則」は，1981年12月一つの「企業会計

基準」に統合され，それらは廃止されるようになるが，財政状態変動表に関す

る規定・内容はそのまま適川されることとなる。

　この統合された「企業会計基準」による財政状態変動表基準は，主としてア

メリカのＡＰＢ意見書第!9号の影響によるものである。たとえば，資金の概念

として，基本的にはIIﾐ昧運転資本にしながら，例外として，販売業・製造業お

よび建設業以外の企業に対しては現金預金概念との選択適用を認めている。ま

た，その別紙で示されている様式によれば，正味運転資本の収入と支出がない

取引，いわゆる非資金取引をも含む概念となっており，これはＡＰＢ意見書第

19号と同様に，総財務資源の概念を導入したものである。

　その後，企業の経営環境の変化，証券市場の発展等により，1990年3J卜|こ記

の「企業会計基準」の大幅な改正が行われ，財政状態変動表に関しても，様式

の簡素化，表示形式の改答が行われた。しかし，この改正は，財政状態変動表
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の様式の簡素化および表示形式の改善だけにとどまり，その根本的な内容の改

善は行われなかった。

　このように，韓国では，1974年資金運用表が導入されて間もなく財政状態変

動表の形で基本財務諸表の一つとして位置付けられ，今日まで適用されている

が，100年以上の歴史をもっている米国と基本財務諸表の一つにはなっていな

いが!950年代から開示されてきた日本に比べていかにも短期間で定着されてい

るようであり，十分な検討がなされた七で財政状態変動表が導入されたかは疑

問視される。

第４節　要約

　以上，米国，日本，および韓国における資金計算書の発展過程を検討したが，

そのなかで，われわれは，次のニ点の問題を見出すことができる。

　まず，第１に，資金計算書が実務のなかで生成して，およそ!00年が過ぎて

から，ようやく基本財務諸表の一つとして位置づけられるようになった米国に

おいても，最近これに対する見直しが行われたことである。このことは，長い

間の議論のなかでも解決できなかった根本的な問題があったということを意味

する。このような根本的問題に対して，ＦＡＳＢから行われた見直しが十分で

あったのか，疑問を持たざるを得ない。

　第２に，米国における先進的制度を自国で定着していく過程が，日本と韓国

では正反対となっていることである。日本では，資金計算書に対する理論的研

究は進んでいるものの，その制度化は遅れている。これに対して，韓国では，

理論上も，実務上もほとんど研究されることなく，米国で資金計算書が基本財

務諸表の一つとして開示されるようになってから間もなくそれを自国に導入し

ている。どちらが正しいのか疑問を持たざるを得ない。

　前者は，資金計算書に固有する問題であり，それは，資金計算書に内在する
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問題点，すなわち，資金計算書のL」的，資金の概念，および資金計算’11｝の表示

形式等の問題を検討することにより解決できると辺われる。この問題について

は，節/1，5，6，71章で詳しく検討する。

　後者は，米国・日本・韓国における制度上の問題であり，前者の問題と関連

廿Ｌめて，比較検討する必要があると旭われる。この間一については。実態分

析とともに第８，９章で詳しく検討する。

　なお，これからの理論展開のために必要である。米国（ＳＦＡＳ第95号の付

蝕Ｃの例示；表２－５，表２－６），日本（［IIll］報告」における「別紙様式」

；表２－７），および韓国（「企業会計基準」の別紙第６号様式，第７号様式；

表２－８，表２－９）で現在使われている資金計算書の様式を次に示しておく。
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表２－５

　　　　第２章　資金計算書の発展

米国のキャッシュフロー計算書（直接法）

　　　19×1年!2月31日に終る年度

営業活動からのキャッシュフロー：

　得意先からの収入

　仕入先および従業員への支出

　関係会社からの受取配当金

　受取利息収入

　支払利息（資本化された金額を除く）支出

　法人税等の支出

　保険金収入

　特許権違反事件を和解するための支出

　　　営業活動により得られた正味現金

投資活動からのキヤッシュフロー：

　設備の売却からの収入

　工場売却関連受取手形の決済による収入

　資本的支出

　Ｓ会社買収に対する正味支出

　　　投資活動に用いられた正味現金

財務活動からのキャッシュフロー：

　貸出限度契約のもとでの正味借入額

　資本リース債務元本の返済

　社債発行からの収入

　普通株式の発行からの収入

　配当金支出

　　　財務活動により得られた正味現金

現金および現金等価物の正味増加順

現金および現金等価物の期首残高

現金および現金等価物の期末残高

＄13，

　(12

,850

,000)

　20

　55

(220)

(325)

　15

J殼

　　600

　　150

(1.000)

　(925)
-

300

(125)

　400

　500

(200)

-

＄1,365

(1,175)

875

L 065

600

＄1,665

　　　　　　　　　第２章　資金計算書の発展

純利益の営業活動により得られた正味現金への調整：

純利益

純利益を営業活動により得られた正味現金へ

調整するための修正：

　減価償却費および無形資産償却

　貸倒引当金繰入額

　設備売却益

　関係会社の未処分利益

　割賦受取手形の決済による収入

　Ｓ会社の買収による資産と負債の正味変動額：

　　売掛金の増加

　　棚卸資産の減少

　　前払費用の増加

　　買掛金・未払費用の減少

　未払利息・未払法人税の増加

　繰延税金の増加

　その他の負債の増加

　　　修正額合計

営業活動により得られたIE味現金

＄ 羽5

200

(80)

(25)

100

(215)

　205

　(25)

(250)

　50

　150

　50

現金を伴わない投資活動および財務活動の補足明細表：

取得した資産の公正価額

Ｓ会社の株式に対して支払った現金

　引き継いだ負債

SI.580

　(950)
-
S　630

29

＄760

ＳＩ

聞5
-

365

・当社は，Ｓ会社の全株式をS950で取得した。この取得に関連して，次の負

債を引き継いだ。

・新設備に対するリース契約の綿紡により，S850の資本リース債務が生じた。

転換社債の普通株式への転換により.S500の新株式を発行した。

　　　会計方針の開示：

　キャッシュフロー計算書作成上，当社は，満期が３か月またはそれ以内で購

入されたすべての高度の流動性のある債券を現金等価物と見なしている。
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表２ ６

第２章　資金計算書の発展

米国のキャッシュフロー計算書（間接法）

　　19x1年12月3L日に終わる年度

営業活動からの午ヤッシュフロー：

　純利益

　純利益を営業活動により得られた正味現金へ

　調整するための修正：

　　減価償却費および無形資産償却

　　貸倒引当金繰入額

　　設備売却益

　　関係会社の未処分利益

　　割賦受取手形の決済による収入

　　Ｓ会社の買収による資産と負債の正味変動額：

　　　売掛金の増加

　　　棚卸資産の減少

　　　前払費用の増加

　　　買掛金・未払費用の減少

　　未払利息・未払法人税の増加

　　繰延税金の増加

　　その他の負債の増加

　　　修正額合計

営業活動により得られた正味現金

　　［以下．投資活動からのキャッシュフロー，

－．　その他の部分は，次の情報の開示を除き，

で省略する．］

キヤッシュフロー情報の補足開示：

　当期現金支出額：

　　利息（資本化された金額を除く）

　　法人税等

Ｓ 445

200

(80)

(25)

100

(2!5)

　205

　(25)

(250)

　50

150

　50

＄760

｜

605
-

365

財務活動からのキャッシュフロ

直接法による例と同様であるの

Ｓ
220

325

表2－7

第2章弥鄙習習の蜀捉

【L柳遺訓収去(｢i における{}JI紙除尺｣)
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項　　　　日 金　額 項　　　　目 金　額

Ｉ

事

業

活

動

に

伴

つ

収

支

収

入

1，宮　業　収　人
2.営　貨　外　収　人
　田受取利息，受取
　　配　当　等　収　入
　(2)そ　　　の　　他
　小　21(A)

　××

××

××ＸＸ
　-　××

II

資
金
調
達
活

動
に
伴

つ
収
支

収

入

1、短期借入金（手形
　　借入金を含む）
2.別　引　手　形
3.長期借入金
4.社　債　発　行
♭．噌　　　　　責
6.その他の収入

××

××

××

××

××

××

3.有形固定資産売却等
　収　　　　　　人
出有形固定資産売却
(2)投資有価証券売却
(3)貸付金(短期を含む)
　回収
(4)その他の収入
小　計(Ｂ)

××

××

××

ＸＸ
-　　ＸＸ

収入合計（い ××

支

出

1.短期借入金返済

2.長期借入金返済
　０年以内に返済予定

　のものを含む）
3.社　債　償　還
ｔその他の支出

××

×）く

××

ＸＸ

収入合計（Ｃ＝Ａ十Ｂ） ××

支出合計　り） ××

支

出

1、営　業　支　出
　(1)原材料又は商晶仕入
　(2)入　件　費　支　出
　(3)そ　　　の　　他
2.宮　業　外　支　出
　(1)支払利息・割引料等
　　支　　　　　　出
　(2)そ　　　の　　他
　小　計(Ｄ)

××

××

××××

××

××××
　　-　　××

資金調達収支尻（Ｋ＝Ｉ－Ｊ ××

Ⅲ　当期総合資金収支尻(L－11･K) ××

Ⅳ低価法適用に伴う評価損等
　　調整釦（Ｍ） ××

Ｖ期首資金残高（Ｎ） ××

3.有形固定資産取得等
　　支　　　　　　出
(1)有形固定資産取得
(2)投資有価証券取得
(3)貸付金(短期を含む)
(4)その他の支出
小　計(Ｅ)

××

××

××

××
-　　××

vl期末資金残高(0＝レHj N) ××

(注)期首'・期末資金残高の内訳

期首 期末

1.現金及び預金
2.市場性のある一時所有
　の有価証券

××

××

××

××

ｔ　決　算　支　出　等
(1配　　当　　金
(2法　人　税　等
(3そ　　の　　他
小　計(Ｆ)

××

××

××
-　　××

ｎ　　計 ×× ××

（備考）.卜記の項目の内訳が，有価証券

　　　報告書等の他の箇所に記載されて
　　　いる場合は，注記によりき1該箇所
　　　を明らかにする。

支出合計（Ｇ＝Ｄ士ＥトＦ ××

事業収支尻（IIこﾆＣ－Ｇ） ××
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表２

会社名

１．

　１

　２

８

　　第２章　資金計算書の発展

韓国の財政状態変動表（別紙第６吋渥式）

期
期
×
×
第
第

科

財政状態変動表
ｍ

ｘｘ年xj】×日から　ｘｘ年xjlx日まで

　単位：ウォンＣまた|・千ウォン．百万ウォン）

目

営業活動から調達（減少）した正味運転資本
．当期純利益（損失）
．当期純利益（損失）に加算する項目
　　減価償却費
　　無形固定資産償却
　　繰延資産償却
　　退職給与引当金繰入額
　　投資資産評価損
　　投資その他の資産処分損
　　社債利子く社債割引発行差金償却分）
　　固定資産処分損

　　災害損失　　固定負債償還損

３．当期純利益〔損失〕から控除する項目

　　　投資資産評価益
　　　固定負債儒還益
　　　役者その他の資産処分益
　　　IS定資産処分ａ

Ⅱ．投資と財務活動から得られた正味運転資本
　　　　投資有価証券の処分
　　　　　（帳簿価額×××）
　　　　長期貸付金の減少
　　　　土地の処分（帳簿価額×××）
　　　　機械装置の処分（帳簿価額×××）
　　　　長期借入金の増加
　　　　社債の発行（額面価額×××）
　　　　有償増資（額面価額×××）
　　　　国庫補助金の増加
　　　　法人税還付額

Ⅲ．投資と財務活動に用いられた正味運転資本
　　　　投資有価証券の取得
　　　　長期貸付金の増加
　　　　土地の取得

　　　　機械装置の取得　　　　研究開発費の増加
　　　　長期借入金の流動負債への振替額
　　　　（流動性長期負債の償還×××）
　　　　社債の償還

　　　　有償減資　　　　配当金支払

正味運転資本の増加（減少）（Ｉ十II －Ⅲ）

×

×

Ｘ

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

〉く

×

×

×

×

×××

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×ＸＸ

×××

×××

× × ×

Ｘ

Ｘ

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

Ｘ

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

Ｘ

×

×

×××

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

〉く

×

×

〉く

×

×

Ｘ

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

前）期

　額

×××

×××

×××

× × ×

- - － ･ ･ －

科

第２章　資金計算書の発展

目

イ.l1万味運転資本の収入と支出がない取引

　　　　現物出資による固定資産の取得

　　　　固定資産の延払購入

　　　　再評価積か金の増加

　　　　無償増資

　　　　無償減資

　　　　株式配当

　　　　転換社債の転換

合
Ｆ‘

一
‘
６

ロ．正味運転資本の増減内容

　１．期末iE味運転資本
　　　　流動資産合計
　　　　流動負債合計

　２．期首正味運転資本
　　　　流動資産合計
　　　　流動負債合計

　３．正味運転資本の増加（減少）

第×（当）期

　金　額

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

〉く

×

×

×

×

×

×

×

×

×

× ×

- － -

×

第×

　金

×

×

×

×

×

×

×

×

- %

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×
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（前）期

　　釦

×

×

×

×

×

×

×

×

Ｘ

×

×

×

×××

×××

×××

× × ×

×××

×××

×××

一一一一
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表２－９

会社名

第２章　資金計算書の発展

韓国の財政状態変動表（別紙第７り書式）

　　　現金鎖金基準による財政状態変動表
第×．×ｘｌｌｌｘ　ｘ　ｙ　ｘｘｌｘ　ｘ目まで
第ｘ期　××年×月×日から　××年×月×目まで

利

単位：ウォン（または千ウォン．

科

－ - ･

第２章　資金計算書の発展

目

目

！．官業活動から調達（減少）した現金預金
　１．当期純利益（損失）
　２．当期純利益（損失）に加算する項目
　　　　減価償却費

　　　　無形固定資産償却
　　　　繰延資産償却

　　　　退靫給与引当金繰入額
　　　　有価証券処分損

　　　　投資その他の資産処分損
　　　　固定資産処分損

　　　　社債利子（社債割引発行差金償却分）
　　　　災害損失
　　　　有価証券評価損

　　　　投資資産評価損
　　　　固定負債償還損
　　　　売上債権の減少

　　　　棚卸資産の減少
　　　　前払費用の減少

　　　　仕入債務の増加

３．当期純利益（損失）から控除する項目

　　　有価証券評価益
　　　投資資産評価益
　　　固定負債償還益
　　　有価証券処分益

　　　投資その他の資産処分益
　　　【al定資産処分益
　　　売上債権の増加

　　　棚卸資産の増加
　　　前払費用の増加
　　　仕入債務の減少

瓦．投資と財務活動から得られた現金預金
　　　　有価証券の処分

　　　　長・短期貸付金の減少
　　　　投資有価証券の処分（帳簿価額×××〉

　　　　土地の処分（帳簿価額××〉く）
　　　　機械装置の処分（帳簿価額×ＸＸ）
　　　　長・短期借入金の増加

　　　　社債の発行（額面価額×××）
　　　　国庫補助金の増加
　　　　法人税還付額

百万ウォン）
一一

第×（41）期　第×（前）期
　企　額　　

内・

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

〉く

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×ＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

ＸＸＸ

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

- 一 一

× ×

×××

Ⅲ．投資と財務活動に川いられた現金預金
　　　　有価証券の取得
　　　　長・匈期貸付金の増加
　　　　投資有価証券の取得
　　　　土地の取得
　　　　機械装置の取得
　　　　研究開発費の増加
　　　　長・短期借入金の減少
　　　　社債の償還

　　　　有償減資　　　　配当金支払

現金預金の増加（減少）（ＩリI－Ⅲ）

･仁現金預金の収入と支出がない取引
　　　　現物出資による固定資廠の取得
　　　　固定資産の延払鯛入
　　　　再評価積i.金の増加
　　　　無償増資
　　　　無價減資
　　　　株式配当
　　　　転換社債の転換

合 計

口．現金預金の増減内容
　１．期末現金預金

　２．期首現金預金

　３．現金預金の増加（減少）

第×（１）朋

　金　額

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

Ｘ

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×××

×××

第×（

　金

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×
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扮）期

　額

×××

×××

-

××× × ×

一一

×

×

×

－

×

×

×

－
×

×

×

－
×

×

×

一

×

×

×

一
×

Ｘ

×

一
×
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[注]

第２章　資金計算書の発展

（Ｄ米国で資金計算書が基本財務諸表のーつになる前までの発展過程について

　は次の文献を参照されたい。

　　染谷恭次郎『資金会計論』中央経済社（1960），pp.37-63．

　　また，最近，米国における資金計算書の発展過程を整理したものとしては

　次のようなものがある。

　　中村信博「米国における資金計算書の変遷（1）,（2），（3）」「経済研究論集

　　（広島経済大学）』第H）巻，第３り（1987.9）｡第］|巻，第１吋（1988.3），

　第11巻，第3号（1988.9）。

（2）「資金計算書」に関する用語はこれまで様々な形で使われてきたが（染谷

　恭次郎「資金会計論」（1960），pp.18-19参照），本論文ではそれらを総称す

　るとき「資金計算書」という。

（3）Rosen＆DeCosterは，次の文献で，Coleの著書が出版される前に，実務の

　なかで資金計算書が存在していたことを明らかにしている。

　　L.S.Rosen＆D.T.DeCoster，“Funds Statement : A Historica1

　Perspective,”Accounting Review （January 1969 ），pp.!25-126 。

（4）H.A.Finney，“Student Departmcnt， Examination in Accounting Thcory

　and Practice， Partl，May 18， 4921，with Solution,”The Journal of
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
Accountancy（July 1921 ）.pp.64-67

。
-

　　その当時の「ジャーナル・オブ・アカウンタンシー」誌上の「学生欄」で

　発表された編集者の見解は会計原則を支える重要な源泉であった（ＳＥＣは

　1934年になって組織され，会計手続委員会（Conittee on Accounti叩

　Procedure　: C A P）は1938年に組織されたのである）。

（5）この点は次の文献を参照されたい。

　　L.C.Heath，Financial Reporting and the Evaluation of So!vcncy

第２章　資金計算書の発展

　Accoult洵IResearch lonograph　N0.3〔AICPA，1978〕，p.89.

（6）ArCPA，Accounti.n11 Trends ＆Techniques（1966），pp.12F136.

（7）AICPA，Accounting Trends＆Techniques（1971）。
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(8)資金の概念に関する問題は第５章で詳しく検討する。

(9)営業活動から得られた資金の表示問題に関しては第６章で詳しく検討する。

(10)為替レート変動の表示問題に関しては第７章で詳しく検討する。

(Ｈ)この問題の詳細については次の文献を参照されたい。

　　James A. LargayⅢand Clyde P. Stickney，“Cash Flows， hoo

　Analysis and the W.T.Grant Company Bankruptcy， "Financia】Analysts
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-一一
　Journal（July-August 1980），pp.5卜54。
　一

（12）日本の資金会計に関する研究の動向については次の文献を参照されたい。

　　染谷恭次郎「資金会計論の展開」「企業会計」（1983.11）。

　　また，未完ではあるが，最近の日本の資金会計の発展に関する研究は次の

　ようなものがある。

　　武田安弘「わが国における資金会計の発展（1）,（2）,（3）,（4）,（5）,（6）」

　r地域分析（愛知学院大学）』第23巻，第！り（1984.12），第23巻，第２

　号（1985.3），第24巻，第1号（1986.1），第26巻，第1号（1988.3），第

　26巻，第2号（!988.3），第28巻，第］号（1990.1）。

（13）すでに述べたように，染谷恭次郎博士は次の文献で資金運用表を基本財務

　諸表の一つに加えるべきであるという主張を戦後早くから行っている。

　染谷恭次郎「資金運用表について一資金運川表を財務諸表の一つに加え

　んとする提案－」『会計』（!952.!1）。

　染谷恭次郎「財務諸表構造の再検討一再び資金運用表を財務諸表の一つ

　に加えることを提案するー」r企業会計J（）955』）。



第３章　キャッシュフロー会計と資金計算書

第３章　キヤッシュフロー会計と

　　　　　　　　　　　資金計算書

第１節　はじめに
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　費用・収益認識の一般原則としての発生主義は，歴史的にみるならば，現金

の収入・支出という事実に結びつけて費用・収益を計ﾋする現金主義から発展

したものと考えることができる。

　現金主義会計によれば収支計算と損益計算が一致しているので，もっとも確

実な費用・収益の認識基準であるが，今日のような企業環境では到底認められ

るものではない。その理由は，第！に，高度に発達した信用経済制度を基盤と

している今日の企業取引においては，現金の収入・支出という事実と，収益・

費用の発生との間の時間的ズレが人きくなってきたこと，第２に，企業の総資

産に占める囚定資産の比重が増大した結果，固定資産購入時点における現金支

出と，その利用による長期にわたる費用の発生との時間的ズレが大きくなって

きたことに求めることができる。

　このように，現金収支の事実と損益の発生との時間的ズレが大きくなること

によって，期間損４を現金の収支に求めず，費用・収益認識の一般基摩として

発生主義を採用することが合伺1的であると考えられるようになった。
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第３な　キヤッシュフロー会計と資金計算書

　しかしながら，近年（1970年代以降），現金主義会計に戻ろうとすることで

はないけれども，現金主義による現金収支の正味金額と発生主義による報告利

益とのギャップが人きくなったこと，また発生主義における恣意的判断の介入

等の問題からキャッシュフローを中心とする財務報告システムを主張する論者

が多くなってきた。そのなかでも，より体系的にキャッシュフロー会計に関す

る理論展開を行っているのはLawson，I.ee ，ljiriである。

　この牛ャッシュフローに関する情報は，すでに資金会計との関連で要求され，

現行の会計システムの枠組みのなかで開示されるべきであるという主張もなさ

れている。つまり，財務諸表が三本柱で説明され，基本財務諸表は貸借対照表，

損益計算書および収支計算書により構成されるべきであるという主張［染谷，

1961.4］と，資金計算書における資金概念を現金および現金等価物に限定した

アメリカのＳＦΛＳ第95号「キャッシュフロー計算書」［FASB，1987］が

それである。

　これに対して，上記のキャッシュフローを中心とする財務報告システムの主

張者は，現行の発生主義システムを根本的に否定し，キャッシュフローのみに

よって財務報告システムを説明するという特徴をもっている。ここで，われわ

れは，はたして彼らの主張が現行の発生主義会計システムより優れているのか，

また彼らのキャッシュフローを中心とする財務報告システムは現金資金概念の

資金計算書とどのような関わりをもっているのかという疑問をもたざるを得な

いのである。

　そこで，この章では，彼らの論文を中心にキャッシュフロー会計システムを

検討した後，彼らによるキャッシュフロー会計システムが現行の発生主義会計

システムに適用可能であるか，また彼らによるキャッシュフロー会計システム

においては資金計算書がどのように位置付けられているかについて,考察する。

第３章　キャッシュフロー会計と資金計算書

第２節　川,唐の定義

羽

　（Ｄキャッシュフローの定義

　キ4･ッシュフローという用語は二つの異なる意味で用いられてきた。第１は，

現金勘定の歴史的変化を意味するものである。これは，企業活動による現金の

流人と流出の金額を意味するもので，キャッシュフロー計算書における「営業

活動から得られたキャッシュフロー」を直接法で求めるとき用いられる概念で

ある。第２は，現金予算で用いられる現金の正味流人額を意味するものである。

それは，将来利用できる現金額を予測するため用いられる概念である。第３は，

資本予算または投資分析において従来から用いられてきた概念であり，当期純

利益に減価償却費を加算したものを意味する。それは，運転資本資金計算占に

おける「営業活動から得られた運転資本」を間接法で求めるとき川いられる概

念である。

　このなかで，最後に定義された当期純利益に減価償却費を加算したものとし

てのキャッシュフローは，実際の現金の流出・流人額とは相違があり，hson

　口961b，p.5　］の指摘のごとく，キャッシュフローの誤称（misnoler）であ

り，現金でもキャッシュフローでもない概念である。これは，投資の経済性分

析等において，将来の現金流人額を予測するため，簡便的に便われた概念であ

り，実際の現金流人・流出額を意味するものではない。したがって，キャッシ

ュフローに対するこの定義は適切でないと思われる。

　第１と第２の定義は，それぞれ過去のキャッシュフローと将来のキャッシュ

プーを意味するもので，後者の正味現金流人額として定義されたキャッシュ

プーは，将来のキャッシュフローを予測し，予測と実績を比較するため用い

られる概念であり，基本的にキャッシュフローというのは，最初に定義された

過去の企業活動による現金の流人（cash inHow ）と現金の流出（cash

otjtflow）を意味するものとして定義されるべきであると坦われる。
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　（2）キャッシュフロー会計の定義

　以上のキャッシュフローの定義から，キャッシュフロー会計は，企業活動に

より生じた現金の流人・流出額を測定・報告する会計システムであると考えら

れる。このように，キャッシュフロー会計を企業活動により生じた現金の流入

・流出額を測定・報告するシステムとして考えると，キャッシュフロー会計と

いうのは新しい概念ではなく，会計が始まった当初から存在したものであり，

発生主義会計の急激な展開の影に，たまたま忘れ去られていたものであるとい

えよう。

　しかしながら，この章の冒頭で述べたように，近年のキャッシュフロー会計

の主張者は，現行の発生主義会計に代るものとしてのキャッシュフロー会計の

展開を試み，後述する各自固有のキャッシュフロー会計システムを主張すると

ともに，それに伴うキャッシュフロー会計の定義を以下のように行っている。

　Lawson［1971a，p.586］は，キャッシュフロー会計とは，過去，現在，およ

び将来の財務業績を相互関連させるための分析的枠組みを提供するものである

とし，過去における企業の財務業績，すなわち，過去における所有者または株

主の報酬の決定要素のみならず，将来における株主の報酬の決定要素をも開示

するシステムであると主張する。したがって，キャッシュフロー会計は，投資

者の意思決定に役立つ情報を提供するものであると主張する。

　Lee［1981a，p.63］は，キャッシュフロー会計とは，企業の財務業績を現

金で示す財務報告システムであると定義し，次のように述べている。「キャッ

シュフロー会計は，一定期間の現金流人と現金流出を対応させることにもとづ

くものであり，信用取引と恣意的会計配分とは関係ないものである。現金流入

は，営業活動または長期資金調達により得られるものであり，現金流出は，取

替えまたは拡張投資，税金，利子および配当のための支出を意味する。このよ

うに，キャッシュフロー会計は，時間のズレと歪みを避ける測定および報告シ

ステムである。それは，報告企業の流動性および財務管理に焦点を置くもので
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あり，実際と予測の現金取引がともに認識されうるものである。」

　ljiri［!979，p.57］は，企業活動をキャッシュフローの観点から投資活動

と財務活動に分類し，キャッシュフロー会計を次のように定義している。「キ

ャッシュフロー会計とは企業の投資および財務キャッシュフローを測定，分類

集合，報告するよう志向された会計原則および手続のシステムである。」

　以上のキャッシュフロー会計主張者は，彼ら固有の理論構築のためのキャッ

シュフロー会計の定義を行っているものの，基本的にキャッシュフロー会計と

いうのを企業活動により生じた現金の流人・流出額を測定・報告する会計シス

テムとしてとらえているのは共通であり，これをもってキャッシュフロー会計

を定義しうるだろう。

第３節　キャッシュフロー会計のモデル

　（1）Lawsonのモデル

　Lawsonは，1968年最初のキャッシュフロー会計に関する論文を発表して以来，

彼の考えを概念的かつ実証的に発展しつづけた。そのなかで，彼は，キャッシ

ュフロー会計システムは，過去・現在・将来の財務業績を相互関連させるため

の分析的枠組みを提供するものであり，多期間の事後的業績（lultiperiod

ex post performance ）を測定するシステムであるとｔ張する。また，彼は，

この多期間の事後的業績を測定するキャッシュフロー会計システムは，過去

　（exante ）の企業価値（キャッシュフロー）評価モデルから直接引出されう

るものであるとし，次の式によりキャッシュフロー会計の体系を説明している。

　（kj一hj）十Bj十Nj十lj＝（Aj十Rj一Yj）十Fj十Tj十Dj十Hj　　　　（1）

すなわち，現金流人＝現金流出（j年度における）

　kj－hj : 営業活動からのキャッシュフロー（kj :顧客から回収した現金。

　　　　　hj : 資本財以外の財やサービスの供給者に支払った現金）
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　Bj: 株主持分の増減

　Nj: 長期負債の増減

　lj: 短期負債の増減

　Aj＋Rj－Yj:取替投資（Aj），拡張投資（Rj）のような資本投資による現像

　　　　　　　支出一資産処分（Yj）による現像収入

　Fj : 利子の支払

　Tj : 税金の支払

　Dj : 配当金の支払

　lj : 流動性の増減

　Lalsonは，式（1）は企業の基本的キャッシュフローを表すものであるとし，

この式を企業体，株主，および債権者のリターンを明らかにする次の式に変換

することができるとしている。

　（kj －hj）一（Aj＋Rj一Yj）－Hj－Tj＝（Dj －Bj）＋（Fj －Nj－lj）（2）

　すなわち，企業体のキヤッシュフロー

　　　　　　＝株主のキャッシュフロー＋債権者のキヤッシュフロー

　左辺：営業および生産活動，資本投資，流動性に関する経済的情報の提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（econoIic perforlance）

　ち辺：配当，負債／資本比串のような財務政策についての情報提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（financial policy）

　最後に。彼は，株主のキャッシj1フロー，すなわちDj一Bj（配当金一株主持

分の増減）に重点を置きながら，次の式に変換している。

　Dj一Bj＝（kj 一hj）－（Aj＋Rj－Vj）一刻－Tj－（Fj一Nj一lj）　　（3）

　この式にもとづいて，彼は，株主キャッシュフローを求める表３－１のキャ

ッシご1フロー報告システムのモデルを提案している。

　この観点から，彼のシステムは，所有者志向であり，所有者に対する分配司

能なキャッシュフロー情報の提供に重点が置かれているといえよう。

表３－１
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　彼は，このようなキャッシュフロー会計システムは，発生主義にもとづく伝

統的会計システムでは説明できない，企業の現金を生み出す能力と利益を創出

する能力とのギャップを説明しうるものであるとし，とくにインフレーション

のときこのギャップの存在が明白となり，インフレ率が高ければ高いほどキャ

ッシュフロー会計に対する誘因が大きくなるとしている。しかし，キャッシュ

フロー会計は，インフレーションのときのみ要求されるものではなく，どのよ

うな環境においても適用される会計システムであると主張している。

　（2）Leeのモデル

　Leeは，1972年以来数多くのキャッシュフロー会計に関する論文を発表して

きたが，最近の著書「キャッシュフロー会計」［IJee，1984b］において，実際

の現金収支を測定表示するキャッシュフロー会計と資産を売却価格で評価する

売価会計とを結合し，「キャッシュフロー報告の統一システム」（unified

system of cash flow reporting ）と呼ばれる新しい財務報告システムの形成

を試みている。そのなかで，彼は，伝統的会計システムに対する問題を各利川

者グループに分けて検討した後，とくに伝統的会計システムでは原価配分にお

ける主観性に問題があるとし，それに代るシステムとしてのキャッシュフロ一

会計を提案している。彼は，このような原価配分における主観性の問題を避け

るため，売価会計とキャッシュフロー会計が別個の会計システムとして展開さ

れてきたが，両者はいずれもキャッシュフローを指向するものであるとし，両

者を一つの財務報告システムに統合しようとした。すなわち，彼のキャッシュ

フロー報告システムは，キャッシュフローと売却価格を基本的な要素として，

現金を基礎とする会計システムに統合したものである。

　彼は，このような実際のキャッシュフローを問題とするキヤッシュフロー会

計と潜在的なキャッシュフローを問題とする売価会計を結合し，相互関係のあ

る財務報告システムを確立するため，（!）実現キャッシュフロー計算書
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(Statement of Rea目zed Cash Flow)，(2)実現可能損益計算書(Statelent of

Realizable Earnigs)，(3)財政状態表【Statement of Financia】Position)，

(4)財政状態変動表(Statement of Changes in Financial Position)の四つの

主要な財務諸表を提示している。

　ここで，実際のキャッシュフローは実現キャッシュフローを意味し，潜在的

なキャッシュフローは実現可能キャッシュフローを意味する。 Lee は，実現可

能性がこのシステムにおける基本的なものであるとし，それは，実現IIﾐ味キャ

ッシュフローと未実現正味キャッシュフローとの区別を可能にするものである

としている。また，実現項目は，すでに達成した現金およびキャッシュフロー

を示すものであり，実現可能項目は，現金への達成可能性をボすものであると

している。以下，Leeが提示している四つの主要財務諸表の体系について説明

しておく。

　実現キャッシュフロー計算書は，一定期間における企業の実際の現金収入と

現金支出を報告する計算書である。それは，営業活動からの正味現金収入額，

出資者から新たに投下された資本，および新たな短期および長期の借入による

現金収入と資本的支出，税金と配当金の支払い，借入金返済のための現金支払

いについての事実的会計を，報告書の利用者に提供することを意図している。

このような計算書の概要は表３－２の通りである。

　実現可能損益計算書は，実現キャッシュフロー計算書による実現した現金収

支のみならず実現可能ではあるが現在は未実現の現金収支をも報告する計算書

である。Lee は，この２種類の収支の結合によって，売却価格会計システムか

ら得られる尺度と同等の期間利益の尺度が得られるとしている。また，実現可

能損益計算書は，売却価格基ぺ‘にもとづいて作成することができるが，それは

原価配分の判断に左右される歴史的原価にもとづく測定値から始まっており，

それを避けるためにはキャッシュフロー基準にもとづいて作成しなければなら

ないとしている。この実現可能損益計算書の概要は表３－３の通りである。
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　財政状態表は，一定の会計期間未における企業の財政状態を報告する計算当

であり，貸借対照表にほかならない。しかし，キャッシュフロー報告システム

においては，財政状態表における純資産は現在の現金等価額，すなわち売却価

格で測定され，企業のキャッシュフローの潜在性を示すことになる。このため

資産は実現可能性にしたがって，（1）実現した資産｡（2）実現可能性の高い資

産，（3）実現可能性の低い資産，（4）実現不能な資産に分類表示される。また

負債は支払可能性にしたがって分類されるが，それは伝統的な会計実務におい

て用いられている分類とほぽ同一である。

　このように資産を実現可能性に，負債を支払可能性にしたがって分類するこ

とは，実現キャッシュフロー計算書が実現したキャッシュフローを示し，実現

可能損益計算書が当期純利益を実現利益と未実現利益とに区分して，後者を実

現可能性によって分類することと関連づけられる。すなわち，財政状態表にお

ける現金預金の増減は実現キャッシュフロー計算書の結果を，実現可能損益計

算書における未実現利益は財政状態表における現金預金以外の資産・負債の期

中増減を示す。かくて，財政状態表は，現金預金残高を通じて実現キャッシュ

フロー計算書と，現金預金および現金預金以外の資産の実現可能性による分類

を通じて実現可能損益計算書と相互関係をもつことになる。また，財政状態表

は，資産の実現可能性と負債の支払可能性にしたがって分類することにより，

翌会計年度におけるキャッシュフローの潜在性を示すことになる。この財政状

態表の構造は表３－４のように要約される。

　財政状態変動表は，一定期間における企業のすべての財政状態の変動を示す

計算書である。実現キャッシュフロー計算書は，営業活動によるかその他の活

動によるかに関係なく，現金の変動を伴うものしか示さないし，実現可能損益

計算書は，営業活動による財政状態の変動のみを示す。財政状態変動表は，こ

れらニ,つの計算書で示される財政状態の変動とともに，これら二つの計算書で

示されない財政状態の変動も示す。それは，連続する二時点間の財政状態の亥
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動，すなわち，財政状態表間の変動をボすものであり，売却価格基準にもとづ

く資金計算書に相当する。また，この計算書は，他の財務諸表と同様に，資産

の実現可能性と負債の支払可能性による分類にもとづいて作成される。この財

政状態変動表は表３－５のように要約・作成される。

　以上，Leeのキャッシュフロー報告システムに関して考察してきたが，彼は，

キャッシュフロー会計と売価会計を統合したものをキャッシュフロー報告シス

テムとよび，これが，財務諸表の利用者の利用目的にもっとも適合する，信頼

しうる会計システムであると主張している。彼は，これにより，伝統的会計シ

ステムにおけるすべての問題が解決されるわけではないが，できるだけ事実に

もとづいて報告企業の諸活動を明らにし，また複雑な測定手続がないという利

点を挙げ，現行の発生主義会計システムに代わるものとしてのキャッシュフロ

ー会計システムを主張している。

　彼の劃張は，最近のＦＡＳＢによる資金計算書の財政状態変動表からキャッ

シュフロー計算書への変化と同じ根拠によるものではないが，キャッシュフロ

ーを重視して会計システムを構築しようとしている点では，共通の特質をもっ

ている。なお，牛ャッシュフローで一貫した四つの財務諸表の体系を論理的に

提示しているのも注目に値するものである。
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表３一２
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実現キヤッシュフロー計算書

　|月1日から!2月31目まで

現金流人額

　営業活動からの正味現金収入

　借　　人　　金　　収　　人

現金流出額

　土　地　建　物　購

　税　　　金　　　支

　配　　当　　金　　支

　現　金　資　産　の　増

(注)

　１

２

入
払
払
加
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仕入先等への支払

利

期

期

現

首

末

金

銀

銀

　資

支 払

行預金残高

行預金残高

　産の増加

[Lee，1984b，p.6()]
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実現可能損益計算書

1月１日から12月31日まで

51

実現利益

　営業活動からの正味現金収入

未実現利益

　実現可能性の高い純資産：

　　売　　掛　　金

　　製　　　　　品

　　買　　掛　　金

　　車両運搬具

　　土　地　建　物

実現可能性の低い純資産：

　仕　　掛　　品

　工　場　機　械

差引：税金充当額

差引：配当充当額

加算：期首留保利益

次期繰越留保利益

[I,ee，1984b，p.62]
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表3－/1

第3 G:　キャッシュフロー会計と資金計算書

財　政　状　態　表

　12月31[]現在

　1月

千ポ

目
ド
ー
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搬
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[Lee，!98仙，p.63]

表３－５

第３疹　キャッシュフロー会計と資金計算書

財政状態変動表

1月１日から12月31口まで

実現現金流人額

　銀行預金残高の増加

未実現現金流人額

　実現可能性の高い資産の増加

売
製
掛　　金

□

□□

　車両運搬具

　土　地　建　物

差引：短期負債の増加

　買　　掛　　金

　未　払　税　金

　未払配当金

実現可能性の低い資産の増加

　仕　　掛　　品

　工　場　機　械

将来の長期現金流出額

　新規借入金の増加

将来の無期限の現金流出額

　留保利益の増加

千ポンド　千ポンド　千ポンド
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［Lee，!984b，pp.64～5］
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　（3）Tjjrjのモデル

　ljiriは，キャッシュフローが企業経営における基本目的であるとし，企業

は様々な資産を保有しているが，それらを保有する理由は，いつもキャッシュ

フロー目的，すなわち投資より多く回収する目的のためであるとしている。彼

は，ここで問題となるのは，投資意思決定は将来の予測キャッシュフローにち

とづいて行われるが，業績評価は過去の利益フローにもとづいて行われること

であるとし，この投資意想決定と業績評価との間のギャップを埋める手段とし

てキャッシュフロー会計が必要であるとしている。

　彼は，キャッシュフローの観点から，企業の活動を投資活動と財務活動に分

類する。投資活動は，将来現金の回収を期待して現金を費消する活動であり，

これに関連するキャッシュフローを投資キャッシュフローとする。それは，投

資と回収に区分され，回収は元金の回収（recapture）と超過収益（return）

に細分される。財務活動は，将来返済の約束で現金を受け取る活動であり，こ

れに関連するキャッシュフローを財務キャッシュフローとする。それは，資本

調達と返済に区分され，返済は元金の償還（refunding）と利子，配当金等の支

払（premium）に細分される。ljjriの以上の見解は次の図３－↓に要約される，

　このように，ijiriは，企業のキャッシュフローを投資キャッシュフローと

財務キャッシュフローに二分した後，貸借対照表等式（資産＝持分）を川いて。

投資キャッシュフローと財務キャッシュフローは一致するとし，これをキャッ

シュフロー会計の基本公式とよんでいる。

　すなわち，投資キャッシュフロー＝財務キャッシュフ・－

　　　　　　投　資　一　回　収　＝　資本調達　一　返　済

　また，彼は，キャッシュフロー会計というのが会計が始まった当初にその起

源をもつものであるとしても，資本予算または内部財務計画に導入できるもの

であるとし，その観点からキャッシュフローを，現金収支の事実と関連させて

次のように分類している。

図３－！
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　　　　　　　　　　　　[ljirj，1978，p.336]

①本来の(proper)キャッシュフロー：実際の現金収支と一致するキャッシュ

　フロー

②擬制(constructive)キャッシュフロー：実際の現金収支を伴わないキャッ

　シュフロー(例：株主による土地の寄付，銀行からの貸付，掛購入，未払

　費用の発生)
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　③残余（residuaDキャッシュフロー：現金の収入から現金の支出を控除して

　　から認識されるキャッシュフロー（これは，短期的資産・負債の回転

　　　（turnover）の取り扱いに服要である。流動資産が減少したとき回収を，

　　増加したとき投資を認識し，流動負債が減少したとき返済を，増加したと

　　き資本調達を認識することが可能になる。）

　このように，ljiriは，資本予算等にキャッシュフロー概念を用いるため，

擬制キャッシュフローと残余キャッシュフローを認識する必要があるとし，こ

の点で，彼のキャッシュフロー会計は厳密な現金収支にもとづく現金主義会計

とは区別されると主張している。

　彼は，どのようにキャッシュフロー情報を提示するかについて表３－６のよ

うなキャッシュフロー計算書を例示している。

　表３－６の最初の欄は，回収しなかった投資額と返済しなかった資本調達額

を示す。キャッシュフロー会計の基本公式により，投資額の合計（＄3,200）と

資本凋達額の合計（＄3,200）は一致する。二番目の欄は，各投資と財務プロジ

ェクトに対する投資額と資本調達額の総額を示す。これら二つの欄は，各投資，

財務活動の現在までの累積的影響を示す。したがって，これらはある程度貸借

対照表に類似しているが，貸借対照表はキャッシュフロー志向でないため，必

ずしも一致するとは限らない。

　三番目と四番目の欄は，当該期間中のキャッシュフローを示す。 ljiri は，

これが資金計算書に該当するものであるとしている。しかし，これは，取引別

ではなく，プロジェクト別に示される。

　次の五番目の梱は，過去５年間の回収率と返済率を示す。それぞれ次のよう

に計算される。

　　　回収率＝回収額÷総投資額

　　　返済率＝返済額÷総資本調達額

　最後の欄は，投資プロジェクトの予測年数と借入金の返済期間を示す。

表3－6
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ljiriは，五番目と最後の欄は，業績評価および将来のキャッシュフローの予

測に役立つ情報を提供するものであるとしている。

　以上の!jiriのキャッシュフロー会計システムは次のように要約される。

　ljiriは，投資意思決定が行われる方法とその意思決定の結果が評価される

方法との不一致，すなわちキャッシュフロー情報にもとづく投資意思決定と利

益情報にもとづく業績評価との間のギャップに注目し，このギャップを埋める

手段としてキャッシュフロー会計が必要であると主張している。換言すれば，

利益情報は極端に複雑となり，キャッシュフローとは遠くなってきたことから，

キャッシュフローを中心とした財務報告システムが必要であるということであ

る。この点で，Lawson，Leeの主張と一致する。しかし，ljiriは，貸借対照

表の借方は投資キャッシュフロー（投資と回収）を説明し，貸方は財務キャッ

シュフロー（資本調達と返済）を説明すると解釈し，キャッシュフローを投資

キャッシュフローと財務キャッシュフローに限定する点で，Lawson，l.eeの主

張と異なる。そして，彼は，現行の損益計算書と資金計算書は，一定期間の投

資キャッシュフローと財務キャッシュフローを要約するキャッシュフロー計算

書に取り替えられるかまたは少なくとも補足されるべきであると主張している，

　要するに，彼のキャッシュフロー会計システムは，企業活動を現金の投資と

回収の関係で測定・報告し，投資意思決定に有用なキャッシュフロー情報を提

供するものである。

　以上，３人のキャッシュフロー会計システムについて考察してきたが，それ

ぞれのキャッシュフロー会計に対する論点，モデルの様式・内容は異なるもの

の，いずれも企業活動における現金の流れを重視するシステムであり，ともに

発生主義会計システムを否定し，キャッシュフローのみによって財務報告シス

テムの改善を求める特徴をもっている。
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　以上のキャッシュフロー会計主張者は，キャッシュフロー会計では次のよう

な利点があると述べている。

①キャッシュフロー会計は，］tﾐ観的判断による会計配分（恣意的配分）の問題

を避ける（allocation-free system）。これによって。客観的情報提供が可能

となり，企業間の比較可能性も増加させる（報告企業の財政状態をありのまま

に示す）。

②会計情報の主な利用者は現在の潜在的投資家と債権者である。彼らの主な関

心は，会計報告書が企業の将来のキャッシュフローの予測に役立つ情報を提供

しているか否かである。つまり，現在の潜在的投資家と債権者は，企業の期待

キャッシュフローにもとづいて，その企業に投資するかしないかの意思決定を

する。キャッシュフロー会計は，このような情報を提供するもっとも適切な会

計システムである。

③キャッシュフ・一情報は企業生存に直接関わる問題である。現金なしでは，

その製品がいくらよくても，その経営がいくら能率的であっても，企業は生き

残らない。利益があって倒産する，いわゆる黒字倒産というのも，キャッシュ

フロー情報の提供により予測されうる。

④キャッシュフロー会計は，債務の返済，配当，再投資および拡張投資のため

の現金を生み出す企業の能力を強調する。したがって，キャッシュフロー会計

システムは，企業の流動性と支払能力の評価に必要な情報を提供する。

⑤キャッシュフロー会計システムにおいては，現金の流人と流出は報告期間と

同じ期間に生じるから，インフレーションによる物価変動の影響を修正する必

要はない。

⑥キャッシュフロー会計は，経営管理者による会計数値の操作可能性を減じさ

せる。
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⑦キャッシュフロー会計は，会計専門職のみならずすべての人々に対して客観

的で理解しやすい情報を提供する。

　また，彼らは，キャッシュフロー会計システムは，このような利点をもっ点

で，取得原価主義，発生主義および費用配分の原則にもとづく現行の会計シス

テムの欠点を改善しようと努力してきたこれまでの他の代替的会計システム

　（カレント・コスト会計，売却時価会計）より優れているとしている。

　しかしながら，キャッシュフロー会計システムの主張者は，これまでの他の

代替的会計システムの主張者と同様，現行の発生主義による会計システムを全

面的に否定し，キャッシュフローのみにもとづいて会計システムを構築しよう

とした点に問題がある。発生主義を否定し，キャッシュフローのみによる企業

会計システムを主張することは，この章の冒頭で述べたような，現金主義から

発生主義に発展したときの現余主義に対する批判を免れる余地はないのである，

この点で，キャッシュフローのみによる会計システムの提案には限界がある。

今日のような経済環境の下で，現金の動きのみによって企業の活動を測定する

ことは到底あるまいし，その妥当性も失うことになる。ただ，発生主義による

利益情報には恣意的判断が介入されること，また，利益情報とキャッシュフロ

ー情報との間のギャップが大きくなること等から，利益情報の補足または利益

情報との比較を可能ならしめるキャッシュフロー会計システムが必要になると

思われる。

　もう一つの問題は，資金計算書との関連から生じる。従来はともかく，最近

の動きでは，現金資金概念にもとづく資金計算書への発展が目立っている。現

金資金概念の資金計算書がもつ長所の一つは，利益とキャッシュフローとの問

の差異情報を提供することであり，この点，キャッシュフロー会計主張者の論

点と一致する。しかし，キャッシュフロー会計システムにおいては，この資金

計算書の地位が不明瞭になるかまたはその説明が不十分になる。キャッシュフ

ロー会計の主張者によれば，たとえば，Leeは，実現キャッシュフロー計算書
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と財政状態変動表をともに主要財務諸表として提案しているが，これは，資金

計算書が現金概念にもとづく実現キャッシュフロー計算書と総財務資源概念に

もとづく財政状態変動表に分割され，資金計算書としての役割が重複するかま

たは曖昧になるのである。また，ljiriによる午ャッシュフロー会計システム

では，企業の活動を投資活動と財務活動のみによってとらえており，営業活動

によるキャッシュフローは無視されている。しかし，営業活動によるキャッシ

ュフローは企業におけるもっとも重要な関心事であり，企業活動の重要な指標

の一っである。!jiri は，営業活動によるキャッシュフローを明らかにしない

投資活動と財務活動のみによるキャッシュフロー計算書が，現行の資金計算書

に取り替えられるべきであると主張しているが，この点で，彼のキャッシュフ

ロー会計システムは不完全であるといえよう。

第５節　要約

　この章では，これまでのキャッシュフロー会計主張者の論点を考察し，キャ

ッシュフローを中心とする財務報告システムが現行の発生圭義会計システムに

適用可能であるか，また資金計算書とどのような関わりをもっているかについ

て検討した。

　彼らのキャッシュフｕ一会計システムは，現行の発生主義会計システム，特

に会計上の配分における恣意的判断の介入に対する批判から始めて，キャッシ

ュフローを中心にした財務報告システムを説明するものである。彼らのキャッ

シュフロー会計に対する論点は次のように要約される。

　Lawsonは，キャッシュフロー会計は，投資者の意思決定に役立つ情報を提供

するものであるとし，とくに株主のキャッシュフローに重点を置いてキャッシ

４プ一会計を説明している。また，インフレーションのとき認識される利益

とキャッシュフローとの間のギャップは，発生主義にもとづく伝統的会計シス
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テムでは説明できず，キャッシュフロー会計システムにより説明可能であると

主張している。

　Leeは，伝統的会計システムでは，原価配分における恣意的判断の介入の問

題があり，それを避けるためキャッシュフロー会計と売価会計は別個の代替シ

ステムとして展開されてきたが，両者はいずれもキャッシュフローに指向する

ものであるとし，両者を一つの財務報告システムに統合したキャッシュフロー

報告の統一システムを提案している。彼は，このようなキャッシュフロー会計

システムが財務諸表の利用者の利用目的にもっとも適合する，信頼しうる会Jj

システムであると主張している。

　ljiriは，キャッシュフローの観点から，企業の活動を投資活動と財務活動

に分類し，それに関連する投資キャッシュフローと財務キャッシュフローを測

定・報告するキャッシュフロー会計システムを提案している。彼は，このよう

なキャッシュフロー会計システムは，利益情報にもとづく業績評価とキャッシ

ュフロー情報にもとづく投資意思決定との間のギャップを埋める手段として必

要であるとし，現行の損益計算書と資金計算書は，一定期間の投資キャッシュ

フローと財務キャッシュフローを要約するキャッシュフロー計算書に取り替え

られるべきであると主張している。

　以上の３人の主張は，それぞれのキャッシュフロー会計に対する論点は異な

るものの，キャッシュフローを中心にして財務報告システムを説明し，そこに

は主観的判断が介入する余地がなく，財務諸表の利用者に客観的でもっとも信

頼しうる情報を提供するという利点を挙げ，これまでの発生主義会計に代わる

ものとしてのキャッシュフロー会計を提案している点では共通である。そのな

かでも，Leeのキャッシュフロー報告システムが，より完全であり，論理的に

展開されていると思われる。

　しかし，彼らは，キャッシュフロー会計が現行の会計システムの欠点を改者

しうるものとして，他の代替的会計システム（カレント・コスト会計，売却時
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価会計）より優れていることを強調し，これにより現行の会計システムは取り

替えられるべきであると主張している点に問題がある。他の代替的会計システ

ムも，その制度上の導入において失敗し，取得原価主義，発生主義および費用

配分の原則にもとづく現行の会計システムに対する補足的情報提供の役割しか

できなかったことは周知の通りである。たしかに，発生主義による現行の会計

システムでは，棚卸資産の評価，減価償却費の計算等に恣意的判断が介入する

ことは否めない事実であるが，それにしても，今日のような経済環境の下で，

現金の流人と流出のみによって企業会計を説明することは無理である。それは，

いうまでもなく，この章の冒頭で述べたような，現金主義から発生主義に発展

したとき認識された現金主義に対する欠点が存在するからである。キャッシュ

フローを中心とする財務報告システムの領域が，会計が始まった当初から認識

されたものであり，これを無視することはできないとしても，現金主義の限界

が認識され発展し続けてきた発生主義による情報も無視することはできないだ

ろう。発生主義会計を全面的に否定し，キャッシュフローのみによる財務報告

システムを主張するよりは，発生主義会計と両立できるキャッシュフロー会計

システムが必要ではなかろうか。

　第４節で述べたように，キャッシュフロー会計の限界の一つとして資金計算

酋との関連から生じる問題がある。すでに現金資金概念にもとづく資金計算書

が発展の段階であり，これが牛ャッシュフロー会計に代るものとして，また現

行の発生主義による情報との比較を可能ならしめるものとして，利益情報とキ

ャッシュフロー情報をともに提供する体系が必要であると患われる。
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　資金計算書がどのような目的で作成されるかについては，会計学文献に資金

計算書が登場して以来様々な形で述べられてきた。資金計算書の作成が制度的

に義務づけられるようになってからも，資金計算書がどのような目的で作成さ

れるかについて多くの議論が投げかけられ，今日においても。資金計算沢の目

的に関する一般的合意は得られていないようである。このような資金計算書目

的の多様性について染谷恭次郎［1980，pp.24-5］博士は次のように述べられ

ている。

　「もともと，人々が資金計算書を必要とした動機は，損益計算書や貸借対照

表によって明らかにされない，何らかの財務情報を求めようとしたところにあ

る。けれども，椙４計算書や貸借対照表によって明らかにされない財務情報の

種類は余りにも多過ぎたようである。そうした情報を提供する責任を資金計算

宍という，ただひとつの計算書に課すところに，無理があると坦われる。……

こうした資金会計の目的の多様性も，またわれわれに対し永遠に解決できない

問題を課している。……この意味では，われわれは，資金会計論に関し，いま

だ共通のパラダイムをもっていないようである。」

　たしかに，損益計算書が企業の経営成績についての，また貸借対照表が企業
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の財政状態についての情報を提供するという機能が一般的に認められているに

対して，資金計算書がどのような目的で作成されるかについては必ずしも明確

でない。このような資金計算書の目的を明らかにすることは，資金計算書にお

けるもっとも重要な問題の一つであり，目的設定のいかんによって資金の概念

および資金計算書の表示形式が変ってくる。

　そこで，との章では，これら資金計算書の目的がこれまでどのように考えら

れてきたかを，米国の文献を手掛かりに発展史的に整理することを試みる。

第２節　初期の目的観

　損益計算書が企業の経営成績に関する情報を，貸借対照表が企業の財政状態

に関する情報を提供するものであるとすれば，これらによって得られないどの

ような情報を資金計算書に求めようとしたのか。

　資金計算書の先駆的形態としてよく知られているColeのWhere got， where

gone表は，比較貸借対照表の変化を表示しようとしたもので，二時点間の資産

の減少と負債の増加を源泉（Where got ）欄に，資産の増加と負債の減少を使

途（Where gone）欄に記載したものであったというのはすでに述べたとおりで

ある。Cole［1908.p.102 j は，この表の利川に言及して，「この表を作成す

ることにより支払能力の変化を知ることができる。」と述べている。これは，

初期の資金計算書の目的観を代表する表現である。

　日本においても，資金会計に関する関心が高まったのは，第二次大戦後，荒

廃した経済が復興する過程であって，企業が多額の利益を計上しながら，深刻

な資金不足に見舞われたときであったと染谷恭次郎［1980，p.14］博士は指摘

されている。企業が，利益があっても資金不足で支払不能となり，倒産すると

いう事態は，既存の損益計算書や貸借対照表によっては解明できないものであ

った。最初は，このような支払能力の変化に関する情報を求めるために，資金
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計算書が必要となったと解釈できる。

　しかし，ColeのWhere got， where gone表は二時点間の貸借対照表項目の変

化を説明するだけのものであって，現金とか運転資本のような一つの項目の変

化を説明するものではなかった。

　これに対して，その後のFinneyが示している資金運用表は，運転資本の変化

を区分表示しようとしたものであった。 Finneyは，この計算書の目的には触れ

なかったが，これも支払能力の変化に関する情報を求めようとしたものである

と解釈できる。なぜなら，流動資産が流動負債を超える差額，すなわち運転資

本の金額は企業の負債に対する支払能力を示す重要な尺度として考えられるか

らである。

　このように，資金計算書の初期の目的観は，損益計算書や貸借対照表によっ

て十分に開示されない財務情報として，企業の支払能力の変化に関する情報を

求めようとしたものであると解釈できる。

第３節　発展期の目的観

　Finney以来，運転資本の変化の原因を示す資金計算書が，資金計算書として

支配的な地位を占めていったということは第２章で述べた通りである。

　その後，資金計算書が実務のなかで発展するにっれて，資金の概念をめぐる

多くの議論が生じ，資金計算書の目的に関しても，この資金の概念と関連させ

て議論されるようになった。

　すなわち，1940年代になると，資金の概念として現金から運転資本までの狭

義の資金概念を主張し，初期の資金計算書の目的観と同様に企業の支払能力の

評価を重視する立場と，資金の概念として現金とか運転資本に影響を与えない

取引をも含む広義の資金概念を主張し，企業のすべての財政状態の変動を重視

する立場にわかれる。
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　このなかで，前者，すなわち，資金の概念を現金から運転資本までの狭い概

念でとらえ，これに関連させて資金計算書の目的を述べている人は以下の通り

である。

　たとえば，Kunze［1940，p.224］は，「この計算書の目的は，どららかと

いえば，運転資本項目の増加と減少を示すことによって，貸借対照表の流動部

分の変化を説明することである。」と述べている。

　同様にlyer目9利.p.32］も，「この計算書の唯一の目的は運転資本の変化

を説明することであるから，運転資本に影響を与える会計取引にもとづかない

いかなる貸借対照表項目の変動も，この計算書から除去されるべきである。同

様に，運転資本取引の結果でないいかなる損益計算書項目も除去されるべきで

ある；また，完全な運転資本取引の結果でない項目は運転資本取引だけを含む

よう修正されるべきである。」と述べている。

　また，Carson目949，p.161］は，資金計算書の目的を流動性分析との関連

でとらえ，次のように述べている。

　「財務会計，財務報告，および財務分析は伝統的に運転資本に相当の注意を

払ってきた。流動資産および流動負債は，通常，貸借対照表においてよく目立

つような形で示される。流動状況を測定し判断すべく数多くのルール，基準，

比率および回転率が工夫されてきた。資金計算書はこれの一歩進んだ情報を根

供する。それは，運転資本はどこからどのようにして得られたのか，そしてど

のように利用されたのか，という基本的な質問に対する答えを提供するのであ

る。」

　これに対して，後者，すなわち，資金の概念を，現金から運転資本までの範

囲に限定する必要はなく，むしろ広い概念でとらえるべきであるとし，資金計

算書にすべての財政状態の変動を表示すべきであるという主張を行った人は以

下の通りである。

　まず，Binkley［1949］は，資金計算書がいっそう重要な役割を担うように
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なったこの時期にこそ，資金計算書に対する基本的見直しが必要であるとし，

資金概念の再検討を試みている。すなわち，企業の資金凋達方法の変化に伴っ

て，企業の財政状態に重大な変化をりえる取引，たとえば，有価証券を発行し

て設備資産を取得する取引等の例を挙げながら，現金・運転資本等の狭い資金

概念を批判している。つまり，現金とか運転資本の狭い資金概念では，財政状

態に甫大な変化を与える取引をすべて資金計算書に表示することはできないと

いう批判である。

　Binkleyのこのような主張は，それまでの資金計算書に対する考え方を大き

く転換させるものであった。従来の資金計算書の目的観は，流動性ないし支払

能力の表示を重視したものであり，そのために，資金の概念として，現金から

最大限運転資本までの狭義の資金概念を必然的に採用することとなった。これ

に対して，Binkleyは，資金概念の拡張の必要性を説き，広義の資金概念を圭

張している。このような広義の資金概念に基づく資金計算書の機能は，流動性

ないし支払能力の表示を重視しないわけではないが，第ｔ義的には財政状態に

重大な変化を与える取引を表示することにあると解釈できるのである。

　その後，広義の資金概念は，GOldberg［19511，Edwards　目952j ， Corbin

　［19611，Mason［1961］等によって主張され，1963年のＡＰＢ意見書第３り

に引き継がれる。

　Goldberg［1951，pp.485-491］は，資金を「資源」あるいは「価値」とみる

Coleの考え方が運転資本概念より説得力があり，多くの大を満足させ，かつ合

理的な概念であるとしながら，資金を「ある観念上の会計実体と他の会計実体

との取引で明示される資源のフローに相当する抽象的概念」として定義づけて

いる。

　Corbin［1961，p.399-402］は，「Goldbergがすべての場合を満足させる資

金概念をもつ合理的な立場をとっている」と指摘した後，資金を「資産あるい

は資源」すなわち「すべての購買力」として定義づけている。
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第４Ｇ　資金計算書の目的観の変遷

　Mason［1961b ， pp.54-55 ；訳書，p.93］は，資金の概念を，「総財務資源」

もしくは「消費力ないし購買力」としてとらえるべきであるとし，そのilで当性

について次のように述べている。

　　「現金とか運転費本のような狭い概念を用いたのでは，現金とか運転資本に

直接影響を与えないけれども，企業の財務管理上重要である諸取引が，資金計

算書に示されないということがしばしば生じる。その例として，株式や社債を

発行して固定資産を取得したり，固定資産の贈与または助成を受けたり，交換

したりするような場合がある。このような取引を資金計算書で示すことの妥力

性を，中間的取引，たとえば社債の発行によって現金を取得し，その現金で固

定資産を購入したというような取引を仮定することによって説明することもよ

くある。「総財務資源」という資金概念のもとでは，このような項目の変化は

当然に資金計算書の範囲や目的のうちに含まれるから，普通このような過程の

取引を考える必要はない。」

　また，hson［1961b ，pp.49-50；訳書，pp.85-87］は，資金計算書を主要

な財務諸表の一つとして取扱うべきであるとしながら，資金計算書の目標ない

し目的に関して触れ，「資金計算書は，次のような問題について，財務の面か

ら解答する場合に，きわめて役に立つものである」としている。

　ａ．　利益はどこへいったか。

　ｂ．配当はなぜもっと多くなかったのか。

　ｃ．　当期に純損失があるのに，あるいは当期の利益以上に，どうして配当を

　　行うことができたのか。

　ｄ．純利益は増加しているのに，どうして正味流動資産が減少しているのか，

　ｅ．　その期間に純損失があったのに，ilﾐ味流動資産が増加しているのはどう

　　したわけか。

　ｆ．Ｆキヤッシュフロー」（純利益と減価償却費との合計）が必要なだけあ

　　るのに，どうして新設備の購入のために資金を借りなければならないのか，
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ｇ．設備拡張のための資金はどのようにして調達されたのか。

ｈ．営業活動の縮小から生じる，設備の売却による収入はどうなったのか。

ｉ．負債の返済はどのようにして行われたのか。

ｊ．増資によって調達した資産はどうなったのか。

ｋ．社債の発行による収入はどうなったのか。

ｌ．運転資本の増加のためどのように資金が調達されたのか。

　その後のΛＰＢ意見書第３号は，資金計算書を主要な財務諸表の一つとして

位|双づけることはできなかったものの，資金計算書は，lasonと同様に広義の

資金概念にもとづくべきであるとし，次のように述べている。

　「資金の源泉と運用に関する計算書を作成するための基礎となる「資金」の

概念は，その計算書の目的と首尾一貫しなければならない。年次報告河提出の

ために作成される資金計算書において，すべての所要な財務取引，たとえば株

式の発行による資産の取得のような「非資金」取引を含むよう，「総財務資源」

として特徴づけられ，また定義されうる，運転資本より広い概念を用いるべき

である。j（par.9）。

　このように，発展期における資金計算書の目的観は，資金概念の定義と関連

させて論じられるようになり，それは次のニつの見解に人別されうる。一つは，

初期の目的観と同様に，資金の概念を現金から運転資本まで狭義に定義しなが

ら･企業の支払能力の評価を重視する見解であり，もう一つは，資金の概念を

広義に定義しながら，企業のすべての財政状態の変化を重視する見解である。

　このような資金計算書に関する二つの目的観の存在について，染谷恭次郎

　［1980，p.24］博士は次のように述べられている。

　「明らかに，われわれは，資金計算書に対し，一方において，負債に対する

企業の支払能力についての情報を提供する機能を期待し，他方において企業の

財政状態の変化についての情報を提供する機能を期待している。資金会計の目
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的もまた多様である。われわれは，いまこれを，にわかに，いずれかひとっに

方向づけることはできない，と考えている。」

第４節　財政状態変動表の目的観

　1971年公表されたΛＰＢ意見書第19吟は，資金計算書の目的に関して次のよ

うに述べている（par.4）。

　「資金計算書の目的は，（1）企業が一定期間において営業活動からの資金を

どの程度得たかを含めて，企業の財務活動および投資活動を要約すること，お

よび（2）当該期間における財政状態の変動の開示を完全にすることである。資

金計算書に示される情報は，多くの財務諸表の利用者がその企業に関する経済

的意思決定をなすにあたって有益である。」

　このＡＰＢ意見書第19号の目的観は，上述の流動性ないし支払能力の表示，

およびすべての財政状態の変動の表示，という二つの目的を同時に果たそうと

したものである。

　この二つの目的を同時に達成することが難しいということは，染谷恭次郎博

士によって指摘されたとおりであるが，Heath　口978b，pp.106-108　；訳書，

pp.134-135］も，ＡＰＢ意見書第19号による資金計算書の第１の目的の意味は

不明確であり，また第２の目的は達成し得ないものであると批判した後，次の

ように述べている。

　　ΓΛＰＢ意見書第19号の基本的な問題点は，重要でない情報あるいは関連性

がない情報の開示を要求しているというのではなく，あまりにも多くの異なる

タイプの情報を同一の計算書に開示することを要求していることである。その

結果，混乱した計算書になってしまった。 Finneyの初期の目的であった，会社

の負債返済能力の大きさの変動を説明することによって，支払能力の評価に有

用な情報を提供することは忘れられてしまった。すなわち，負債の返済能力に
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っいてどのような尺度を選んでも，それに影響を俘えるものだけでなく，影響

を与えない企業活動もすべて単に「資金」の源泉および使途として示されてい

るので，なぜ負債返済能力が変動したのか，その理由を決定することはできな

い。会社の資本構造の変動を示すというより新しい（そして価値のある）目的

もまた達成されていない。●争●●●●工場設備の変動でさえ明瞭には示されない。●●●

…要約すれば，会計原則審議会は意見書第19号で財務的開示の不備を仙おうと

したが，その不備はほとんど有効に捕えなかった。」

　このような批判をした後，Heathは，資金計算書の目的として次の三つを挙

げている。

　①　現金の変動の報告

　②　資本構造の変動の報告

　③　長期資産の変動の報告

　Heathは，この三つの目的を一つの資金計算書に表示することは不可能であ

るとし，それぞれの目的に対して，次の三つの計算書に分割して表示すること

を主張する。

　①　現金収支計算書（Statement of Cash Receipts and Payments ）

　②　財務活動計算書（Statelent of Financing Activities ）

　③投資活動計算書（Statement of lnvestment Activities）

　Heathの主張の特徴は，企業の支払能力の表示とすべての財政状態の変動の

表示というﾆ｡つの目的を一つの計算書で示すことはできないとし，これを三つ

の計算書に分割したことにある。しかし，これも一つの計算書を三つの計算書

に分割しただけのものであって，二つの資金計算書の目的を同時に達成しよう

としたのはＡＰＢ意見書第19号による財政状態変動表の目的観と変りはない。

　このように，財政状態変動表における目的観は，企業の支払能力の表示と，

すべての財政状態の変動の表示という二つの目的を同時に達成しようとしたも

のであった。
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第５節　キャッシュフロー計算書の目的観

　ＦΛＳＢは，ＳＦＡＣ第１号「企業による財務報告の目的」［FASB，

1978］において，財務諸表の体系を財務報告の目的との関連で展開している。

このなかで資金計算書の目的がどのように位置づけられているかを検討する必

要があろう。

　ＳＦＡＣ第１号は，財務報告の目的を階層的に形成する。

　まず，ＳＦＡＣ第１号は，財務報告の「一般目的」を次のように規定してぃ

る。

　　「財務報告は，現在および潜在的な投資家ならびに債権者，その他の利用者

が，合理的な投資，信用供与，ならびに類似の意思決定をするのに有川な情仰

を提供しなければならない。j（par.34）。

　次に，この財務報告の「一般目的」を達成するため，企業のキャッシュフロ

ーに関する情報が有用であるとの立場から「企業の将来のキャッシュフローの

予測の評価，すなわち将来の正味キャッシュフローの金額，時期，および不確

実性を評価するのに役立つ情報を提供しなければならない」（par.37）という

　「特定目的」を設定する。

　投資および信用供与の意思決定に有用な情報がキャッシュフロー予測の評価

に役立つ情報であるとすれば，次に，こうしたキャッシュフローの予測の評価

に役立つ情報には，どのようなものが必要であるかが問題となる。つまり，そ

れは，財務報告の目的のいっそうの特定化であり，上記の「特定目的」を達成

するための手段として位置づけられるものである。こうした目的を「手段的目

的」と呼べば，ＳＦＡＣ第１号は，手段的目的としての情報を「企業の経済資

源，これら資源に対する請求権，および資源ならびに資源への請求権を変化さ

せる取引，事象，その他の環境の影響に関する情報」（par.40）とする。

　さらに，その情報を構成する要素として，次の四つを示す［pars.4］-53），
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　①　企業の経済資源，負債，出資者持分に関する情報

　②　利益とその構成要素に関する情報

　③　流動性，支払能力，資金フロー（後者の二っは，ＳＦＡＣ第５りにおい

　　て，財務弾力性，キャッシュフローに改められる）に関する情報

　④　経営者の受託責任に関する情報

　このなかで資金計算書の目的は流動性あるいは支払能力分析との関連でとら

えられている。すなわち．ＳＦＡＣ第１号は，「一般に，企業の現金収支に関

する報告書は，一期間の企業業績を測定したり，良好なキャッシュフローを生

み出す能力を評価するには，利益情報ほど有用ではないが（pars.42-祁），

キャッシュフローなどの資金関連情報は，企業の営業活動を理解したり，財務

活動を検討したり，流動性あるいは支払能力を評価したり，提供された利益情

報を解釈するには有用であろう。」（par.49）と述べている。

　その後，1980年12月に発表された討議資料「資金フロー，流動性，および財

務弾力性の報告」［FASB，1980］においては，財務弾力性の概念が導入さ

れ，それが流動性とともにキャッシュフローその他資金フローに関する情報の

基礎とされるようになった。この討議資料は，その第２章で，資金フロー情報

が有用でありうる理由として，次の六つを挙げている（par.44）。

　①　直接的に将来のキヤッシュフローを把握するのに役立つ。

　②　利益と正味キャッシュフローとの関係を識別するのに役立つ。

　③　実際のキャッシュフローに関するフイードバックを提供する。

　④　利益の質に関する情報を提供する。

　⑤　財務諸表における情報の比較性を改善する。

　⑥　別の方法で企業の業績の評価を助ける。

　ここで重要なのは，ＳＦＡＣ第１吋において重視された，「企業の将来のキ

ャフシュフローを把握するのに役立つ」という場合，そこに流動性および財務

弾力性の概念が介在していることである。すなわち，この討議資料は，「流動
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性および財務弾力性に関する情報が将来のキャッシュフローを把握するのに必

要である」という立場を取っているのである。

　次に，1981年1!月発表された公開草案「企業の利益，キャッシュフロー，お

よび財政状態の報告」［FASB，1981］は，資金フローという用語に代わっ

てキャッシュフローを，また財政状態変動表という名称に代わってキャッシュ

フロー計算書を用いているが，そのなかで，キャッシュフロー計算書の目的に

ついて次のように述べている。

　「キャッシュフロー計算書は（関連する脚注および補足的情報とともに）－

期間の現金の流人と流出に関する情報を提供しなければならない。その情報は

将来のキャッシュフローの金額，時期。および不確実性を評価するのに有用で

ある。キャッシュフロー計算書は，また，①現金の種々の源泉と使途を区別す

ること，②利用者が以前に行ったキャッシュフローの予測を評価しうるように，

利用者にフィードバックを提供すること，③企業の流動性と財務弾力性を評価

するのに役立つ情報を提供することによって，財務報告の渚目的に貢献しなけ

ればならない。」（par.36）。

　ここで財務弾力性とは，「予期しない必要や機会に対応してキャッシュフロ

ーの金額および時期を変えるべく有効な行動を取る企業の能力のこと」（par.

25）と説明される。キャッシュフロー計算書が，このような財務弾力性の評価

に役立つということについて公開草案は次のように述べている。

　「キャッシュフロー計算書は損益計算書と貸借対照表とともに財務弾力性を

評価するのに有用な情報を提供する。たとえば，キャッシュフロー計算書は絆

常的活動からのキャッシュフローを報告することによってその目的を達成する，

また，過去のキャッシュフローに関する情報は，将来のキャッシュフローの予

測に有益であろうし，一般的に見て，営業活動からの将来の正味キャッシュフ

ローの金額が多ければ多いほど，その企業が営業状況の不利な変化に耐える能

力はより大きくなる。」（par.28）。
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　その後，1984年12jjに発表されたＳドＡＣ第５号「企業の財務報告における

認識と測定」［FΛS B， 1984］は，「財務報告の幅広い目的を満たすために

は，一企業実体の財政状態と財政状態の変化に関するいろいろな種類の情報を

提供する，いくつかの財務諸表の十分な相互関連のある体系が必要である］

（par.12）とし，次のような４つの完全な財務諸表の体系（fuH set of

financialstatements）を提唱する（par.13，pars.26-57）。

　①貸借対照表（Statement of Financial Position ）

　②損益計算書（Statement of Earnings and Comprehensive lncole）

　③　キャッシュフロー計算書（Statement of Cash Flows ）

　④　出資者持分変動計算書（Statement of lnvestments by and

　　　　　　　　　　　　　　Distributions to owners）

　これは，すでに述べたＳＦＡＣ第１呼における手段的目的の四つの構成要素

と関連する体系である。このことは，貸借対照表，損益計算書，キャッシュフ

ロー計算書，および出資者持分変動計算書が将来のキャッシュフローを予測す

るという財務報告の特定目的を達成するため，相互に補完関係を有する手段と

して，相互的に把握しなければならないことを意味する。

　さらに，ＳＦＡＣ第５りはキャッシュフロー計算書の目的について次のよう

に述べている。

　「キャッシュフロー計算書は，一期間の主要な源泉別に分類された企業の現

金収入と，主要な使途別に分類された企業の現金支出を，直接的にあるいは間

接的に示すものである。それは，負債を返済し，配当を支払い，営業能力を維

持あるいは拡大するために再投資すべき現金を営業活動を通じて生み出す企業

の活動に関して，負債および持分の双方にかかわる財務活動に関して，現金の

投資あるいは使用に関して，有用な情報を提供する。企業の当期の現金収入と

支順こ関する情報の重要な利用には，企業の流動性，財務弾力性，収益性およ

びリスクのような諸要素を評価するのに役立つことが含まれる。」（par.52）。
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　また，ＳＦＡＣ第５号は，キヤッシュフロー計算書は，損益計算書による利

益情報と牛ヤッシュフローとの関係を把握するのに役立つものであるとし，次

のように述べている。

　　「発生主義会計によって測定される稼得利益も包括的利益も，営業活動から

のキャッシュフローと同じではないので，キャッシュフロー計算書は稼得利益

あるいは包括的利益と現金収支との金額，原因，および時間的ズレに関する重

要な情報を提供する。利用者は通常，稼得利益あるいは包括的利益と関連する

キャッシュフローとの関係を評価するのに，当該情報を考慮する。」（par.53）o

　このように，ＦＡＳＢは，財務報告の主たる目的として，将来のキャッシュ

フローの予測を措定して，財務会計の概念的枠組みを形成し，損益計算書およ

び貸借対照表とともに，キャッシュフロー計算霞を主要な財務諸表の一つとし

て位置づけている。ここで，重要なのは，これら三つの財務諸表は，将来のキ

ャッシュフローの予測という目的を達成するための相互に補完関係のある手段

として，総合的に把握されていることである。キヤッシュフロー計算書は，こ

うした将来のキャッシュフローを予測するための一つの手段として考えられて

いるのである。

　このようなＦＡＳＢによる財務報告の目的と財務諸表の体系との関係を示す

と図４－１の通りである。

　以上の検討の結果，ＦＡＳＢは，1987年11月，ついにＳＦＡＳ第95り「キャ

ッシュフロー計算書」［FASB，1987］を発表することになるが，そこでは，

キャッシュフロー計算書の基本目的について次のように述べている。

　　「キャッシュフロー計算書の基本目的は，一会計期間の現金の収入および加

金支出に関する情報を提供することである。」（par.4）。

　また，ＳＦＡＳ第95号は，「キャッシュフロー計算書に提供される情報は，

その他の財務諸表における情報と組み合わせて利用するならば，投資家，債権

者その他の利用者が次のことを評価するのに役立つ」（par.5）とし，外部才･」
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用者の利用目的を明確にしている。

　①　より多くの将来の正味キャッシュフローを生み出す企業の能力。

　②　企業の債務返済能力，配当支払能力および外部資金調達能力。

　③　純利益とそれに関連する現金収入および現金支出との間に生じる差異の

　　原因。

　④　当該期間の現金投資取引と現金財務取引および非現全投資取引と非現余

　　財務取引が企業の財政状態に及ぼす影響。

　ＳＦＡＳ第95号は，このようなキャッシュフロー計算書の基本目的と利用目

的を提示しながら，「これら目的を達成するためには，一会計期間の現金の影

響を営業活動，投資活動および財務活動に分類して報告しなければならない」

　（par.6）という作成目的をも明確にしている。

　このように，キャッシュフロー計算書における目的観は，財務報告の全体の

目的との関連で説明されている。すなわち，財務報告の主たる目的である「将

来のキャッシュフローの予測」に役立つ情報を提供するため，貸借対照表およ

び損益計算書とともにキャッシュフロー計算書に関する情報が必要であるとぃ

うことである。

第６節　要約

　以上，資金計算書の目的観を，米国の文献を手掛かりに発展史的に整理して

みたが，その目的は時代によって異なった側面が強調されている。初期の目的

観は流動性ないし支払能力の重視，発展期の目的観はすべての財政状態の変化

の重視，財政状態変動表における目的観は流動性ないし支払能力およびすべて

の財政状態の変化の両方を重視したものであった。

　しかし，染谷恭次郎博士の指摘のごとく，いまそれを一つに特定することは

できないと思われる。ただ，資金計算書の目的を，キヤッシュフロー計算書に
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おける目的観のように，財務報告の全体の体系のなかでとらえることは可能で

あると思われる。すなわち，ＦＡＳＢによる財務報告の概念フレームワークの

展開のように，財務報告の一般目的を「利用者の経済的意思決定に役立つ情報

の提供」と規定し，この一般目的の下位目的として「企業の将来のキャツシュ

フローの予測に役立つ情報の提供」という特定目的を設定することができる。

このような財務報告全体の目的を達成するため，貸借対照表および損益計算書

とともにキャッシュフロー計算書に関する情報が必要になると解釈できるので

ある。

　換言すれば，財務報告の特定目的として設定されている「企業の将来のキャ

ッシュフローの予測に役立つ情報の提供」は，従来の財政状態変動表によって

は達成できず，キャッシュフロー計算書によって達成できるというのが，近年

のＦＡＳＢの立場である。

　このように考えると，資金計算書の目的観は，初期の目的観に戻っているこ

とが確認される。というのは，企業の流動性ないし支払能力の判断には，キャ

ッシュフローに関する情報がその基本となるものであるからである。また，

「勘定あって銭足りず」というのも，キャッシュフローによって判断されるも

のであるからである。

　このキャッシュフ。－の重視というのは，今日においてのみ認識されている

ものではなく，会計が初まった頃から認識されていたものである。資金計算書

における資金の概念が現金概念の重視に戻ろうとすることと同様に，資金計算

游の目的観が流動性ないし支払能力の重視に戻るというのも当然のことではな

いだろうか。
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　資金概念の定義は資金計算書の基礎となる問題であり，どのような資金概念

を川いるかによって，資金計算書の性質および計算表示の内容が異なってくる。

この資金概念の問題は，Heath　目978♭］も指摘しているように，たしかに，

今日，会計で用いられている概念のうち，もっとも抽象的でとらえ難い概念で

あるといえよう。こうした資金概念に関する問題は，これまでの資金計算書に

関する多くの文献のなかでもふれなかったものはないほど重視されてきたテー

マであるが，しかし，それを一つに統一させようとする論拠がはっきりされて

いるのは数少ない。

　これまで，資金計算書における資金概念として，（1）現金，（2）正味当座資

産･（3）正味貨幣資産，（4）正味運転資本，（5）総財務資源などの様々な概念

があると論じられているが，アメリカにおける資金計算書の実務のなかで特に

多く用いられてきたのは（1）,（/1）,（5）の資金概念であり，最近のＦＡＳＢのＳ

ＦＡＳ第95号「キヤッシュフロー計算書」［FASB，1987］は，（4）と（5）

の概念，特に（4）の概念を放棄し，（1）の概念（現金および現金等価4必にも

とづくものとなっている。しかしながら，ＳＦＡＳ第95号は，公式な見解とし

て初めて資金概念の問題を統一したものではあるが，必ずしも（1）の資金概念
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に対する論拠が|り1らかにされているわけではない．

　もしも．多様な資金概念の存在が認められ，その選択適用も認められるな６

ば．それは．現在一般に行われている棚卸資産の評価．減価償却費の趾算－こ

おける会計変更と同様に解釈されるべきであろうか．この会計変更（継続性）

の問題について企業会計原則注解［注３１では次のように述べられている．

「企業会計上継続性が問題とされるのは，一つの会計事実について二つ汲11の

会計処理の原則又は手続の選択適用が認められている場合である．このような

場合に，企業が選択した会計処理の原則及び手続を毎期継続して適用しないと

きは．同一の会計事実について異なる利益額が算出されることになり，…….．

　もっとも，この企業会計原則注解は，発生主義にもとづくものであり，財麹

報告の目的が利益計算であるということはあるけれども，こうした会計変更に

関する問題を資金計算に適用した場合は，資金概念の多様性による変更によっ

て．同一の会計事実についての異なる資金額が算出されるのではなく．まった

く異なる会計事実についての会計変更となり，それは，会計変更というよりむ

しろ計算目的それ自体の相違になるのである．したがって，資金計算書におけ

る資金概念の多様性を認めることは，上述の（1）から（5）までの資金概念の各

領域を認めることになり．現在行われている会計変更と同様に変更すること11

許されないのである．

　要するに，資金概念の多様性およびその選択適用は，会計変更により認めら

れるものではなく，各資金概念ごとの別の計算領域の存在を認めることにより

可能になるものである．したがって．資金概念の多様性が認められると，他の

資金概念への変更はできず．企業間の比較がほとんど不可能になるのである，

この資金概念の多様ﾔIEの問題は．資金会計における最大の難点であり，情報利

用者を混乱させる原因になりかねないものである．また．資金概念の多様性を

認めることは，実務上・制度上の導入においても混乱を生じさせる原因となり，

他の概念に比べて欠点の少ないまたはl,っとも適切な概念があるとすれば．そ
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れに統一させる必要があると坦うのである。

　この章では，資金概念の統一に焦点を合せながら，特にアメリカにおける資

金計算書の資金の概念として，これまで多く用いられてきた運転資本資金概念

と，これからそれに代ってしまった現金資金概念の問題についての文献を手掛

かりに，資金計算書における資金概念として何か適切であるかを明らかにする。

第２節　資金概念の歴史的変遷

　Rosen＆DeCoster［1969，pp.125-126］は，資金計算書についての最初の詳

細な議論であると知られているCole［1908］のWhere got， Where gone表以

前に，アメリカにおける鉄道会社の実務のなかで用いられてきた資金の概念に

っいて，最初は現金の変化を示すもの（1862）として始まり，次に貸借対照表項

目のすべての変化を示すもの（1893）があり，その後のUnited States Steel

Corporationおよびその子会社は流動資産の変化を示し（1902），1903年になっ

ては運転資本の変化を示していると述べている。このように，資金計算書にお

ける資金概念は，最初から，現金，流動資産，運転資本，総財務資源等の概念

が用いられるようになり，資金概念定義の難しさを物語っている。

　その後のColeのWhere got， Where gone表は，比較貸借対照表の分析手段

として用いられ，そのなかでColeは「資金」という用語は使用せず，「ある

もの（something）」としているが，それは貸借対照表項目の期首と期末の間の

変化を説明するものとして解される。

　これに対して，資金計算書発展の原動力となったFinney［192!］により，

COleの「あるもの（solething）」が「資金」と呼ばれ，Finney自身はその概念

を特定しなかったけれども，彼が示した資金運用表と運転資本及び繰延費用明

細表から，運転資本概念にもとづくものであることが推測できる。

　Firlrley以来，運転資本概念はそのまま1950年代まで正当な概念として用いら
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れるようになり，当時の会計教科書においてはほとんどすべてが運転資本概念

の資金計算書を用いることになった。このように運転資本概念は，実務上およ

び会計教科書においてそのまま正当性が認められたため，その当否については

ほとんど議論されることなく用いられてきた。しかしながら，1950年代および

1960年代における資金計算書の理論上および実務上の発展につれて，資金の概

念をめぐる問題は当時の最大の論争点になり，それは，運転資本概念より狭ぃ

資金概念の主張と，運転資本その他の狭い資金概念では説明できない非資金取

引をも含む広義の資金概念の主張の二つの見解に大別されうるというのはすで

に述べた通りである。

　前者は，資金の概念としての運転資本はあまりにも広いプールであるとし，

これより狭い資金概念を主張する見解であり，たとえば，loonitz　目956，p.

379］は，棚卸資産を資金概念から除外した正味貨幣性資産（Net lonetary

Assets）を主張し，「現金と銀行預金，市場性ある有価証券，および短期の受

取勘定から，近い将来当座資産によって支払われる流動負債を控除したもの」

として資金概念を定義している。また，Anton［1962，p.37］は，それより挟

い貨幣資源の概念を主張し，「通常の営業活動において必要に応じて自由に11」

用できる現金あるいは現金を受け取ることを約束した証券」として定義してぃ

る。これより狭い現金概念に限定した資金概念の主張者はScoviH［19441，

Day［1951］であり，ScoviH［1944，p.21］は次のように述べている。

　　「資金運用表が最善の目的に役立つとすれば，「資金」という言葉は実務と

　「現金」と同義語に用いられるべきである。実務上，われわれは資金運用表が

現金収支計算書ほどの正確性をもつ必要はないと考えている。」

　しかし，この狭い資金概念の主張者は限られており，それ以上の実務上｡の発

展はなかったのである。

　これに対して後者は，運転資本とか現金概念のような資金のプール概念では

説明できない取引，すなわち転換社債の株式への転換，優先株式の普通株式へ
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の転換，長期負債または担保提供による固定資産の取得，土地の寄附，株式配

当等，いわゆる非資金取引をも資金計算書に含めるべきであるという，総財務

資源の資金概念を主張する見解である。すでに述べたように，その代表者は，

Binkley［19491，Goldberg目9511，Edwards［19521，Corbin［196目等

である。この総財務資源の資金概念は，hson［!961］により発展され，その

後のアメリカにおける資金計算書開示の公式的見解であった，ＡＰＢ意見書第

3号「資金の源泉と運用に関する計算書」［ΛICPΛ，1963］と同第19号

「財政状態変動の報告」［ＡＩＣＰＡ，１９７１］に引継がれる。

　しかしながら，ΛＰＢ意見書第19号の財政状態変動表が発表されて以来，そ

の目的の不明確さ，達成不可能との批判とともに，資金の概念として基本的に

は総財務資源にしながらも現金あるいは運転資本概念の選択適用を認め，その

性格を曖昧なものにしてしまったという批判が生じ［Heath，1978b］，総財務

資源の資金概念はその妥当性を失うことになる。その後，ＡＰＢに代ったＦＡ

ＳＢにより，運転資本概念も放棄され，現金概念にもとづく上述のＳＦＡＳ第

95号「キャッシュフｕ一計算書」が発表されるようになったのである。

　アメリカにおける1970年代以降の会計学に関する文献のなかには，会計情報

と証券価格との関連を分析するいわゆる実証分析のほうが多く，このような資

金計算書に関する理論的研究は数少ないけれども，たしかに，運転資本概念の

資金計算書を主張する文献はほとんどなく，キャッシュフローに関する情報を

重視する文献が多くなってきた。そのなかでは，イギリスの学者が多く，その

代表者には，Lawson　［19711，Lee［!9721，Climo［1976］等があり，アメ

リカでは，Giese＆Klauer［19741，1jiri　□9781，Ueath［!9781，

Tho駝s［1982］等がある。

　このように，資金計算書における資金概念の発展過程のなかで，特に多く用

いられまたは重視されてきたのは現金概念と運転資本概念であり，これからは

このニつの資金概念を中心に分析することにする。また，この発展過程のなか
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で特に注目されるのは，Cole以前の資金計算書の実務のなかで最初川いられた

のは現金概念であり，それ以後]_世紀あまりの論争のうえ現金概念に戻ろうと

する事実である。

第３節　運転資本概念の検討

　（1）運転資本固有の問題

　運転資本概念については，普通，広義と狭義の二とおりの意味が考えられて

いる。まず広義においては，流動資産の額または流動資産に投下される（また

は投下されている）資本を運転資本という。この意味の運転資本をとくに総運

転資本（GrossWorking Capita1）という。つぎに狭義においては，流動資産の

額から流動負債の額を差引いた残りを運転資本という。この意味の運転資本を

普通，正味運転資本（Net Working Capita1）という。

　運転資本の意味はこのように考えられているが，前者における運転資本のな

かには。たとえば手形債権については，製品または商品の販売によって生じる

手形債権と固定資産の売却によって生じる手形債権があり，また貯蔵品にっぃ

ても，費用として処理されてゆく貯蔵品と固定資産に振替えられてゆく貯蔵品

　（いわば建設関係の貯蔵品）があるというように，性質の異なるものが入って

いるから，運転資本という場合の運転とは一体なにを意味するかということの

説明がつかなくなってくる。このように運転資本が性質の異なる要素の混在し

たプール概念であるということは，資金概念としての問題にもかかわる運転資

本囚有の問題の一つになる。

　後者の流動資産と流動負債の差額としての正味運転資本概念が用いられたの

は，この正味運転資本が短期の支払能力，すなわち流動負債を流動資産で返済

する企業の能力の尺度であると考えられたからである。このように考えると･

流動負債の支払にあてるために，その額に相当する流動資産を用意しておく必
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要があるが，実際上それは不可能であるし，また流動資産よりも流動負債のほ

うが多くなって，いわゆる正味運転資本がマイナスになる場合は，本当に運転

資本として使える資本がマイナスということになって，その説明かつかなくな

ってくるのである。

　この支払能力尺度としての運転資本概念は，別の角度から考えると次のよう

な問題が生じる。

　最初運転資本概念が発展してきたのは，運転資本は清算のとき負債を返済す

る企業の能力（支払能力）の尺度としてみなされたからである。当時の債権者

の主な関心は，流動資産が清算のとき即時に負債を返済するため利用できるか

否かであった。しかしながら，継続企業（going concern）概念の導入ととも

に，支払能力の尺度が清算の観点から正常営業循環の観点に移行され，運転資

本は，流動負債を営業活動から得られた資金で支払う企業の能力の尺度として

用いられることになる。このことから，ＡＩＣＰＡの会計研究公報

（Accounting Research Bulletin）第43禄は，運転資本を「会社の正常の営業

循環期間内に負債を返済するためのマージンまたはバッファー」として特徴づ

けている［AICPA，1953，p.20］。

　このように，正常営業循環の観点から，支払能力の尺度としての運転資本を

解釈するならば，運転資本概念には次のような問題が生じる。

　第１に，正常営業循環期間は企業によって異なり，ある企業における現在の

債務を返済するための７－ジンまたはバッファーは，他の企業のそれとは比較

できなくなる。たとえば，醸造業の場合の流動資産には多年間保有されている

在庫品が含まれているが，小売業の場合の流動資産には１年何回も回転する在

維品が含まれている。したがって，財務諸表の利用者は，様々な企業における

運転資本の分析において，異なる基準を利用しなければならない。こうした問

題は･運転資本の分析を資金フローの観点から考えても同様に生じるだろう。

　第２に，現在流動資産として分類されている項目のなかには固定的性質をも
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つものがあるということである。継続企業（going concern ）の観点からみる

と，受取勘定と棚卸資産は，１年何回回転するとしても，現在の棚卸資産ｶ禰

売され受取勘定として回収されるにつれて，その棚卸資産は他の棚卸資産に淑

り替えられるという面で，固定的性質をもつ。このように，継続企業において

は，流動資産のなかには最小限の固定的受取勘定と棚卸資産が示されているの

である。また，受取勘定はつねに支払勘定に取り替えられるので，流動負債の

なかにも最小限の囚定的支払勘定が示されている。この意味で，正常営業循環

期間内に流動負債を返済するためのマージンまたはバッファーとしての運転資

本の尺度は妥当でないのである。換言すれば，流動資産から利川できる資源の

額と，流動負債を返済するために要求される資源の額との間の相違が生じ，流

動資産から流動負債を控除したものとしての運転資本はこのマージンまたはバ

ッファーを意味するものではないのである。

　第３に，運転資本概念には前払費用が含まれており，この前払費用の性質か

ら生じる問題である。前払費川というのは，継続的にサービスの提供を受ける

契約に対して支出した金額のうち，会計期末までにいまだ提供を受けていなぃ

サービスに対する部分である。つまり，保険料・家賃・支払利息などを支払っ

たとき，その支出金額のうち，次期以降の会計期間にわたる部分が，前払費用

である。このように，前払費用は，それ自体他に譲渡できる財産ではなく，夕

期以降の費用であるにすぎない。運転資本概念のなかには，この前払費川ｶ恰

まれており，したがって，負債を返済するためのマージンまたはバッファーの

尺度としての役割を果たさなくなるのである。

　このように，運転資本概念は，その性質からくる固有の問題点を内包してぃ

るのである。
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　（2）資金概念としての運転資本の問題

　運転資本概念の資金計算書がFinney以来正当な概念として会計教科書および

実務のなかで広く用いられるようになったのは，すでに述べたとおりであるが，

では何故最初から運転資本概念が広く用いられるようになったのか。これにつ

いてはニつの見解が考えられる。

　一つは，運転資本概念の資金計算書は復会計制の所産であるという見解であ

る。複会計制における資本勘定の残高は運転資本であり，これが一般貸借対照

表に振替えられ，その一項目として記載されていることを資金計算書に適用す

れば，資本勘定は運転資金計算書に，一般貸借対照表は運転資本増減明細表に

発展していったと解釈できるのである。

　もう一つは，資金計算書が始まった頃には，支払能力の尺度としての役割を

果す手段がなかったという見解である。これについて，neath［1978♭，p.115

訳書，pp.144月45］は次のように述べている。

　「資金計算書は1950年代および1960年代になって広く実務において採用され

るようになったが，それ以前には何らかの尺度で会社の債務返済能力の変動を

とらえようとする計算書は，財務諸表の利用者にとって一般に利用できなかっ

た。したがって，少なくとも当初は。多くのアナリストが新しく利用できるよ

うになった資金計算書の厳密な形式については，あまり批判的でなかったとし

ても驚くにあたらない。彼らにとって重要な点は，会計士が貸借対照表や損益

計覚書において見出だすことができない情報を報告する何らかの計算書が必要

であることを最終的に認めたことであり，またアナリストはおそらく，どのよ

うな形式の資金計算書でも支持したであろう。……しかしながら，運転資本ま

たはその他の広義の資金概念にもとづく資金計算書と，キャッシュフロー計算

書または現金収支計算書との区別がはっきり認識されるようになってからは，

利用者はほとんど例外なく運転資本フローより明らかにキャッシュフローにも

とづく計算書を好んで選択するようになった。」
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　また，財務管理者のキャッシュフロー情報に対する態度を実地調査したアメ

リカ会計協会（htional Association of Accountants ，NAA）の調査幄告

書（Research Report ）第38号「経営管理のためのキャッシュフロー分析」

　［NΛA.1961，p.58］のなかには，面接調査対象となった財務管理者の，運

転資本にもとづく資金計算書についての次のような興味深い論評が含まれてぃ

る。

　　「運転資金計算書は，少なくとも25年間，最高経営者に提供される財務諸表

のなかに含まれてきた。運転資金運用表を人手する最高経営者はその表を非常

によく理解しているが，彼らがどの程度利用していたかは疑問である。おそら

く，彼らはそれをほとんど利川していないのではないか。」

　このように，運転資本概念は，最初から資金計算書における資金概念として

深く検討されてから導入されたわけではなく，実務上の便宜により導入された

ともいえるだろう。

　では，このように発展してきた，流動資産から流動負債を控除したものとし

ての運転資本のプールの変動を表す運転資金計算書にはどのような問顛がある

のか。

　第１に，運転資本は，現金，受取勘定，棚卸資産，支払勘定等の性質の界な

る要素の混在したプール概念であるということである。運転資本のプール概念

は，多くの人々に，とくにしろうとにとって理解しにくい概念であり，流動資

産から流動負債を控除したプールは，本質的に異なる項目の結合であり，それ

はしばしば明確な資金フローがなくても変化するのである。

　第２に，すでに述べたように，運転資本は支払能力分析の指標として用いり

れてきたが，その役割が果たされなくなったということである。というのは･

支払能力の観点からは，流動項目相互間の変動が重視されるべきであるが，運

転資本概念による資金計算書にはこうした流動項目相互間の変動は無視され，

非流動項目と流動項目との間の変動に重点が置かれるからである。この流動項
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目相互間の変動は，インフレーションの状況下ではとくにｍ視されるべきであ

り，黒字倒産というのもこの流動項目の管理不十分から生じるのである。

　第３に，運転資本概念は，減価償却と資金との関係をめぐる多くの誤解を招

きやすいのである。Paton［1963，pp.244-5］は，キャッシュフロー測定にお

ける誤りを減価償却との関連で説明され，次のように述べられている。

　「損益計算書における減価償却費の控除は現金費用ではない。･････4減価償却

の対象となる資産は，建設または購入により取得され，いずれ実際の現金の支

出が要求される。そして，一定期間の減価償却費用は，営業活動に川いられる

建物や機械装置を取得するために行った支出を意味する。……当期の減価償却

費に反映される現金支出は，一部はすでに行われており，一部は将来に行われ

るが，それは建物や機械装置に特有のものではなく，発生費用と現金支出との

関係を表すものである。」

　このように述べた後，Patonは，減価償却費をすべての発生費用と同様，現

金の源泉であるということを否定し，純利益と減価償却費の総額は営業活動か

ら生み出された現金の尺度として誤りであることを指摘されている。

　これは，減価償却費自体の資金としての認識問題でもあるが，このような誤

りは，当時の資金概念としては運転資本が一般的であると考えられ，また，営

業活動から得られた運転資本計算において間接法が用いられることにより，当

期純利益と減価償却費の総額が営業活動から得られた運転資本と一致するとの

認識があったからであ乞1

　こうした減価償却費と資金との関係について，Zannetos［1962］は，資金の

概念を現金および現金等価物にすべきであるとし，運転資本概念を否定しなが

ら･次のことを例証している。すなわち，製造業における棚卸資産の評価に全

郎原価計算が用いられるとき，資金が運転資本として定義された場合は，減価

償却費は販売時点ではなく，製造の時点で資金を生み出すが，資金が現金とし

て定義された場合は，どの時点でも資金を生み出さないということである。
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　したがって，Patonの主張のごとく，減価償却費と資金との間に何の関わり

がないとすれば，運転資本概念は減価償却と資金との間の関係をめぐる多くの

誤解を生じさせる原因となり，こうした誤解を除去するためには，Zannetosの

例証のごとく，現金概念を用いるべきであると思われる。

第４節　現金概念主張の論点

　（1）将来のキャッシュフローの予測（ＦＡＳＢの見解）

　1973年，Trueblood氏を委員長とするＡＪＣＰΛの財務報告に関するスタデ

ィ・グループの報告書「財務諸表の目的」［ＡＩＣＰＡ，１９７３］により，キャ

ッシュフロー情報が財務報告の主要な目的の一つとして認識されて以来，ＡＰ

Ｂに代ったＦΛＳＢは，将来のキャッシュフローの１測に役立つ情報を提供す

ることを財務報告の中心的目的として位置づけた。第４章で述べたように，Ｆ

ＡＳＢは，1978年11月ＳＦＡＣ第1号「企業による財務報告の目的」［FAS

B，1978］を発表し，そのなかで，「財務報告は，投資家，債権者その他の情

報利用者が，当該企業の将来の正味キャッシュフローの金額，時期およびその

不確実性を評価するのに役立つ情報を提供しなければならない」（par.37）と，

財務報告の目的を将来のキャッシュフローの予測の評価に役立つ情報の提供で

あると規定している。この財務報告の目的を達成するため，1984年12月に発表

されたＳＦＡＣ第5号「企業の財務諸表における認識と測定」［FΛS B，

1984］では。完全な財務諸表の体系（fuH set of financial statesent ）の

一部としてキャッシュフロー計算書が必要であるとしているのである。

　このような財務報告の目的の観点から，1987年11月発表されたＳＦＡＳ第95

号では，「キャッシュフロー計算書は，投資家。債権者その他の情報利川者が

将来のキャッシュフローを予測するのに役立ち，実際のキヤッシュフローiゴ

するフィードバックを提供し，配当および投資のための現金の利用可能性を評
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価し，成長のため内部資源から資金を調達する企業の能力を評価し，純利益と

正味キャッシュフローとの間の相違の原因を明らかにするのに役立つ」（par.

49）と結論している。

　このように，ＦΛＳＢは，将来のキャッシュフローの予測に役立つ情報を提

供するという観点から，運転資本その他の概念にもとづく資金計算書ではなく，

現金概念にもとづく資金計算書としてのキャッシュフロー計算書が必要である

としている。

　(2)利益とキヤッシュフローとの関係の説明

　企業活動がますます複雑となり，また利益の測定が改善されることにより，

会社の報告利益と営業活動から得られるキャッシュフロー額との間には，その

時間的ズレから生じる不一致が大きくなってくる。その結果，ある年度には純

利益が営業活動から得られるキャッシュフロー額を大きく上回ることもあり，

またある年度にはその逆がおこることもある。また，急激なインフレーション

の期間には，営業活動から得られるキャッシュフロー額は，ふつう，報告利益

ょり少ない。それは，より高い価格で棚卸資産を補充するためにより多くの現

金が必要となるし，販売価格の上昇の結果，受取勘定の金額も増大するからで

ある。こうした状況のもとでは，利益情報とキャッシュフロー情報との間のギ

ャップを説明する手段，すなわち，現金の動きを説明するものの必要性が高ま

゛)でくるのである。

　このように，報告利益と営業活動から得られるキャッシュフロー額との不一

致が大きくなるにつれて，運転資本概念にもとづく資金計算書は，むしろ利益

情報と同様に発生主義にもとづくものであり，また流動項目相互間の変動は無

視され，一括して運転資本として取り扱われるため，その不一致の説明には役

立だなくなるのである。

　たとえ運転資本の一部が処分可能な現金を提供する潜在性をもつとしても，
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受取勘定と棚卸資産を現金に転換させるためには時間が要求される。つまり，

運転資本フローを営業活動からのキャッシュフローに転換させることは，時間

を費やすプロセスであり，報告利益と営業活動からのキャッシュフロー額との

間のギャップと同様，営業活動からの運転資本と営業活動からのキャッシュフ

ロー額との間にも不一致が生じるのである。同様のことが現金以外の資金概念

にもいえるだろう。したがって，現金以外の資金概念にもとづく資金計算書は

このようなギャップを埋める手段として適切ではなく，現金概念にもとづく資

金計算書により，その役割を果すことが可能になるのである。

　（3）恣意性介入の問題

　これまで多くの学者が歴史的原価会計システムの妥当性について挑戦してき

た（Chalbers［19661，Edwards＆BeH［19611，Lawson［19711，Lee［19721，

Revsine［19731，Sterling［19701，Tholas［!969,1974,1975D 。

　彼らの挑戦の原因の一つとして，歴史的原価会計システムにおける費用配分

の恣意性問題を挙げることができる。そのなかでThomas［1975b，p.66］は，

歴史的原価会計システムにおける配分は検証または論駁がほとんど不可能なも

のであり，会計におけるすべての配分は必然的に恣意的判断を伴うと結論し，

費用配分廃止を主張している。

　Tholasのような極端な発生主義会計システムの批判論ではないけれども，費

用配分における恣意性介入の問題を避ける一方法として，判断の余地が少なぃ

キャッシュフローに関する情報が要求されるのである。

　資金計算書における現金以外の資金概念は，このような費用配分における恣

意性介入の問題を避けることができない。たとえば，運転資本概念のもとでは。

減価償却費計算における恣意性介入の問題を避けることはできるが，棚卸彭F

等の流動資産評価における恣意性介入の問題を避けることはできない。といっ

のは，運転資木概念のもとでは，流動項目相互間の取引は除外され，とくに恣
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意性介入の余地が多い棚卸資産項目の増減は無視されるからである。もし棚卸

資産の評価方法として後入先出法が用いられたとすれば，その棚卸資産の在庫

水準が安定していないときは，それは他の財務諸表と同様，運転資本概念にも

とづく資金計算書にもゆがみをもち込むことになる。流動資産における仙の評

価方法においても同じことが生じるだろう。現金概念にもとづく資金計算書に

おいては，これらのゆがみが生じないか，あるいは。生じたとしてもその原因

分析は容易である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　このことは，Staubus　目966，pp.405-6］による各代替的資産フロー概念の

長所と短所の要約説明によく表れている。彼によると，「利益の代りに流動

（運転資本）フローを用いることにより減価償却等の測定問題が避けられ，流

動（運転資本）フローの代りに当座（当座資産）フローを用いることにより棚

卸資産，前払費用等の評価問題が避けられ，当座（当座資産）フローの代りに

キャッシュフｏ一を用いることにより受取勘定の評価問題が避けられる」とし

ている。したがって，キャッシュフロー概念を用いることにより，すべての評

価問題が避けられ，とくに流動（運転資本）フローの代りにキャッシュフロー

を用いることにより，棚卸資産，前払費用，受取勘定等の流動資産評価におけ

る評価問題を避けることができるのである。

　（4）財務諸表相互関連性一教育目的

　染谷恭次郎目961.4J博士は，企業会計の対象は企業における「もの」の流

れとFかね」の流れの両者でなければならないと考えられ，（!）「もの」の流

れを測定する損益会計と，（2）「かね」の流れを測定する資金会計と，そして，

（3）それぞれの会計における残高と，「もの」の流れと「かね」の流れの期間

的なずれから生ずる諸項目とを収容し，かかる残高に対する持分を明らかにす

る貸借対照表という３つの計算領域の存在を明らかにされ，このような３つの

計算領域の存在を認めるならば，損益計算書，収支計算書，貸借対照表の３つ
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をもって企業の財務諸表が構成されなければならないと主張されている。

　このことは，染谷恭次郎博士による３つの計算領域の存在の認識には及ばな

いけれども，hnn［1984］が例示している精算表によれば，その意義はもっと

明らかにされる。lannは，期首貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計

算書，および期末貸借対照表を並列的に示す精算表を例示し，それは財務諸表

相互間の理解に役立ち，教育目的上にも有川であるとしている。彼が例示して

いる精算表は表５－！のとおりである。

　この精算表はキャッシュフローに関する諸項目が追加されている以外は通常

の精算表と変わるとこるはなく，これの追加により，財務諸表相互間の関連が

よく理解され，収支計算領域が損益計算および財産計算領域と鼎立するかたち

で存在することが確認されるのである。このような収支計算領域の存在ととも

に，キヤッシュフロー計算書の貸借対照表，損益計算書と並ぶ基本財務諸表と

しての存在を認めるならば，それは，運転資本その他現金以外の資金概念では

作成できず，現金概念によってその役割を果たすことが可能になるのである。

また，ここで示されているキヤッシュフロー計算書は，営業活動からのキャッ

シュフロー計算を直接法によって示したものであり，この直接法と現金概念に

もとづくキャッシュフロー計算書により財務諸表の相互関連性の説明が可能に

なり，教育上の目的にも役立つだろう。
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第５節　要約

第５章　資金概念の問題

　財務諸表は不特定多数の人々に伝達されるもの(One一一to-Many Comluni。tion)

であり，その川語，様式が重要なものであることはいうまでもない。そのため，

財務諸表は利用者にとって客観的で理解しやすいものでなければならない。こ

の点，アメリカその他の国々において基本財務諸表の一一つとして位置づけられ

ている資金計算書においても同様である。

　しかしながら，資金計算書における資金概念の定義には，これまでかなりの

相違があり，未だ統一された概念は確立されていない。その原因は種々の資金

概念の存在にあり，それを認める限り資金概念定義の混乱は統くだろう。この

ように種々の資金概念の存在を認め，資金を現金，運転資本その他の様々な概

念としてとらえることは，資金の利用目的または資金の管理目的からみた区別

にすぎず。資金計算書を貸借対照表，損益計算書と並ぶ基本財務諸表としてと

らえ，不特定多数の人々に客観的情報を提供するためには統一された概念にも

とづく資金計算書の体系が必要になると患われる。

　すでに述べたように，資金計算書の制度がもっとも発達していたアメリカに

おいても，その制度面の導入または実務上において種々の資金概念を認めるの

ではなく，現金か運転資本の概念が用いられるようになり，近年になって，Ｆ

ＡＳＢにより現金概念に統一されるようになっている。この際，ＦＡＳＢは･

運転資本から現金概念への移行を財務報告の目的の観点からとらえており，資

金計算書の目的や表示問題の観点からの論拠は物足りない。

　そこで，この章では，ＦＡＳＢの不足点を補足するとともに，現金概念主張
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　これまでの文献のなかで，現金概念に対する欠点としていわれているのは，

それが狭すぎるとか経営者が期末に操作しやすいということであった。しかし，

現金概念が狭いというだけでは欠点にはならず，現金以外の資金概念が広いと

ぃうことからそれがよいとはいえないだろう。また，経営者による操作を受け

やすいという批判は，現金がどこから生じ，どこに使われたかに注意を払わず，

現金収支の総額だけを考えることから生じる誤った批判である。このような批

判以外は，現金概念の資金概念としての意見の相違はほとんどなく，すでに述

べた利点をもつものとして，また財務諸表利用者の情報要求に適合し，理解し

やすく，客観的に測定可能なものとして理解されているのである。

　また，現金概念はすべての異なる資金概念の出発点であり，現金概念にもと

づぃて資金計算書を作成すれば，運転資本その他の資金概念にもとづく資金計

算書を作成する必要はなくなる。ただし，その逆はありえない。これまでの文

献のなかでも，資金と現金（または金銭）が混同されて使用されることが多く，

一般の人々のなかでも資金という用語は現金と同様に理解されているように想

われる。

　以上の観点から，基本財務諸表の一つとしての資金計算書では，その基礎と

なる資金概念を統一する必要があり，それは現金概念にもとづくものでなけれ

ばならないと思われる。

[注]

の論点をとくに財務報告の客観性の観点から把握し，その利点を述べたもので　（ｌ）ＳＦＡＳ第95号のキャッシュフロー計算書は現金および現金等価物の資金

ある。そのなかでも，現金概念にもとづく資金計算書が財務諸表の相互関連ﾔt　　　概念にもとづくものであるが，資金計算書における資金概念として，現金等

を理解さ廿るのに役立つという点は，資金計算書の基本財務諸表としての地位　　　価物の概念をどこまで認めるかの問題はあるものの，現金概念と区別して現

を裏付けるだろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金等価物の一つの資金概念を認識する必要はなく，現金概念に含めて解釈し
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　たほうがよいと思い，この啄でいう（1）の現金概念は現金等価物をも含めて

　用いることにする。

（2）復会計制の詳細については次の文献を参照されたい。染谷恭次郎「復会計

　制と資金計算書」「「芦稲田商学」第314 ・315 合併号（1986.2）。

（3）直接法と間接法との不一致の問題については第６章で詳しく検討する。

（4）Staubus［1966，p.402jは，各代替的資産フローとして，利益（earnings），

　流動（working）フロー，当座（quick）フロー，キャッシュフローの四つの概

　念があるとし，それぞれの計算書を例示している。また，利益は営業活動か

　ら得られた純資産の変化，流動フローは営業活動における正味流動資産また

　は運転資本の変化，当座フローは営業活動における正味貨幣資産または正味

　当座資産の変化，キャッシュフローは営業活動における現金の変化として定

　義している。

（5）佐藤倫正［1988，pp.35-37］教授はこの精算表を財務諸表の「連携確認表|

　と呼んでいる。
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第６章　資金計算書の表示形式の問題

第１節　報告形式

　資金計算書が損益計算書，貸借対照表と並ぶ基本的な財務諸表の一つとして

位ほづけられるためには，資金概念の統一とともに，その表示形式の統一も必

要である。しかし，ＡＰＢ意見書第19りによれば，財政状態変動表の形式・内

容・用語についてそれぞれの環境における目的に適合するよう弾力的に用いる

ことを認め，多様な表示形式を容認している。この点は，1987年発表されたＳ

ＦＡＳ第95号のキャッシュフロー計算書においても同様である。

　資金計算書の表示形式に関連する問題として，報告形式，区分表示，営業活

動から得られた資金の表示，および非資金取引の表示問題がある。この章では，

このような資金計算書の多様な表示形式とその統一的適用について検討するが，

そのなかでも，企業にとって最も重要な関心事の一つである「営業活動から得

られた資金の表示方法」について詳しく検討する。

　まず，資金計算書の報告形式として，（1）貸借平均形式，（2）残高式，およ

び（3）照合式かあ21貸借平均形式とは，資金の源泉の合計と資金の使途の合

計とが一致するように表示する形式（資金の源泉＝資金の使途）である。残高

式とは，資金の源泉の合計から資金の使途の合計を差引き，　資金の増減額を表

示する形式（資金の源泉一資金の使途＝資金の増減）である。照合式とは，期



104

表6－］

第６章　資金計算書の表示形式の問題

財政状態変動表の報告形式

運転資本概ｌ 1972年， 1973 1974 19乃 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1劉 19&4 1節

貸借平均形式

残　高　式

照　合　式

101

390

　80

　87

404

　77

　75

404

　89

　69

415

　&5

　79

398

　87

　73

404

　卯

　72

柳

　86

　65

402

　82

　65

399

　77

59

341

66

　46

250

　50

39

199

48

31

176

37

25

156

39

計 571 568 568 569 564 557 558 549 541 466 346 286 244 220

現金概念 1972年 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1謝 1吸

貸借平均煎式

残　高　式

照　合　式

5

11

13

9

13

10

6

15

11

8

13

10

5

19

12

6

20

17

　7

19

16

　＆

25

18

　8

32

19

　6

70

S8

　5

145

104

　7

1乃

132

　5

206

145

　8

223

149

計 29 32 32 31 36 43 42 51 59 134 254 314 肪6 原

合　計 聊
600 600 6t}0 6(X) 600 四 600 600 600 600 回 6卯

回|

二

出所:AICPaJccolnli凶Trends g lgMiques い975 －1瓢年）
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首資金有高に期中の資金凋達額を加え，資金使途額を控除して，期末資金石高

を表示する形式（期酋資金残高士資金の増減＝期末資金残高）である。

　鎌田・洋村［］987.!2］によれば，（3）の照合式を照合式の第！形式および

照合式の第２形式に分け，照合式の第１形式は，期酋資金残高に当期収入を加

算して当期支出を差し引き，期末資金残高を求める方法（期酋資金残高十当期

収入一当期支出＝期末資金残高）であり，照合式の第２形式は，期首資金残高

に当期収入から当期支出を差し引いた正味収支を加減することにより，期末資

金残高を求める方法（期首資金残高十当期正味収支＝期末資金残高；当期正味

収支＝当期収入一当期支出）であると述べている。

　1987年発表されたＳＦＡＳ第95吟では，表２－５および表２－６でみるよう

に，当期の正味現金および現金等価物の増減額に期首の現金および現金等価物

の残高を加算して，期末の現金および現金等価物の残高を求める照合式（鎌田

･渾村による照合式の第２形式）を採用している。この照合式（鎌田・洋村に

よる照合式の第２形式）は，日本の資金収支表（表２－７）および韓国の財政

状態変動表（表２－８，表２－９）においても採用されている形式である。

　しかし，ＳＡＦＳ第95号が発表される前までのΛＩＣＰΛの凋査によれば，

表６－１でみるように残高式が最も多く選好されている。このように，ＳＦΛ

Ｓ第95号が発表される前までに残高式が最も多く選好されたのは，API3意見

書第19号による財政状態変動表においては，後述する源泉・使途別分類になっ

ていたため，資金の源泉の合計額から資金の使途の合計額を差し引いた資金の

増減額が重視されたからであると思われる。

　ＳＦＡＳ第95弓では，資金の収支を営業活動，投資活動，および財務活動に

区分表示する活動別分類を用いることとなっているが，この活動別分類におい

ては･各活動別の資金の増減額の合計から期首資金残高を加算して期末資金残

高を示す照合式（鎌田・渾村による照合式の第２形式）のほうが最も適切であ

ると坦われる。
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第２節　区分表示

　このような報告形式よりいっそう貧要な表示形式の第２のIUj頴点は，資金悄

報の内容をどのように区分・表示して，情報利用者に提供するかのことである，

こうした資金フロー情報の区分・表示について，ＦＡＳＢの「討議資料」［|･’

ASB，1980］は，源泉・使途別分類，活動別分類，構成要素別分類のＦっ

の方法を例示している。

　源泉・使途別分類とは，資金がどこから得られどこに使途したかを明らかに

するものであり，伝統的に用いられてきた分類である。この方法の例を示すと

表６－２の通りである［FASB.1980 ，p8r.90］。

表６－２ 　資金計算書（源泉・使途別分類）

19×年1月！日から同年12月31日まで

現金の源泉

　営業活動によって得られた現金

　固定資産売却収入

　　土　　地

　　建　　物

　市場性ある有価証券の売却

　手形貸付金の回収

　普通株式の発行

　銀行からの手形俳人

　長期俳入

　　　現金収入合計

Ｓ 30

，

42

，

000

500

一一

S　745,600

３

４

72，

100，

128

。

　35，

000

535

-

617

　　－

500

000

000

400

000

800

一

謳

現金の使途

　固定資産の隣人

Ｌ
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　建　　物

　装　　置

市場性ある有価証券に対する投資

関係会社に対する前渡金の増加

銀行手形借入金の返済

長期負債の返済

自己株式の買入

配当金支払

　優先株式

　普通株式

　　現金支出合計

　　現金の増加

　50

232

　43

-

　51

313

000

200

600

－一一

000

500

3

，

４

－

＄

－

325

135，

190，

000，

509，

　28，

364

554
-

62，

800

800

800

000

000

500

50

401

－

901

０

０

０

－
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　この分類方法の長所は，（1）一定期間に得られた資金の合計額と使途された

資金の合計額を知ることができることと，（2）特定の資金の源泉と特定の資金

の使途との間には何ら関係がないので，特定の現金収入が特定の現金支出と直

接関係づけられる暗示を避けることができることである。しかし，この分類方

法は，資金フローの構成要素に関する情報を示さない。

　活動詞分類とは，資金の収支を営業活動。投資活動，および財務活動に分類

し。各活動別の資金収支を明らかにするものであり，ＳＦＡＳ第95号のキヤツ

心フロー計算書ではこの分類を用いている。この方法の例を示すと表６－３

の頑りである［FΛS
B， 1980 ， par.9割。
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表６－３

第６章　資金計算書の表示形式の問題

金

一一
算書（活動別戈

類

　一一

19×年1月１日から同年12月31目まで

営業活動からの現金収入

得意先からの現金収入

利息収入

関係会社から得た受取配当金

仕人先に対する現金支出

販売費および一般管理費

利息の支払

法人税の支払

営業活動から得た現金

　配当金

　　優先株式

　　普通株式

S 2,088,950

　　379,100

　　482,000

　 5 1

3 1 3

･ 一 一 一 一 一 一

000

500

-

　企業に留保された営業活動によって得た現金

投資取引

　投資の処分

　　有形固定資産の処分による収入

　土　　地

　建　　物

手形貸付金の回収

市場性ある有価証券の売却

30

42

000

500

一一一一

　72，

128，

100，

500

000

000

＄13,066,350

　　　54,950

　　　25,200

13

(9
－

3

(2

－

１

４

－

６

46,500

50,850）

　一

95,650

950
-

745

050

－

600

）

）
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投資の取得

　有形固定資産の購入

　　上　　地

　　建　　物

　　装　　置

　市場性ある有価証券への投資

　関係会社に対する前渡金の増加

投資活動に使われた正味現金

財務取引

　新たな資金の凋達

　　銀行からの手形借入

　　長期借入

　　普通株式の発行

　資金の返済

　50，

232，

　43，

一

３ 000，

535，

　31i，

000

200

600

－

300,500

一一

325，

135，

190，

一

652，

800

800

800

一

如0

一一

000

800

400　3,571,200
一一

銀行からの手形借入金の返済　　3,000,000

　長期借入期の返済

　自己株式の買入

財務活動からの正味現金

　　現金の増加

509,000

　28,500　3,537.500

＄

一一

胆L

　29

33，

一

62，

109

900

-

200

700

-

900

）

364
-

381

胞

100

　この分類によれば，各活動間の関係の評価が可能であり，これらの関係とそ

の堵勢は投資家及び債権者に対してもっと有用な情報を提供することができる。

たとえば，営業活動からの資金フローと正味投資との関係は，投資活動の規模，

および投資のために必要な資金を内部で調達する企業の能力の測定に有川なも
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のである。しかし，この分類方法によると，各活動を区分する正当な指針を与

えなければならない。

　構成要素別分類とは，各活動別の区分表小をさらに細分して，または他の分

類方法を川いて資金フローの構成要素に関する情報を提供する方法である。こ

の方法の例を示すと表６－４の通りである［FASB，1980，par.96］。

表６－４ 資金計 Ｌ漫 要素別分類）

!9×年1月１日から同年12月31目まで

営業活動からの現金収入

　棚卸資産と販売費および

　一般管理費に対する現金支出

　利息および法人税を支払う前の

　営業活動によって得られた現金

　法人税の支払

　資本の供給者に利用可能な

　営業活動からの現金

　負債の提供者に対する分配

　　支払利息

　　長期負債の返済

　所有主に利用可能な現金

　所有主に対する分配

　　優先配当

　　普通配当

　　自己株式の買入

　再投資のために利用可能な内部的に

＄ 379

509
-

　51，

313，

　28，

100

000

000

500

500

S !3,146,500

皿）

1,606，

膳短

縦

000）

lj24,700

）
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　　　　　　　　　生み出された現金

投資一正味

　市場性ある有価証券

　関係会社に対する前渡金の増加

　手形貸付金の回収

　工場設備

　土　　地

　内部源泉からのキャッシュフローの不足

新たな資金調達

　長期借入

　普通株式の発行

　　　現金の増加

　35，

　190，

(128，

233，

　20，

535、

　35、

-一一

800

800

000）

300

000

800

400

Ｓ

ｌｎ

(156,400)

(351
-

(508

571
-

62

900

-

300

200

-

900

-

）

）

　資金計算書の一定要素を明らかにすることができる構成要素別分類は，特に

奈業の諸活動を評価し，さらに要約的指標を展開するのに有川である。しかし，

この分類によれば，あまりにも資金計算書が複雑となり，表示形式の統一性を

阻害するものになるだろう。

　上述の「討議資料」に対する回答において，この区分表示についてのコメン

トのうち，35件が源泉・使途別分類，25件が活動別分類，!8件がその他の形式

を週好している。また，1984年財務担当者研究財団（FinanciaI Executive

ResearchFoundation ，FERF）から委託されたSeedの調査研究「資金計算

書一構造と利用」［Seed，　!984b］によると，　源泉・使途別分類と活動別分類

をともに選好しているが，活動別分類の選好が増加しているとしている。

　この区分表示のなかで，企業の諸活動を，営業活動，投資活動，および財務

活動に分類し，各活動別に資金の収支を示す活動別分類は，財務諸表の利用者

側の立場からみると，営業活動による収支からは企業の流動性を判断し，投資

撚

236、

懸

600

J）
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活動による収支０ﾐとして資金の流出が多い）からは企業の将来性を判断し，

財務活動による収支（主として資金の流人が多い）からは企業の資金調達能力

を判断するという而で適切な分類である。また，企業側の立場からみると，企

業が営業活動により利益を生み出し，営業活動から得られた資金が余ったとき

投資活動が行われ，そのための資金が足りないときは財務活動によって調達す

るという面で，適切な分類である。

　しかし，この活動別分類による場合は，各活動を区分する正当な指針が必要

であり，資金がどこから得られ，どこに使ったかを明らかにするためには，活

動別分類にしても，各活動間の源泉と使途の区分は必要であると思われる。

第３節　営業活動から得られた資金の表示

　次に，第３の資金計算書の表示形式の問題点は，営業活動から得られた資金

をどのように表示するかのことである。営業活動から得られた資金は資金計算

書における最も重要な関心事であり，企業活動の重要な指標の一つである。

　この営業活動から得られた資金を計算する場合，1987年に発表されたＳＦＡ

Ｓ第95号は，直接法と間接法のいずれの方法を用いても同額の正味キャッシュ

フローを表示することになるとし，二つの方法の選択適用を認めている。この

点は，ＡＰＢ意見書第19号の財政状態変動表においても同様であった。しかし，

実務においては直接法を用いる企業は殆どなく，純利益から非資金項目を加減

し「営業活動からの資金」を計算する間接法が伝統的に用いられてきた。こっ

した間接法に対する実務上の選好はキャッシュフロー計算書においても変らな

いと思われるが，もし，直接法と間接法との間に異なる営業活動からの正味キ

ャッシュフロー額が得られるとすれば，実際の営業活動からのキャッシュフロ

ーではなく，発生主義により得られた純利益を修正して営業活動からの正味キ

ャッシュフローを計算する間接法は，その妥当性を失うことになる。
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　この節では，こうした間接法を用いる場合，財務諸表利用者が直面する固有

の問題点を指摘し，また，その概念上および実務_Lの両面の観点により，事実

上，間接法は実際の営業活動からのキャッシュフ・－と一致しないことを論証

する。

　（Ｄ直接法と間接法

　資金計算書において，営業活動から得られた資金を表示する場合には直接法

と間接法の二つの方法がある。直接法とは，企業の中心的活動（営業活動）と

関連するキャッシュフローを現金の収入と現金の支出の項目別に表示するもの

であり，日々の取引を記入した会計帳簿から直接的に作成する方法である。

　一般に，直接法による営業活動からのキャッシュフローは次のように計算さ

れる。

　　　　得意先からの現金収入

　　　十配当金，受取利息等の現金収入

　　　一棚卸資産，用役その仙営業費，税金等の現金支出

　　　＝営業活動からのキャッシュフロー

　これに対して，一般に実務において広く用いられている間接法は，１期間に

おける純利益を，当該期間の資金フローに影響を与えない項目（非資金項目：

減価償却費等）で修正して営業活動から得られた資金を表示するものであり，

すでに作成された貸借対照表および損益計算書から間接的に作成する方法であ

る･要するに，この方法は，発生主義によって得られた純利益に対して，収益

および費用として認識されても現金の収入と支出を伴わない項目，収益および

費用として認識されなかった現金の収入と支出，昔川配分等の影響を除去する

ことによって営業活動から得られた資金を計算するものである。

　‾般に，間接法による営業活動からのキャッシュフローは次のように計算さ

れる。
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　　　　純利益十減価償却費十その仙運転資本に影響を５えない費川

　　　　－その仙運転資本に影響を与えない収益

　　　　==営業活動からの運転資本

　　　　一受取勘定の増加一棚卸資産の増加一前払費用の増加

　　　　一支払勘定の減少一未払費用の減少

　　　　十受取勘定の減少十棚卸資産の減少十前払費用の減少

　　　　十支払勘定の増加十未払費用の増加

　　　　＝営業活動からのキャッシュフロー

　ＳＦΛＳ第95号によれば，間接法を用いる場合の修正過程をキャッシュフロ

ー計算書のなかに含めるか，またはキャッシュフロー計算書には含めず，別個

の明細表に示すかいずれの処理方法によることも認めている。一方，直接法を

川いる場合においても，間接法を用いる場合の修正過程を別個の明細表にボす

こととしている（Par.30）。なお，間接法の場合も，支払利息（資本化された）

と法人税の支払額は補足情報として開示することとしている（Par.29）。この

ことは，後述するように，ＳＦＡＳ第95号が直接法と間接法の両者の利点を認

め，両者を折衷する表示形式をとっているからであると思われる。

　このように，直接法と間接法の選択適用は，資金計算書を最初に基本財務諸

表の一つとして開示することを規定したＡＰＢ意見書第19号においても，また

ＳＦＡＳ第95号においても認められているが，各々の方法は適切な修iEが行わ

れるとすれば，表６－５の簡単な設例にみるように同額の営業活動からのキャ

ッシュフロー額が得られるはずである。

　（2）概念上の間頴

　ＳＦＡＳ第95号においては，「キャッシュフロー計算書は。投資活動，尉麹

活動，および営業活動の各活動別に現金の収入と現金の支出を示さなければな

らない。」（Par.14）とＬ，活動別分類を規定している。このなかで，営業活
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表６一５　直接法と間接法による営業

１１５

1動からのキャッシュフｎ－の計算

純利益

現金支出

期首受取勘定

期首棚卸資産

期酋支払勘定

￥1.000

　5,550

　　9{}0

　1,900

　2,100

設例

現金収入

減価償却費

期末受取勘定

期末棚卸資産

期末支払勘定

￥7j】00

　　700

　1.300

　1,650

　2.000

　　　　　　　　　　　　直接法

営業活動によって得られた現金

営業活動のために支払った現金

営業活動からのキャッシュフロー

　　　　　　　　　　　　　間接法

純利益

十減価償却費

営業活動からの運転資本

一受取勘定の増加

十棚卸資産の減少

一支払勘定の減少

営業活動からのキャッシュフロー

￥7,000

　5,550
-

￥1.450

Y1,000

　　700

￥1,700

　(400)

　250

　(100)
-

￥1,450
1
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動をどのように定義するかの問題は営業活動から得られたキャッシュフｎ一額

を決定する重要な前提条件になる。ＳＦＡＳ第95号によれば，投資活動及び財

務活動を定義した後（Par.15-20），営業活動について次のように述べている。

　　「営業活動は投資活動および財務活動以外のすべての取引その他の事象を含

む。営業活動は一般的に商品の生産または引渡し，用役の提供と関連する活動

である。営業活動からのキャッシュフローは。一般的に純利益の決定に関連す

る取引その他の事象の現金への影響である。」（Par.2D 。

　こうした定義とともに各々の営業活動からの現金流人項目と現金流出項目の

例を挙げているが（Par.22-23）｡同時に，各項目について最も適切に分類する

ことは必ずしも容易ではないことをも認めている（Par.87）。

　営業活動とその他の活動との区別が明確でないとすれば，それは企業間比粒

に影響を与えるのみばかりではなく，間接法を用いて営業活動からのキャッシ

ュフロー額を計算する場合直接法との不一致を生じさせる原因ともなりかねな

いと思われる。

　また，ＳＦＡＳ第95り･は，営業活動からのキャッシュフロー額を計算する場

合，直接法と間接法は「両者とも利点を持ち，いずれの方法も一つの方法のみ

を認め，他方を禁ずるほどの十分な利点を持たない」（Par.110）とし，両者を

認めながら，それぞれの利点について次のように述べている。

　　「直接法の主な利点は，営業活動からの現金の収入と現金の支出を示すこと

である。営業活動からの現金収入の特定の源泉および過去において営業活動か

らの現金支出がどの目的に使われたかについての知識は，将来の営業活動から

のキャッシュフローを予測するのに有用である。」（Par.107）。

　　「間接法の主な利点は。純利益と営業活動からの正味キャッシュフローとの

間の差に焦点を置くことである。………投資家及び債権者が将来のキャッシJ

フローを予測する場合，最初は過去の利益に基づいて将来の利益を予測し，次

にこの将来の利益を営業活動からのキャッシュフローと利益との差異情報によ
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って凋整し，合理的に将来のキャッシュフローを１測することができるのであ

る。」（Par.108）。

　このようにＳＦＡＳ第95号は，将来のキャッシュフローを予測するという面

で，直接法と間接法は両者とも利点を持ち，潜在的に服要な情報を提供すると

している。また，より包括的，より有川な情報は，キャッシュフロー計算書に

は直接法で示し，間接法による修ぶ過程は別個の明細表で示す方法によって得

られるとし，この方法に従うことを勧告している（Par.119）。この勧告のよう

に，直接法を基本的にして，間接法による修正過程は補足情報として示す方法

は理想的な形式になると坦われる。しかし，間接法だけで営業活動からのキャ

ッシュフローを示す方法は，Heath［1978b，P.127 ；訳書，p.159］も指摘し

ているように，次のような問題がある。

　「………直接法は，企業活動と現金収支の間の関係について，間接法を川い

る場合の今日存在する誤った判断を消滅させるのに有用であると坦われる。と

いうのは，それは，利益というものが現金でもないし，あるいは現金の源泉で

もないこと，現金は顧客から回収されるものであること，商品の什人や販売費

及び一般管理費，税金などのために支出されること，そして減価償却費は現金

の源泉でもないし，あるいは使途でもないことを明瞭に示すからである。，に

　表６－５で明らかなように，間接法の場合は，当期純利益が営業活動からの

キャッシュフローの源泉のもととなり，それに修正する減価償却費等の非資金

項目も現金の源泉であるという誤解を招きやすい。利益は，発生主義会計のも

とでの収益・費用の対応計算の結果であり，現金の支出を伴わない減価償却費，

その他の修正項目が現金の源泉であるという判断は，投資家，債権者，その他

の財務諸表利用者に誤った情報を提供することになる。

　なお，キャッシュフロー計算書が損益計算書及び貸借対照表と並ぶ基本的な

財紡堵表の一つとして位置づけられるためには，損益計算書が収益から費用を

控除しその総額で示すことによって，その期間の損益取引の全体を開示するこ
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とと同様に，キャッシュフローに関する情報も，損益計算書と貸借対照表の耘･

果によって作成される間接法よりは，簿記のシステムから直接的に作成され，

ぞの全体を示す直接法による以外はないと患われる。

　実務のなかで多く用いられてきた間接法により，資金計算書が貸借対照表と

損益計算書の結果から作成されたため，Heathも指摘しているように，資金計

算書は補足的財務諸表に過ぎないという批判も生じたが，資金会計の領域がか

つての現金主義会計と発生主義会計とのギャップから生じる原理的なものであ

り，その独自の領域をもつとすれば，間接法はその役割を果たすことができな

くなるのである。

　（3）個々の流動項目における問題

　Ｄ製造業における棚卸資産一全部原価計算を用いる場合

　製造業の棚卸資産の評価において全部原価計算が用いられるならば，製品や

仕掛品の棚卸高には製造過程と関連する製造間接費の配分が含まれる。このな

かで，間接労務費のような現金に影響を与える製造間接費は問題がないが，減

価償却費のような現金に影響を与えない製造間接費は，間接法による修正過程

において期首と期末の棚卸高の差額を調整する場合，直接法との不一致が生じ

る原因となる。以下，簡単な設例によってこの問題を確認してみよう。

　表６一６で明らかなように，全部原価計算のもとでの営業活動からのキャッ

シュフロー額は直接法による場合はY10,000，間接法による場合は￥9,000で1

￥1,000の差が生じる。これは，間接法による場合の純利益に対する減価償却

費と棚卸資産増減の修正過程に起因するものであり，減価償却費￥5,000のっ

ち，売上原価には販売数量4,000個分に対応するY4,000の減価償却費が含ま

れ，製造数量と販売数量の差の1,000個に対する減価償却費￥1,000は棚卸資

産の増加のなかに含まれたからである。

　このように，今日一般に用いられている全部原価計算によって営業活動から

表６－６
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設例； 期首棚卸数眼　　　　　　1,000個

製造数量　　　　　　　　5,000個

販売数量　　　　　　　　4,000個（＠Y5.00）

期末棚卸数量　　　　　　2.000個

］.単位当り変動費　　　　￥2.00

固定費（全部減価償却費）￥5,000（＠￥1.00）

営業活動からのキャッシュフローの計算

１．直接法

　　現金収入（売上高：全部現金）

　　現金支出

　　　営業活動からのキャッシュ

　　　フロー

２．間接法

　　売上高

　　売上原価

　　　純利益

フロー

￥20,0()0(4,000×＠5.00)

　10.000(5,000×＠2.00)

Y10,000

Y20,000

　12,000(4,000×＠3.00)

Y 8,000

減価償却費（売上原価のなかの）4,000（4,000×＠L00）

　　　　　　　　　　　　　　　-

営業活動からの運転資本　　Y12,000

棚卸資産の増加　　　　　　　　3,000(1,000×＠3.00)

営業活動からのキャッシュ　　￥9,000
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表６－７　営業活動からのキャッシュフロー計

営業活動からのキャッシュフローの計算

！．直接法

　　現金収入（売上高：全部現金）

　　現金支出

　　　営業活動からのキャッシュ

　　　フロー

２．間接法

　　売上高

　　売上原価（変動費）

　　減価償却費（固定費）

　　　純利益

　棚卸資産の増加

営業活動からのキャッシュ

フロー

（

－
原価計算）

-

￥20,000(4,000×＠5.00)

　10,000(5,000×＠2.00)

Y10,000

｜
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のキャッシュフローを計算する場合，減価償却費のような現金の支出を伴わな

ぃ製造間接費は，製造された製品の販売された期間に，収益と対応され，製造

数揖と販売数鼠が異なるときはその差が棚卸資産の増減に影響を呼えるため，

直接法による結果と間接法による結果は必然的に異なることになる。

　比較のため，直接原価計算の場合の営業活動からのキャッシュフロー額を，

表６－６の設例にもとづいて計算すると，表６－７のように直接法と間接法の

結果は一致することになる。

　2）長期リースの流動項目に属する部分

　もう一つの間接法を用いる場合の直接法との不一致は，長期リースの流動項

目に属する部分を計算するとき生じる。 ＳＦＡＳ第13吟［FΛS B，1976］に

よれば，「賃借人は資本り一スを資産および負債として記録しなければならな

ぃ。……負債は資本リースによる負債として貸借対照表に別個に示し，その流

動および非流動の区分はその他の負債と同様にしなければならない。」として

ぃるが，その区分については何等指針も与えていない。

　こうした問題についてSwieringa目984］は，長期リースの流動項目に國す

る部分と非流動項目に属する部分のニつの異なる測定方法を例示しているが，

彼の分析は貸借対照表における報告問題だけであり，キャッシュフロー分析の

問題ではない。もしも，長期リースの流動項目に属する部分が営業活動ではな

ぃとすれば，間接法の場合でもその変化は無視され，営業活動からのキャッシ

ニ1ﾌｏ一計算には影響を俘えない。しかし，長期リースの流動項目に属する都

雅宍業活動であるとすれば，その増減は間接法による場合の修iE過程に含ま

れ･直接法との不一致が生じるのである。

　｀-･-で，Swieringa［1984，p.129］による例によって

てみよう。

－

に の
一

に とを確認し

波風長期リースの流動項目に属する部分を評価する場合，ニつの方法があ

￥20,000

　　8,000(4,000×＠2.00)

　　5,000

Y 7,000

減価償却費（固定費のなかの）　5,000

営業活動からの運転資本　　Y12,000

2,000(1,0(10×＠2.00)

Y10,000
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るとしている。一一つぱ次年度支出額の現在価値”（Present Value of Next

Period’s Paylents Approach）による方法であり，もう一つぱ現在価値の変

化”（Change in Present Value Approach）による方法である。彼の例と同じ

ように年間Y40,211支出の20年間のリース負債があるとし，割引率は10 冤とす

る。この場合，初年度末の流動項目に属する部分は，前者による場合は

Y36,557けY40,211./1.10）となり，後者による場合はY5,977（=Y40,211/

1.!02o）となる。前者による場合の流動項目に属する部分は次年度支出額の現

在価値であり，それは毎年同額である。後者による場合の流動項目に属する部

分は最終年度支出額の現在価値であり，それは毎年増加し第19年度末には

Y36,557となる。

　ここで，直接法の場合は営業活動からのキャッシュフローに毎年Y40,川の

負の影響を及ぼす。一方，間接法の場合は，毎年支払利息として処理される部

分は当該期間の純利益に含まれ，また現金の支出を伴うため，修正する必要は

ないが，流動項目に属する部分の増減は修正しなければならない。しかし，年

間の支払利息とリース負債の流動項目に属する部分の増減は，直接法による場

合の現金支出額￥40,211と一致しない。

　このことをリース負債の流動項目に属する部分を評価する二つの方法にもと

づいて説明すると次のようになる。

　表６－８の合計梱は，間接法を用いる場合，年間リース支出額が現金にりえ

る影響を表す。“次年度支出額の現在価値”による方法の場合は，最初年度の

りース負債の流動項目に属する部分はY36,557増加し，合計Y 2,323の!M金が

得られる結果になる。その後，第2年度から第19年度まではリース負債の流動

項目に属する部分の増減はOであり，合計欄は支払利息部分だけになる。哺

在価値の変化”による方法の場合でも初年度から第19年度までは直接法による

場合より少ない現金流出額となり，二つの方法ともに最終年度だけ直接法の垠

金流出額と一致する。

表６－８
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“次年度支出額の現在価値”による方法

年度

¥
　
Ｎ
　
Ｍ
　
ｉ

20

支払利息

(3･¶,23･¶)

(33.636)

(32.979)

(3,654)

流動部分の増減

　36,557

０
　
０

(36，

“現在価値の変化”による方法

年度

r
s
l
　
C
N
　
C
y
Sa
　
a

支払利息

(34,23･1)

(33,636)

(32.979)

(3.654)

557）

流動部分の増減

　　5,977

　　　598

　　　657

(36， 557）

合

　2.

(33，

(32，

計

323

G36）

979）

(40,211)

　合計

(28.257)

(33,038)

(32.322)

(40.211)



124 第６章　資金計算書の表示形式の問題

　このように，いずれの方法によっても，長期リースの流動項目に属する部分

を評価する場合の営業活動からのキヤッシュフロー額は，直接法と間接法の間

に不一致が生じるのである。

　3）流動項目の再分類

　間接法を川いる場合の直接法との不一致の最後の問題は，流動項目と非流動

項目との間の再分類により生じる。例えば，1990年7月1日発行の2年満期の

受取手形（!992年6月30目満期）があるとする。この受取手形による販売収益

は!990年度に認識される。一方，この受取手形は，1990年12月31日の貸借対照

表には非流動項目として分類され，1991年12月31日の貸借対照表には流動項目

として再分類される。

　ここで，間接法を用いて営業活動からのキャッシュフローを計算する場合，

1991年12月31日には，流動項目として再分類された受取手形の増加を純利益か

ら控除しなければならない。それを控除するのは，流動項目として再分類され

た受取手形は現金を生み出さない1991年の販売収益から生じたからである。し

かし，販売収益は実際1990年に記録され，受取手形は非流動項［|として分類さ

れたため，その年度には間接法による修正が行われなかったのである。

　結果として，間接法を川いる場合は，1990年には受取手形増加分の修江ﾓｶ示

われなかったため，また!991年には販売収益がない受取手形増加分の修正が行

われたため，間違った（直接法と異なる）営業活動からのキャッシュフローを

計算することになる。

第４節　非資金取引の表示

　ΛＰＢ意見書第!9呼では，現金または運転資本に直接影響を与えるか否かに

かかわらず，すべての財務活動および投資活動を開示しなければならないとし
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広義の資金概念，すなわち総財務資源の資金概念を用いている。このような現

金または運転資本に直接影響を辱えない非資金取引の例としては，社債を株式

に転換すること，株式や社債を発行して固定資産を取得すること，固定資産の

蛸ｊまたは助成を受けること，担保により固定資産を購入すること，資本リー

スにより資産を取得すること，非現金資産・負債を他の非現金資産・負債と交

換すること等がある。

　しかしながら，ＡＰＢ意見書第!9号では，このような非資金取引の表示形式

にっいては何ら言及もなく，ただ適切に反映すべきであるとしている。

　これに対し，ＳＦΛＳ弟95号は，「認識された資産・負債には影響をりえる

が，当該期間の現金収支には影響を与えないすべての投資および財務活動に関

する情報は，関連する別個の明細表に報告すべきである。」（par.32）として

いる。

　このように，企業で行われる取引のなかでは，資金の変動をもたらす取引と

資金の変動をもたらさない取引があるが，資金計算書の本体には資金の変動を

もたらす取引のみを含めるべきであり，資金の変動をもたらさない非資金取引

は資金計算書の本体には示さず，別個の明細表に示すＳＦΛＳ第95号の立場が

妥当であると思われる。

第５節　要約

　以上，資金計算書の表示形式の問題を。その統一的適用に焦点を当て，報告

形式，区分表示，営業活動から得られた資金の表示，および非資金取引の表示

に分けて検討してきたが，それらを要約すると以下の通りである。

缶報告形式として，実務のなかでは残高式が最も選好されてきたが，活動別分

脳博人されることにより，照合式（鎌田・洋村による照合式の第２形式）が

綬も適切な形式になると患われる。
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②区分表示のなかで，従来は源泉・使途別分類が選好されてきたが，ＳＦΛＳ

第95号が発表されることにより，活動別分類が多く用いられるようになると坦

われる。すでに述べたように，企業の資金フローを，営業活動，投資活動，お

よび財務活動の各活動別に区分して表示することは，営業活動による収支から

は企業の流動性を判断し，投資活動による収支からは企業の将来性を判断し，

財務活動による収支からは企業の資金調達能力を判断するという面で適切な分

類であると思われる。しかし，活動別分類にしても，各活動間の資金の源泉と

使途の区分は必要であり，各活動を区分する止当な指針をりえなければならな

いと思われる。

③営業活動から得られた資金を表示する場合，直接法と間接法は同一の営業仏

動から得られた資金額を提供しなければならないが，まず間接法は次のような

概念上の問題によりその妥当性が疑問視される。

　ａ．営業活動の定義の曖昧さ

　ｂ．間接法による修正過程を現金の源泉と判断する誤解

　ｃ．独自の簿記のシステムからの作成不可能

　また，間接法を用いると，次のような場合，直接法の結果との不一致が生じ

る。

　ａ．製造業の棚卸資産の評価において全部原価計算を用いる場合

　ｂ．長期リースの流動項目に属する部分を評価する場合

　ｃ．流動項目と非流動項目との再分類の場合

　このように，間接法の結果と直接法の結果との不一致が生じるとすれば,ｙ

業活動から得られた資金は，その収入と支出の正確な金額を示す方法であるil

ａ
　
こ

接法によって表示されるべきである。また，資金計算書が独自の簿記のシスァ

ムから作成され，損益会計との差異情報をIE確に企業の諸利害関係者に提携す

るためには，直接法によって営業活動からのキャッシュフロー額を示す以外は

ないと思われる。

｜
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④資金の変動をもたらさない非資金取引は，別個の明細表に示し，資金計算書

の本体には資金の変動をもたらす取引のみを示すべきであると坦われる。

　以上の問題のほか，為替レート変動の影響を資金計算書にどのように表示す

るかの問題があるが，これは章を改めて考察することにする。

[注]

（D資金計算書の報告形式については，すでに染谷恭次郎博士により次の文献

　で論じられている。

　　染谷恭次郎「資金運用表の形式」「会計」第62巻，第6号（1956.6）。

（2）AICPAの凋査によれば，調査対象600社のうち，間接法を用いている企業

　は，!980年に594社，1981年に578社，1982年に568社，1983年に579社と

　圧倒的に多い［AICPA，Accounting Trends ＆Techniques，1984］。

　また，Seedは財務担当者研究財団（ＦＥＲＦ）の委託により，次の文献で

資金計算書の詳細な実態分析を行っているが，そのなかで，彼の質問に答え

た企業のなか，94％が間接法を用いているとしている。

　SeedⅢ，A.U.，The Funds State●ent，Structure and use

　　　　　　Financial Executive Research Foundation （1984）。

即納としては，繰延税金費用がある。

（4）例としては，持分法による投資利益が受取配当額を超過した部分がある。



第７章　資金計算書と外貨換算

第７章　資金計算書と外貨換算

第１節　はじめに
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　利帽こおける外貨換算会計の問題は，ＳＦＡＳ第８リ「外貨建取引及び外貨

柏浙務消去の換算に関する会計処理」［FΛS B，1975］と同第52吋「外貨

換算」［FΛS B，!981c］によって取り土げられてきたが，外貨建取引が，

則の基本財務諸表である資金計算書にどのような影響を及ぼすかの問題につ

ﾊﾞ･ては，両基準書によって無視されてきたといえよう。たとえば，ＳＦΛＳ第

5陽は，ＳＦＡＳ第８吋の改善であると考えられるが｡資金計算書における為

替ﾚｰﾄ変動の影響の表示問題について，ＡＰＢ意見書第19号目↓ｵ政状態変動

の報帽［ＡＩＣＰΛ，１９７!］に委ねながら次のように述べている。

　|ΛＰＢ意見書第19号「財政状態変動の報告」では，財政状態変動表の規定

ﾎれた目的に合致するかぎり若干の弾力性と判断の行使を認めており，当審議

帽托れを変えるつちりはない。したがって，財政状態変動表の形式や内容を

匈叱したり，在外事業ごとに完全な情報を個別にまとめることを要求したりは

濡ぃ。しかし，ΛＰＢ意見書第19号は，現金または運転資本が直接影響を受

Iﾅるか否かにかかわらず，財政状態の重要な変動はすべて開示するように要請

しており，本基?LIFが出されてもその要請には何らの変更もない。」（par.

聯几
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　このことは，為替レートの変動の影響が重要であれば，財政状態変動表に問

小しなければならないことを意味するが，それをどのように表示するかの問題

については不明確なままである。

　これに対して，1987年発表されたＳＦΛＳ第95号「キャッシュフロー計算書｡

　［FΛS B， 1987］では，これまでの財政状態変動表に取って代るキャッシュ

フロー計算書を導入する際，キャッシュフロー計算書における為替レート変動

の影響の表示問題をより詳細に取り扱っている。ＳＦΛＳ第95号によれば，外

貨で現金を保有している場合には，現金残高は為替レートの変動によって影暫

を受けるから，その影響はキャッシュフロー計算書に報告しなければならなぃ

が，それは現金の収入・支出ではないので，別個の修正項目として報告しなけ

ればならないとしている。

　一方，日本でも，1987年2月20日付で，「有価証券の募集又は売出しの扁出

等に関する省令」が改正され（この省令は，1988年9月20日付で，「企業内容

等の開示に関する省令」と改正され，「開示省令」と略称されている），従来

の資金繰表に代って，資金収支表が開示されるようになっているが，「取扱通

達」によれば，［………資金に含まれる外貨預金等の決算時における換算によっ

て生じた換算差額等がある場合には，原則として事業活動に伴う収支及び資金

調達活動に伴う収支の収支尻の合計額から控除（又は加算）する形式で衷示す　｜

るものとする。」（取扱通達5-10-5の①）と規定され，「低価法適用に伴う

評価損等調整額」の項目のなかに為替レート変動の影響を開示するようになっ

ている。

　これは，ＳＦＡＳ第95りの規定と同様に，為替レートの変動による影響柳|」

個の修医項目の一つとして報告することになっているが，為替レートの変郵こ

よる換算差額は一つの項目にまとめられ表示されるため，何らかの形で換算万

額が生じる原因を分析する必要があり，分析した結果を注記するかまたは附Mj

明細表に示す必要があると思われる。
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　この章では，このようなキャッシュフロー計算書における為替レート変動の

影響の表示問題をＳＦＡＳ第95号の内容を中心に検討し，あわせてその規定を

実行するのに役立つ分析的枠組みを提供することを目的とする。その前に。外

貨換算会計の問題を取り扱っているＳＦΛＳ第8リと同第52り･の内容について

要約しておく。

第２節　ＳＦＡＳ第8号と同第52弓

　外貨表示の財務諸表を自国通貨単位に換算する場合に，外貨で測定された資

産および負債の換算基準として考えられる代表的な方法に，次の４つがある

［染谷，1978a,p.2］。

　①流動・非流動区分法（the current-noncurrent method ）

　②貨幣・非貨幣区分法（the monetary-nonmonetary method ）

　③　テンポラル法（the temporal method ）

　④決算日レート法（the cUrrent rate lethod ）

　このうち，第１～第３の方法は，ある種類の財務諸表項目には歴史的な為替

相場，すなわち取得または発生時の為替相場（以下，取引日レートとよぶ）を

適用し，他の項目には現在の為替相場，すなわち貸借対照表目の為替相場（以

下･決算ロレートとよぶ）を適用して，外貨で表示された金額を自国通貨に換

算する。第４の方法は，すべての財務諸表項目に決算日レートを適用して，外

貨金額を自国通貨金額に換算する。

　1975年発表されたＳＦＡＳ第8号ではテンポラル法が採択されている。テン

ポラル法は，現金，債権及び債務，並びに現在あるいは将来の価格で記帳され

ている資産及び負債に対しては決算日レートを適用し，過去の価格で記帳され

てぃる資産及び負債に対しては取引日レートを適用して，外貨で表示された金

額を自国通貨単位に換算する方法である。具体的にいえば，取得原価で表示さ
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れている項目には取引目レートを適用し，市場価格（時価）で表小されている

項目には決算日レートを適川するのである。費用（取引目レートで換算された

費川性資産の費用化額を除く）および収益（取引日レートで換算された収益性

負債の収益化額を除く）は，取引日レートまたは期中平均レートで換算される，

取引日レートで換算された費用性資産（たとえば，棚卸資産，有形固定資産等）

の費用化額および収益性負債（たとえば，前受収益，繰延利益等）の収益化額

は，当該資産の取得時あるいは当該負債の発生時に用いられたレートで換算さ

れる。このＳＦＡＳ第8号によって適用されたテンポラル法では，在外事業体

の営業活動は親会社の営業の延長とみなされ，すべての取引は本国通貨による

取引であるかのように処理される。また，為替レートの変動により生じる換yy

差額はすべてその発生年度の期間利益に含まれる。

　これに対して，1981年発表されたＳＦハＳ第52号では，在外事業体の経済的

現実（economic reaUty）を反映する機能通貨換算法（functional currency

translation approach）が採用された。機能通貨とは，ある事業体がその事業

を行っている第１次的な経済環境における通貨であり，通常それは，事業体が

主としてそのなかで現金を稼得し，かつ費消している環境における通貨である

　ＵＳＦＡＳ第52号，par.5」。在外事業体が現地国内で財貨・サービスの旧E

・販売および資金の調達・運用を親会社と独NZした形で行っている場合は川il

地（在外事業体所在国）通貨が機能通貨となる。他方，在外事業体０活動力恨　II

会社の活動と密接不可分の関係にあったり，親会社の延長として行っている場

合は，本国（親会社所在国）通貨が機能通貨となる。 ＳＦＡＳ第52号によれば，

前者のケースはカレント・レートjたふ，後者のケースはテンポラル法が適用さ

れる。また，現地通貨が機能通貨となっている場合のカレント・レート法は次

のようにして適用される。

　①　すべての資産・負債項目は決算日レートで，資本項目は取引日レートで

　　換算する。
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②収益・費用項目は取引目レートで換算する。ただし，便宜上｡期中平均レ

　ートを用いてもよい。

　このＳＦΛＳ第52呼のカレント・レート法は，在外事業体が所在する現地国

の立場に立ち，在外事業体を親会社から独立した事業甲｡位とみる考え方に基礎

をおく。また，為替レートの変動により生じる換算差額を期間利益に含めない

で,換算調整勘定（translation adjustments ）として貸借対照表の資本の部

に表示する。ただし，在外事業体の投資を処分したり，これらの会社を清算す

る場合には，換算調整勘定を投資処分損益または清算損益に含める。

第３節　ＳＦＡＳ第95りによる為替レート変動の影響の表示

　以」ﾆのＳＦＡＳ第52号あるいはＳＦΛＳ第8号は，貸借対照表と損益計算書

揖|の換算問題のみを規定しており，キャッシュフロー計算書における為替レ

ートの変動の影響の表示問題に関しては何ら指針も与･えていない。これに対し

て，ＳＦＡＳ第95号は，為替レート変動の影響をキャッシュフロー計算財にど

のょうに表示するかの問題について次のように規定｡している。

　「外貨建取引または在外事業活動を行っている企業のキャッシュフロー計算

書は，キャッシュフ。一時における為替レートを用いて，外貨でのキャッシュ

プーの報告通貨相当額を報告しなければならない。換算の結果がキャッシュ

プ一時における為替レートを用いるときと実質的に同様であるならば，当該

料jの適切な加重平均為替レートを用いることができる。為替レートの変動が

外貨で保有されている現金残高に与える影響は，当該期間の現金および現金等

価物の変動の別個の修正項目として報告しなければならない。」（par.25）。

　このように，キャッシュフロー計算書においては，キャッシュフロー時にお

ける為替レート　（取引日レート）または期中平均レートを適用して外貨でのキ

ドシュフローの報告通貨相当額を報告することになっているが，これは，機
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能通貨法を適用しているＳＦΛＳ第52号のなかで，現地通貨が機能通貨とな，

ている場合の収益・費用項目の換算方法と同様のこととなる。

　この規定には，ＦΛＳＢによる次のような背景がある。ドΛＳＢは，このＳ

ＦＡＳ第95号を公表する前の公開草案（Exposure Draft）「キャッシュフロー

計算書」［FASB，1986］において，キャッシュフロー計算書における為替

レートの変動の影響を報告する二つの代替的方法を検討した（pars.65～肘）。

一つは，現地通貨のキャッシュフローをその報告通貨相当額で示す方法であり，

もう一つは，資産および負債における報告通貨の変動を報告する方法である。

たとえば，上地を取得するため，現地通貨で支払が行われた場合，第！の方法

は，現地通貨支出額を適切な為替レートで換算して，報告通貨相当額を投資支

出として報告する。これに対して，第２の方法は，報告通貨で報告される土地

勘定の期首と期末の間の変動和（他の取引はないと仮定する）を投資支出とし

て処理する。

　したがって，第１の方法は，キャッシュフロー計算書の焦点をキャッシュフ

ローに置くことになる。為替レートの変動は外貨での現金残高に影響を与える

ので，この方法は，一期間における現金の変動を旅心するため，為替レートの

変動が現地通貨で保有されている現金に与える影響を示すことによって，これ

らの影響をキャッシュフロー計算書に識別し，計数化する。その欠点は，連紅

する二つの貸借対照表を修正するため，キャッシュフロー計算書の利川ができ

なくなることである。

　これに対して，第２の方法は，資産と負債の変動を説明し，キャッシュフロ

ー計算書における換算差額は貸借対照表における換算調整勘定の期首と期末の

間の変勅額と一致することになる。しかしながら，この方法にはいくつかのﾀﾞ

点がある。第１の欠点は，資産と負債における報告通貨の変動は，基礎となる

キャッシュフローの影響のみでなく，為替レートの変動の影響をも含むことで

ある。このことは，為替レートの変動が各資産および負債に与える影響を男|㈲
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の項目としてキャッシュフロー計算書に報告すれば，ある程度緩和されるが，

それは，キャッシュプーの表示を混乱させることになる。第２の欠点は，基

礎となる現金の流入または現金の流出がまったく存在しない項目に対する換算

調整の影響を，キャッシュフロー計算書に報告することである。

　かくて，ＦＡＳＢは，為替レートの変動が現金以外の項目に俘える影響は，

営業活動，投資活動，または財務活動ではなく，したがってキャッシュフロー

計算書に表示してはならないと結論した。また，キャッシュフロー計算書の焦

点をキャッシュフローに置くため，キャッシュフロー計算書は現地通貨でのキ

ャッシュフローに相当する報告通貨を報告しなければならないと，第１の方法

を採用することに決定したのである。すなわち，ＳＦΛＳ第95呼は，「キヤッ

シュフロー計算書の目的は，一定期間の現金の収入と支出を報告することであ

る。物価変動と同様に，為替レートの変動が外貨建てとなっている資産・負債

に与える影響は，現金の収入と支出額に影響を及ぼすだろう。しかし，為替レ

ートの変動はそれ自体キャッシュフローをもたらすことではない。したがって，

為替レートの変動が現金以外の項目に与える影響はキャッシュフロー計算書に

表示してはいけない。」（par.101）と規定し，第１の方法を採用している。

　このような規定とともに，ＳＦＡＳ第95号は，付録Ｃの例２において，在外

事業活動を行っている製造会社の例をあげ，為替レート変動の影響をキャッシ

2プ一計算書にどのように表示し，分析するかの問題を具体的に示している

（叫s,136-146）。その例示を簡単に説明すると，以下の通りである。

　親会社Ｆは主に製造業に従事しており，在外子会社Ａ，Ｂをもっている。子

会社Ａは，親会社と独立した事業単位とみなされ，現地通貨が機能通貨となる。

‾優社Ｂは，超インフレーションの経済状況で事業活動を行っており，親会社

の営業の延長とみなされ，本国通貨が機能通貨となる。ＳＦＡＳ第52号の規定

にもとづいて，了･会社Λにおいては，資産・負債項目は決算日レートで，資本

項目は取引日レートで換算され，収益・費川項目は取引Ｈレートまたは期中平
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均レートで換算される。子会社Ｂにおいては，テンポラル法が適用される。ま

た。子会社Ａおよび子会社Ｂに適用される現地通貨１単位に対する報告通貨相

当額はそれぞれ次のようである。

期首

加重（期中）平均

期末

子会社A

　0.･10

　0.43

　0.45

子会社B

　0.05

　0.03

　0.02

　表７－１は，子会社Λ・Ｂのキャッシュフロー計算書であり，現地通貨での

子会社Ａ・Ｂキャッシュフロー計算書の各項目を報告通貨に換算したものであ

る。ＳＦＡＳ第95号の規定にもとづいて，キャッシュフロー計算書における各

項目は，キャッシュフロー時における為替レートまたは期中平均レートで換算

される。

　表７－２は，表了－１における得意先から受取った現金および仕入先・従業

員に支払った現金項目の換算方法を説明したものである。

　表７－３は，為替レートの変動が現金に与えた影響(子会社A : S9，子会社

B:S(5))を分析したものである。為替レートの変動が現金に与えた影響は，

各活動から得られた正味現金を期末為替レートで換算した金額とキャッシュフ

ロー計算書に報告されている各活動から得られた正味現金の報告通貨相当額と

の差額に，為替レートの変動が期首現金残高に与えた影響を加算して計算され

る。

　このように，ＳＦΛＳ第95号は，具体的例を挙げながら，キャッシュフロー

計算書における為替レート変動の影響の表示問題を説明しているが，表７一３

のような為替レート変動の影響の分析だけでは不ﾄ分なところがある。これか

らはHuefnerら[1989]の所説をてがかりにして，この点を詳しく分析してみる

｜

｜
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ド
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科
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　得意先から受取った現４
ｉ　仕入先及び従業員に
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支払った
支払利息
法人税支

！　その他の収入(支出)
　　営業活動により
　　得られた正味現金
'投資活動からの

Iキャッシュフロー
　固定資産売却からの収入

　固定資産購入のための
　支出

．　　投資活動に用いられた
・　　-J　還J･』還　　正味現金
財務活動からの
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il金への影響
･alA _■■■a　　㎜■現金の増茄て減少）

期首現金

i期末現金

聯）

　　　　　［FASB，1987，par.144］

a:この金額は表７－２のように計算される。

ｂ：期中平均レートで換算される。
ｃ：キャッシュフロー時における為替レートで換算される。

ｄ：この金額は表７－３のように計算される。



138

表７

第７章　資金計算書と外貨換算

一２

皿 L人先・ 東員監 払った現金の換算

｜

ｉ
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表7－3

ニス‾
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為替レート変動の現金への

目

期貯現金残高への影響：
　現地通貨での期酋現金残高
　当該年度の為替レートの変動
　　期ほ現金残高への影響
当該年度の営業活動からの影響：
　現地通貨での営業活動により
　得られた現金
　期末為替レート
　　期末為替レートによる営業
　　活動からのキャッシュフロー
　　キャッシュフロー計算書に
　　報告されている営業活動
　　からのキャッシュフロー
　　　当該年度の営業活動からの
　　　影響
当該年度の投資活動からの影響：
　現地通貨での投資活動に
　用いられた現金
　期末為替レート
　　期末為替レートによる投資
　　活動からのキャッシュフロー
　　キャッシュフ。‐計算書に

　　報告されている投資活動
　　からのキャッシュフロー
　　が嫉年度の投資活動からの

年
端
該
現
一

成
Ｊ

影響
度の財務活動からの影響：
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期末為替レート
期末為替レートによる財務

活動からのキャッシュフロー
キャッシュフ。一計
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書
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　　　当該年度の財務活動からの
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為替レート変動の現金への影響

　　　　　　　　　（ＦＡＳＢ

注）ａ：端数の関係上切下げ

茜の計算
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　ＸＯ
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　（ＬＣ）　　（＄）

現地通貨　報告通貨
　（IJC）　（＄）

得意先から
受取った現金
　売上高
　売上債権の増加
　　得意先から
　　受取った現金

仕入先・従業員に
支払った現金
　売上原価
　売上原価につい
　ての為替レート
　変動の影響
　一般管理費
　　現金支出を伴
　　う営業費計
　棚卸資産の増加
　仕入債務及び未
　払費用の増加
　　(減少)
　　仕入先・従業
　　員に支払った
　　現金

4,695

　(85)
-

4,610
-

3,210

　425
一

3,635
　80

　41
-

3,756
〃

2,179　　925

　（85）（37）
一一
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　一　　　一
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　225　　　97
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　11,834　　355
　300　　　9

　200　　ユ

12,334　　370
一一

　　　　一一-

げΛＳＢ 1987，par.M5］

（注）　ａ：

子会社Ｂの売上原価についての為替レート変動の影響は，取引日レートで

再測定された売上原価（S406）と期中平均レートで換算された茫1澗価

　（S290）との差額である。棚卸資産仕入れのための現金支出は期中平均レ

　ートで換算されるため，この調整が必要である。
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第４節　為替レート変動の現金への影響の分析

　為替レート変動の影響をキャッシュフロー計算書に表小するとき生じる接木

的問題点は，換算されたキャッシュフローのデータが，（!）基礎となる外貨娃

て現金取引を反映するか（代替案１），または（2）現金取引により影響される

資産・負債の報告通貨相当額を反映するか（代替案２）のことである。この問

題は国内取引においては生じない。なぜなら，国内における現金取引（棚卸?l

産の現金仕入のような）は，常に同様の資産または負債残高の変動を伴うから

である。しかし，外貨換算の問題が含まれると，為替レートの変動は，外貨娃

第７亭:　資金計算書と外貨換算

①　換算された現金取引:息 I.75XFC 300,000＝S 525,000

②　換算差額(為替レートの変動が設備資産残高に与えた影響)

　a.期首残高に対する為替レート変動の影響:

　　(S I.5D 一息 2.00)XFC I.200,【】()0＝一S 600,000

　♭.期中増減高に対する為替レート変動の影響:

　　(息 I.50－息 I.75)X　FC 300,000＝一S 75.000
　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　計－S 675,000
　　　　　　　　　　　　-

日1

　①十②＝－$150,000

かくて，キャッシュフロー計算書に外貨での設備資産の購入に関する情報を

て現金取引の報告通貨相当額と現金取引により影響される資産・負債残高の変　　報告する場合，次の三つの方法が可能となる。

勅額との不一致の原因となる。このことを次の簡単な例で説明してみよう。

　(例)・在外事業体が現地通貨でFC 300,000の設備資産を取得。

　　　　　(設備資産勘定はFC I,20【】,000からFCI,500,000に増加)

　　　・期首為替レート：Ｓ ２ ／ＦＣＩ，期末為替レート:S I.50/FC 1

　　　・カレント・レート法が適用される。

　　　・設備資産を購入したときの為替レートは，

　　　　期中平均のS I.75 /FC Iである。

　代替案1.にもとづいて。

　　換算された現金取引は:S I.75XFC 300,000＝S 525.000

　代替案２にもとづいて，

　　設備資産報告通貨相当額の変動は：

　　　期首:S2　XFC 1,200,D00＝S 2,400.000

　　　期末:s l.5oxFc 1.5oo.ooo＝Lk竪瓦皿Ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　減少　S 150,000

　代替案２にもとづく設備資産報告通貨相当額の変動(－S 150,000)は次の

ように分析される。

｜

１

　①＄525,000の換算された現金取引を報告し，期首と期末の設備資産残高

　　の変動の報告を差控える（代替案１）。

　②期首と期末の設備資産残高の変動（--S !50,000）を報告し，実際の現

　金取引の報告を差控える（代替案２）。

　③　換算された現金取引（S 525,000）と換算差額（－＄675,000）の両方

　　を報告する。

　このうち，①と②の方法では，換算差額に関する情報が含まれないから，キ

ャッシュフロー計算書に為替レート変動の影響を表示するときは③の方法によ

るべきであると思われるが，これからはHuefnerら［1989］の所説および第３

節で示したＳＦΛＳ第95号の例にもとづいて，換算された現金取引と換算差額

の山方を報告する③の方法を分析してみる。

　まず，換算差額は，貸借対照表等式（資産＝負債十資本）を川いて，次のよ

うに分析される。

　紅資産）こL（負債）十SE（資本）

　（卜I,）こSE

　取引時における為替レートをRIとすると（AI : 第１期末資産，A2 : 第２期末
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資産を意味する；L｡SEにおいても同様)，

　RI(A一L)1＝RI SE1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………(1)

　式(!)は次のように変換される。

　RI(A－L)1－RI S割＝０

　これから展開される式の左辺は貸借対照表土の換算の影響を示し，右辺は当

該期間の換算された取引と換算差額を示す。たとえば，年度中に取引がなかっ

たと仮定すれば，第２期末の換算された貸借対照表は，決算日レートで換算さ

れた資産・負債と取引日レートで換算された資本を示し(ＳＦＡＳ第52りにお

ける現地通貨が機能通貨であるとき)，貸借対照表1この為替レート変動の影劈

は式(2)のように示される(期末為替レートをR2とする)。

　R2(A－L)1－RI SE1＝(R2 －RI)SE1　　　　　　　　　　　　………(2)

　ここで，式(2)の右辺は換算差額を表す。

　実際には年度中に取引が生じるので，当該期間に(SE2 －S旧)(＞Ｏ)の

純利益を報告したとすれば，純資産はその分増加し，式(2)は次のようになる

　(期中平均レートをRaとする)。

　R2(A一1,)2－RI SE!＝Ra(SE2－S趾)十(R2 一一肘)SEI

　　　　　　　　　　　　十(R2 －Ra)(SE2－Sn)　　　　　　　………(3)

　式(3)の右辺のうち，第↓項は当該期|川の換算された取引(期中平均レート

で換算された純利益)を示し，第２・３項は換算差額をポす。

　ここまでの式の展開は，ＳＦＡＳ第52号におけるカレント・レート法を適Hj

した場合であるが，Huefnerらは，テンポラル法を適用した場合でも同様の武

の展開が可能であるとし，次の式(4)を導いている。

　R2 M2 一RI MI ＝Ra(M2 －MI)十(R2一R1)11

　　　　　　　　　　バR2 －Ra)(M2－MI)

　　(lは貨幣性資産から貨幣性負債を控除したものである)

(4)

ここで，為替レート変動の影響を受ける部分（exposed position）が，カレ

１
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　ﾝ･ﾄ・レート法では純資産であるが，テンポラル法では慧（貨幣性資政-一貨幣

　吽負債）となる。したがって，換算差額は，為替レート変動の影響を受ける部

　分（exposedposition）をどのように定義するかによって認識されるものであ

　り，基本的には式（3）と式（4）の形で計算される。このことはキヤッシュフロ

　ー計算書においても適用され，その場合の為替レート変動の影響を受ける部分

　（exposedposition）は現金（および現金等価物）となる。

　一方，貸借対照表における現金勘定の変動はすべての非現金勘定の変動と一一

致するから，各非現金勘定に適用される換算差額の計算式を分析することによ

って，現金勘定の換算差額が分析されうる。

　たとえば，貸借対照表の項目を現金，現金以外の流動資産，非流動資産，流

動負債，非流動負債，および資本に区分すると，貸借対照表等式は次のように

なる。

　現金（C）十現金以外の流動資産（OCA）十非流動資産（NCA）

　＝流動負債（CL）十非流動負債（NCL）十資本（SE）　　　　………（5）

　式（5）を各項目の期首と期末の増減高を表す式に直し，現金の変動（キヤッ

シュフロー計算書における）を示す式にまとめる,と次のようになる。

　（C2－CD＝（CL2－CL!）－（OCA2－OCAI）＋（NCI.2 －NCLI）

　　　　　　－（NCA2 －NCA 1）十（SE2－S引）　　　　　　　　………（6）

　式（6）に為替レート変動の影響を加えると次のようになる。

　（R2C2－RI C!）＝（R2CL2 －RI CLI）－（R2 0CA2一則OCAD

　　　　　　　　十（R2 NCL2－RI NCL1）一（R2NCA2－RI NCAI）

　　　　　　　　＋（R2 SE2 －RI SEI）　　　　　　　　　　………（7）

　式（7）の各項目は，式（3）および式（4）を利川して，次のように展開するこ

とか可能となる。



1羽

Ra(C2 －CI)

　J
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一一

　自崖の部

　現金及び

　現金等価物

　売上債権

Ｉ棚卸資産

有形

　固定資産

　その他の

　醗

１産合計
ｉ

滴債の部

　仕入債務と

　未払費用

　未払利息

　納税引当金

　妬期借入金

・長期借入金

負債合計

冷本の部

．資本金

　蹟保利益

調整

　　　資本合計

ｉ　吻資本合計
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子会社Λの比較貸借対照表

現地通貨
　０．Ｃ）

報告通貨
　（＄）

期首　　期末　増減 期首　　　期末　　　土

　38　　　25　（!3）

　125　　210　　85

　佃0　　625　225

3.075　3,202　127

　25　　　25　　－---

3,663　4,087　424
-一一

　263　　300　　37
　t5　　　24　　9

　25　　　12　（□）

　125　　300　H5

　550　　700　150
-一一

　978　1,336　358

1,300　1,300　　－

1,385　!,451　　66

　一　　　一　　－-一一

2,685　2,751　　66
---

3,663　札087　424

　　15.2　　11.25　（
　　50　　　94.5　　1

　160　　　28L 25　12

1,230　　1,440.9　　21

　　10　　　jl.25

1,465.2　1,839.15　37
---

　105.2　　135　　　2

　　6　　　10.8
　10　　　　5.4　　（

　50　　　135　　　8
　220　　　315　　　9

391.2　　601.2　　21

455　　　455　　　－
526　　　554.38　　2

　93　　　228.57　13

1,074　　1,237.95　16

1,465.2　1,839.15　37
- -

- -
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増減
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－

３
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４

５

５
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８

５

－

３

－
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ｊ

８
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－
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－
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=da〔CL2一CLI〕

十(R2 －11)CI　十(R2 －Ra)(C2－C!)

十[R2 －R])Clj　十(R2 －Ra)(CL2 一一CLI)

－Ra(OCA2 －OCAI)－(R2一RDOCAI－(R2－Ra)(OCA2－OCAD

十Ra(NCL2－NCI.1)十(R2 --R1)NCL1十(R2 －Ra)(NCL2－NCLD

一一h(NCA2 －NCAI)－(R2一RI)NCAI 一(R2 －Ra)(NCA2--NCAD

十Ra(SE2－S旧) R2－RI SE1　十(R2 －Ra)(SE2 －S日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………（8）

　式（8）における各項目の最初の欄は換算された取引を，２番目と３番目の欄

は換算差額を示す。ここで，指摘しておく必要があるのは，機能通貨法による

カレント・レート法とテンポレル法のどちらを適用しても，キャッシュフロー

計算書における換算の結果は同じであることである。なぜなら，キヤッシュフ

ロー計算書の項目は，カレント・レート法とテンポラル法とは関係なく，キャ

ッシュフロー時における為替レートあるいは期中平均レートで換算されるから

である。このことは，換算方法の相違にかかわらず，キヤッシュフロー測算書

における為替レートの変動の影響は，式（8）により分析可能であることを意味

する。

　前節で示したＳＦΛＳ第95号の例にもとづいて，式（8）のことを検証してみ

よう。

　まず，子会社Ａの比較貸借対照表の報告通貨相当額を端数まで計算して表7

－/1のようになおす。また，表７－１の子会社Ａのキャッシュフロー計算書の

報告通貨相当額を期中平均レートで換算して表７－５のようになおす（表7一

１ではキャッシュフロー時における為替レートまたは期中平均レートで換算さ

れているが，これからの計算を理解しやすくするため期中平均レートで統一す

る）。

　表７－５によると，各活動による現金取引の正味影響はー＄5.59であり，為

替レート変動の現金への影響はS I.64となり，現金の増減はー$3.95となって
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科
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いる。

　このことを式（8）にもとづいて検証してみよう。式（8）に表7　/1の各項目

の数字と該当為替レートを代人して計算すると次のようになる。

流動負債　　　　　　十89.44十21.4十4.16＝十115

現金以外の流動資産　－!33.3－26.25－6.2＝－!65.75

非流動負債

非流動資産

資本

現金

十64.5十27.5＋3　＝＋95

－54.61－155　－2.54＝－212.15

＋28.38＋134.25＋1.32＝＋163.95

－　5.59＋　1.9 －0.26＝－　3.95

　ここで，最初の欄の合計（－5.59）は換算された現金取引の正味結果を，２

希目と３番目の欄の合計（1.9－0.26＝1.64）は換算差額を示し，その差額

ト5.59十1.64＝－3.95）は為替レート変動の影響を含めた現金の報告通貨相

当額の変動を示す。その結果は表７－５の該当項目の金額と一致する。したが

って，為替レートの変動が現金に与えた影響は，貸借対照表における現金以外

の項目の為替レート変動の影響を分析することにより，説明可能となる。

　ちなみに，資本項目における換算差額，すなわち，換算調整勘定の増減を分

冊すると表７－６のようになる。表７－６における当期為替差益の金額

（$135.57）は，式（8）によって計算した資本項目の換算差額（S 134.25十

SI.32゛S 135.57）と一致する。

目 現地通貨（ＬＣ）

営業活動からの

キャッシュフロー
　得意先から受取った現金

　仕入先及び従業員に

　支払った現金
　支払利息支出

　法人税支出
　その他の収入（支出）

　　営業活動により
　　得られた正味現全

投資活動からの

キャッシュフロー
　固定資産売却からの収入
　固定資産購入のための支出

　　投資活動に用いられた

　　正味現金

財務活動からの

キャッシュフロー
　短期借入金の収入
　長期借入金の収入

　長期借入金の返済
　配当金支出

　　財務活動により得られた
　　　（又は用いられた）正味現金

現金取引の正味影響

為替レート変動の現金への影響

現金の増加（減少）

期首現金

期末現金
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表７－６
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換算調整勘定の分析

(カレント・レート法)

｜

第５節　要約
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　稲垣・菊谷［1989，pp.56-7］によれば，外貨換算の最大の課題は，外貨建

取引の記録・換算および決済・決算処理，外貨表示財務諸表の換算方法ならび

に為替相場の変動に起因する為替差額の表示方法であるとしながら，いくつか

の重要な問題点を指摘されている。

　たしかに，ＳＦＡＳ第8号と同第52号は，このような問題点を取り上げ，油

剤まテンポラル法を後者はカレント・レート法を採用している。

　しかし，ここでは，このような外貨換算の基本的な問題点を解決しようとし

たものでななく，ＳＦΛＳ第95吟に規定されている，キヤッシュフロー計算書

における為替レート変動の影響の表示問題を，財務諸表の作成者および利川者

がどのように理解し，実行するかに焦点を当てている。

　ＳＦＡＳ第95呼は，ＳＦＡＳ第8号および同第52号により無視されてきた，

キャッシュフロー計算書における為替レート変動の影響の表示問題をより詳細

に取り扱い，キャッシュフロー計算書の項目は，キャッシュフロー時における

為替レートまたは期中平均レートで換算し，その差額は別個の修正項目の一つ

として報告しなければならないとしている。

　キャッシュフ。一計算書の目的が一定期間の現金の収入と支出を報告するこ

と［FASB，1987，par.4］であるから，現金に影響を及ぼす換算差額のみ

がキャッシュフロー計算書の本体に表示されるのは当然であると坦われるが，

ぞの換算差額は一つの項目にまとめられキャッシュフロー計算河に報告される

ため･何らかの形で換算差額が生じる原因を分析しておく必要が生じるのであ

る。したがって，第/1節の式（8）のような分析により，為替レート変動が現金

|寺えた影響を説明することが可能になるとすれば，その分析の結果を注記す

るかまたは附属明細表に示す必要があると思われる。特に，第４節で小した分

恥方法は，　貸借対照表および損益計算書項目の換算基準の相違にかかわらず適

科 目 現地通貨

　（ＬＣ）

為替レート　　報告，

（＄／ＬＯ （＄）

期首換算調整勘定

当期換算調整勘定増減

　期首資本(exposed position)

　当期純利益

　配当金支払

　期末資本(exposed position)

当期為替差益

期末換算調整勘定

2,685

　116

　(50)

2,751

０
　
３

４
　
４

　
・
　
ｐ

０
　
０

０

43

93

1.074

　　49.88
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俗士
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川されるという点で，キャッシュフロー計算書における為替レート変動の影li

を分析するのに有川である。

　一方，目本における資金収支表においては，為替レートの変動による換算差

額は，「低価法適用に伴う評価損等調整額」に表示されるようになっているが，

この点に関して，武田安弘［1989a，pp.59-60］教授と鎌田信夫［!989，p瀧］

教授は，資金の収支を伴わない資金の増減には，低価法適用に伴う評価椙,外

貨建預金等の為替換算差額，投資有価証券から一時所有の有価証券への振替斯

等があるから，「低価法適用に伴う評価根等調整額」を「資金収支を伴わなぃ　１

資金増減額」に改める必要があるとしながら，低価法適用に伴う評価損および

外貨建預金等の為替換算差額と投資有価証券から一時所有の有価証券への振替

額とは性質が異なる取引であるから，それらを区分表示する必要があると主張

している。しかし，為替レートの変動による換算差額は，「資金収支を伴わな

い資金増減額」に含められ，一つの項目にまとめられ表示されるのはＳＦＡＳ

第95号と同様であるので，第４節による分析が可能であるならば，その分析の

結果を財務諸表の利用者に提供する必要があると思われる。

[注]

（１）ＳＦＡＳ第8号で用いられている“Current rate貝［F.AS13，19抵

　par.30］は，E］本訊の「決算日レート」に該当する。しかし，ＳＦＡＳ第52

　号では，“Current exchange rate“ とは，貸借対照表項目の場合は「決算

　日レート」，損益計算書項目の場合は「取引日レート」又は「期中平均レ‘

　ト」を意味している［FASB，!981，par.12］。したがｰ,て，その訳語乙

　しては，節８号では決算日レートでよいが，第52号では決算日レートと齢

　日レートの両者を包含する適当な日本語がないため，カレント・レートとI｀
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う訳語を用いている（日本公認会計士協会国際委員会訳「米国ＦΛＳＢ財務

会計基準書：外貨換算会計他」同文舵（1984），p.（j），訳者まえがき参照）。
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第８章　韓国資金計算潜開示の現状と問題点

章　韓国資金計算書開示の

　　　　　　現状と問題点

米国・日本との比校

指3

　第２章で述べたように，韓国における資金計算書は，!974年初めて資金運用

jlの形で附属明細表の一つとして作成することが規定され，1981年になって，

ぞれが財政状態変動表と改名され，また損益計算書および貸借対照表と並ぶ基

本財務諸表の一つとして開示されるようになった。その後，j990年3月「企業

会計基準」の大幅な改11ﾐが行われるとき（以下，改医企業会計基準という），

財政状態変動表に関しても様式の簡素化，表示形式の改善等が行われ，現在に

苧っている。

　このように，韓国では，1974年資金運用表が導入されて間もなく財政状態変

動表の形で基本財務諸表の一つとして位置付けられ，今日まで適用されている

乾それは圭としてアメリカの影響によるものである。たとえば，1981年基本

財務諸表の一っとして位置付けられた当時はＡＰＢ意見書第19号「ＡＩＣＰＡ，

旧1」の影響によるものであり，今回の改正企業会計基準による財政状態変動

表の改笏はＳＦＡＳ第95り［FASB，1987］に多少影響を受けたものである

と考えられる。しかしながら，100年限Ｌの歴史をもっているアメリカと基木

鴎渚表の一つにはなっていないが1950年代から開示されてきた日本にくらべ

てぃかにも短期間で定着されているようであり，十分な検討がなされたトで財

咳状態変動表が導入されたかは疑問視される。

　そこで，この章では，韓国の改正企業会計基準による財政状態変動表基準を，
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本の資金収支表に関する規定と比較しながら，韓国における財政状態変動衷匍|

度の現状を分析し，その改鋳策を提案する。

第1.節　資金計算書の目的

　韓国の改正企業会計基準は，財政状態変動表の目的について次のように述べ

ている。

　　「財政状態変動表は，企業の財政状態の変動内容を明確に報告するため，そ

の会計期間における正味運転資本の調達と運用内容を適切に表示する。但し，

販売業・製造業および建設業以外の場合は現金預金を基準として財政状態変動

表を作成することができる。」（第112条）。

　これによると，財政状態変動表は，企業の財政状態の変動を明らかにすると

いう基本目的と，dﾓ味運転資本（例外として現金預金）の調達と運用を明らか

にするという作成目的を達成しなければならない。このなかで，前者，すなわ

ち企業の財政状態の変動を明らかにするという基本目的は，ＡＰＢ意見沓第19

吟によるものであると考えられるが，今回の改正では，改正前の企業財務資鯨

とか総財務資源という文句を削除し，ＡＰＢ意見書第19号以来批判されてきた

総財務資源の資金概念を排除しようとしたものであると推測できる。しかしな

がら，改正企業会計基準の別紙第６号書式（表２－８）によれば，正味運転資

本の収入と支出がない取引，すなわち非資金取引をも含む総財務資源概念によ

るものとなっており，基本的にはＡＰＢ意見書第］9号の目的と変りはない。

　これに対して，ＳＦΛＳ弟95りは，「キャッシュフロー計算書の基本目的は･

一会計期間の現金収入および現金支出に関する情報を提供することである」

　（par.4）としている。また，キャッシュフロー計算書に提供される情報は，

その他の財務諸表における情報と組み合わせて利用するならば，投資家，値権

者その他の利用者が次のことを評価するのに役立つ（par.5）とし，外部利川
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者の利川目的を明確にしている。

　a.より多くの将来の眼味キャッシュフローを生み出す企業の能力。

　b，企業の債務返済能力，配当支払能力および外部資金調達能力。

　c.純利益とそれに関連する現金収入および現金支出との間に生じる差異の

　原因。

　d.当該期間の現金投資取引と現金財務取引および非現金投資取引と非現金

　財務取引が企業の財政状態に及ぼす影響。

　このように，ＳＦΛＳ第95号は，キャッシュフロー計算書の基本目的と利川

洲を提示しながら，これらの目的を達成するためには，一会計期間の現金の

影響を営業活動，投資活動および財務活動に分類して報告しなければならない

（par.6）という作成目的をも明確にしている。

　韓国では，財政状態変動表の目的は，企業の財政状態の変動を明確にするた

め,正味運転資本（例外として現金預金）の調達と運用を適切に表示すること

となっているが，企業の財政状態の変動を明確にする目的と正味運転資本の調

達と運用を表示するという目的は同時に達成できるものではない。また，財政

状態の変動を明らかにするというΛＰＢ意見書第19号の目的観に関しては，す

でにleath［1978b］等により，わかりにくい，曖昧な概念であり，達成不可能

な目標であるという批判がなされており，アメリカでは，ＳＦΛＳ第95りによ

り｡総財務資源概念にもとづく財政状態変動表は現金の収入と支出にもとづく

キャッシュフロー計算書に取って代ることとなっている。したがって，改正企

秘計基準による財政状態の変動を明らかにするという目的は再検討しなけれ

ばならないと思われる。

　この目的を明確にすることは，資金計算書におけるもっとも重要な問題の一

9であり，目的設定の次第で資金の概念，資金計算書の表示形式が変わってく

る,今後韓国における財政状態変動表の改河を考えるときには，何故API3意

纏第19号の目的観が批判され，ＳＦＡＳ第95号のキャッシュフロー計算書に
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取って代ることになったのかを深く検討する必要があり，資金の概念，資金計

算書の表示問題との関連で一貫性のある目的が設定されるべきであると坦われ

る。

　また，韓国では，財政状態変動表の基本目的と作成目的は提示されているが，

外部利川者の利用目的に関しては明示されていない。鎌田信夫［1989，p.同

教授が指摘しているように，利用目的を前提にしてはじめて表示内容や方法の

改善を期待することができるので，作成目的に先んじて利川目的を明示すべき

である。

　一方，日本においては，資金収支表の目的に関して何ら言及もないので,今

後その目的を明確にしておく必要があると思われる。

第２節　資金の概念

　次に，韓国の改正企業会計基準は，財政状態変動表に用いられる資金の概念

を，基本的には正味運転資本としながら，例外として，販売業・製造業およぴ･

建設業以外の場合は現金預金を基準とすることができるとしている。ここで。

正味運転資本とは，流動資産から流動負債を控除した金額を意味し，現金預金

とは。改正企業会計基準第13条第1.号で規定された現金預金，すなわち，通貨

および他人発行の手形等の通貨代用証券と当座預金・普通預金・定期預金･定

期積金等として期限が一年以内に到来する預金を意味する。

　これに対して，ＳＦＡＳ第95号は。キャッシュフロー計算書は，当該期間の

現金および現金等価物の変動を説明しなければならない（par.7）と，現金お

よび現金等価物の資金概念を用いている。ここで，現金には，手元の通袋と裂

求払預金が含まれる。現金等価物は，即時現金に転換されうる短期的に高度の

波動性をもつ投資のうち，３ケJ7j以内に満期が到来するものである。その例と

しては，アメリカ財務省証券（7reasury biHs），短期金融手形（co･leicill
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paper），金融市場資金（loney market funds），および購入連邦資金（銀行

の場合）がある（par.8,9）。 SFAS第95号は，これらを現金で購入したり，

売却することは，企業の営業活動，投資活動，および財務活動の一部というよ

り，企業の現金管理の一部であるため，これらの取引の詳細をキャッシュフロ

ー計算書に報告する必要はないとしている（par.9）。

　一方，日本の資金収支表においては。「現金および預金並びに市場性のある

一時所有の有価証券」の資金概念を用いている。ここでいう現金は，「小「|現

金,手許にある当座小切手，送金小切手，送金為替手形，預金手形，郵便為替

託書および振替貯金払出証書等を含むもの.Jである。市場性のある一時所有の

有価証券とは，有価証券のうち「随時現金化される有価証券で一時的の遊資を

鯛するために所有するもの」である。また，１年以内に確実に現金化すると

認められるものもこれに含まれる。有価証券は次に示すものである。

　「一　国債証券，ニ　地方債証券。三　特別の法律により法人の発行する債

券,円　担保附または無担保の社債券，五　特別の法律により没収された法人

の発行する出資証券，六　株券（端株券を含む。以ド同じ。）または新株の引

受権を表示する証書，七　証券投資信託または貸付信託の受益証券，ハ　外国

社は外国法人の発行する証券または証書で前各りの証券または証吋の性質を

有するもの，九　その他政令で定める証券または証書」

　これらのもの以外にも，上記の有価証券が表示する権利と同等の権利，すな

わち転換社債券および新株引受振付社債券も含まれ苔1

　線国では，販売業・製造業および建設業には正味運転資本概念を適川し，そ

哺の企業には現金預金概念との選択適川を認めているが，このように資金の

岐を二元化することは，　情報利川者を混乱させる原因となり，企業間の比較

もできなくなる。第５章で検討したように，資金概念としてもっとも適切な概

尨恟であるかを十分検討したうえで，一つの概念に統一させる必要があると

屈れる。
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　また，販売業・製造業および建設業以外の企業は現金預金概念に基づいて財

政状態変動表を作成することができるとしているが，ＳＦΛＳ第95号でぃう現

金等価物は含まれていない。しかし，現金等価物は，３ヶ月以内に現金になる

ものであり，利子率の変動等によりその価値が変動するリスクがないものであ

るから，現金預金と区別する必要はないと思われる。

　一方，日本では，現金等価物以外に市場性のある一時所有の有価証券まで資

金概念を拡大しているが，第５章で考察したように，資金計算書の比較可能性

という面から，資金の概念をＳＦＡＳ第95号でいう現金および現金等価物に限

定するほうがよいと思われる。

第３節　資金計算書の表示形式

　（1）区分表示

　韓国の改正企業会計基準は，「財政状態変動表は，営業活動から得られた止

味運転資本，投資と財務活動から得られた正味運転資本，投資と財務活動に川

いられた正味運転資本，正味運転資本の収入と支出がない取引，および正味運

転資本の増減内容に区分して記載する。」（第113条）としている。

　これは，従来の源泉・使途別分類をＳＦΛＳ第95号による活動別分類に接近

させようとしたものではあるが，完全な活動別分類ではなく，投資と財務活動

から得られた正味運転資本は源泉・使途別分類になっている。

　このような区分表示の規定とともに，改正企業会計基準は，各活動に伴うi.

味運転資本を次のように例示している。

　営業活動から得られた正味運転資本は，当期純利益に次の各項目を加減して

記載する（第114条）。

①加算項目：止味運転資本の支出がない費用および投資と財務活動から生じる

費用（減価償却費，無形固定資産償却，繰延資産償却，退職給与引当金繰入馳
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投資資産評価損，投資その他の資産処分損，社債利子（社債割引発行差金償却

分），固定資産処分損，災害損失，固定負債償還損等）。

②控除項目:IIﾓ味運転資本の収入がない収益と投資と財務活動から生じる収益

（投資資産評価益，固定負債償還益，投資その他の資産処分益，固定資産処分

溢等）。

　投資と財務活動から得られた圧味運転資本は，投資その他の資産および固定

資産の処分または回収，固定負債・資本金・資本剰余金および利益剰余金の増

加等にする（第115条）。

　投資と財務活動に用いられた正味運転資本は，投資その他の資産・固定資産

および繰延資産の増加，固定負債の償還，資本金および利益剰余金の減少等に

する（第116条）。

　正味運転資本の収入と支出がない取引は，現物出資による固定資産の取得，

固定資産の延払購入，固定資産の再評価，無償増資，無償減資，株式配当，転

換社債の転換等，正味運転資本に影響を及ぼさない取引にする（第1!7条）。

　これに対して，ＳＦＡＳ第95号は，キャッシュフローを営業活動，財務活動

および投資活動の３つの活動に分類しなければならないとしながら，各活動お

ょび各活動に伴う収支を次のように定義している。

①投資活動および投資活動に伴う収支：投資活動には，貸付および貸付金回収，

負債証券あるいは持分証券および土地，工場および設備ならびにその他の生産

刑の資産，すなわち企業が財貨や用役の生産にあたって保有または使用する資

産（企業の棚卸資産の一部分である材料以外の資産）の取得および処分が含ま

れる（par.15）。

　投資活動に伴う現金収入としては，次のようなものがある（par.16）。

　゛･当該企業が発行した債券および当該企業が購入したその他の企業の（現

　金等価物以外の）負債証券の回収または売却からの収入。

　bヽ他企業の持分証券の売却およびそれらの証券の償還による収入。
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　ｃ．土地，工場，設備。その他生産用資産の売却からの収入。

　投資活動に伴う現金支出としては，次のようなものがある（par.↓7）。

　a.当該企業が行った貸付金およびその他の企業の（現金等価物以外の）負

　　債証券を取得するための支出。

　ｂ．他企業の持分証券を取得するための支出。

　ｃ．土地，工場，設備その他生産用資産を取得するため，取得時，取得前ま

　　たは取得後になされる支出。

②財務活動および財務活動に伴う収支：財務活動には出資者からの資源の獲得

および出資者の投資利益と投資回収を含む資源の提供，借入および借入金返済

またはその他の方法による債務の決済ならびに長期信川にもとづいて債権者か

ら得たその他の資源の獲得および支出が含まれる（par.18）。

　財務活動に伴う現金収入としては，次のようなものがある（par.j9）。

　a.持分証券の発行による収入。

　♭。社債，抵当証券，短期証券の発行およびその他の短期・長期借入金によ

　　る収入。

　財務活動に伴う現金支出としては，次のようなものがある（par.20）。

　a.出資者に対する配当金またはその他の分配のための支出（これには，ﾁﾞ|

　　該企業の持分証券を再取得するための支出が含まれる）。

　ｂ．借入金の返済。

　ｃ．長期債権者に対するその他の元本の返済。

③営業活動および営業活動に伴う収支：投資活動または財務活動として定義さ

れていない諸取引およびその他の諸事象を含む。一般に，営業活動には，日程

の製造および販売ならびに用役の提供が含まれる。営業活動からのキャッシj

フローは。一般に，純利益の計算にかかわる請取引およびその他の諸事象が斑

金に及ぼす影響である（par.2D。

　営業活動に伴う現金収入としては，次のようなものがある（par.22）。
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　a.財貨または川役の販売収入（これには，販売によって生じた得意先に対

　　する売掛金および短期・長期受取手形の回収または売却からの収入が含ま

　　れる）。

　b.貸付金，他企業の負債証券および持分証券から生じた利息および配当収

　　人。

　c.投資活動または財務活動として定義されない取引から生じるすべてのそ

　　の他の現金収入（たとえば，訴訟和解による収入，投資活動または財務活

　　勤に直接関係のない建物の損害のような被保険資産に対する保険収入，什

　　人先からの返金などが含まれる）。

　営業活動に伴う現金支出としては，次のようなものがある（par.23）。

　a.原材料または商品を取得するための現金支出（これには，これらの原材

　　料または商品に対して仕入先へ支払うべき買掛金および短期・長期支払手

　　形に対する原初支払額が含まれる）。

　ｂ．上記以外の財貨または用役のためのその他の仕入先および従業員に対す

　　る現金支出。

　ｃ．税金，課金，科料およびその他の手･数料または罰金のための政府に対す

　　る現金支出。

　ｄ．借入先およびその他の債権者に対する利息支出。

　e.投資活動または財務活動として定義されない取引から生じるすべてのそ

　　の他の現金支出（たとえば，訴訟和解のための支出，慈善事業に対する現

　　金寄付および顧客への返金などが含まれる）。

　‾一方，日本の資金収支表では，資金収支の内容が事業活動に伴う収支と資金

調達活動に伴う収支とに分類されている。このなかで，事業活動に伴う収支に

は’ＳＦΛＳ第95弓でいう営業活動に伴う収支と投資活動に伴う収支が含まれ

る（ただし，投資活動には長期投資のみでなく短期貸付金も含む）。しかしな

がら･資金収支表における各活動および各活動に伴う収支の定義は行われてい
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ない。日本の資金収支表では，資金収支を事業活動に伴う収支と資金調達活動

に伴う収支に２区分し，次のような科目を投けているだけである。

事業活動に伴う収入

　営業収入

　営業外収入

　有形固定資産売却

　その仙適当と認められる項目

事業活動に伴う支出

　営業支出

　営業外支出

　有形固定資産取得

　配当

　その他適当と認められる項目

資金凋達活動に伴う収入

　短期借入金

　割引手形

　長期借入金

　社債発行

　増資

　その他適当と認められる項目

資金調達活動に伴う支出

　短期借入金返済

　長期借入金返済

　社債償還

　その他適当と認められる項目

　韓国の改正企業会計基準では。日本の資金収支表と同様に，各活動に伴好

味運転資本の例を挙げているだけであり，各活動に関する定義は行っていなぃ，

企業で行われる取引の全部を基準で例示することは不可能であるから，各活動

の区分を明確にする定義が行われるべきであると思われる。

　この各活動の定義を明確にすることとともに，改正企業会計基準の区分表示

に関する規定には次のような問題がある。

　第！に，財政状態変動表の目的と関連する問題である。すでに述べたように

改正企業会計基準は，財政状態変動表の作成目的を，正味運転資本の調達

μ

用内容を適正に表示することとしている。この目的を達成するためには，厳?§

な源泉・使途別分類でなければならないが，改正企業会計基準による区分彭
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の規定は，活動別分類を加味しているし，正味運転資本の収入と支出がない取

引をも表示することになっている。これに対して，ＳＦＡＳ第95号は，キャッ

シュフロ一計算書の基本目的は現金の収入と支出に関する情報を提供すること

としながら，すでに述べた利用目的を掲げ，これら目的を達成するためには営

業活動，投資活動および財務活動に分類しなければならないという作成目的を

明確にしている。また，現金に影響を及ぼさない非現金取引は別個の明細表で

示し，キャッシュフロー計算書には現金に影響を及ぼす取引のみを小す（par.

32）こととしており，キャッシュフロー計算書の目的との関連で一貫性を保っ

ている。この点で，韓国の改正企業会計基準では，財政状態変動表の目的の規

定と区分表示の規定が矛盾しているといえるだろう。

　渠２に，投資活動と財務活動の区分の問題である。改11ﾐ企業会計基準では，

投資と財務活動から得られた正味運転資本と投資と財務活動に川いられた正味

運転資本に分類・表示することとなっている。しかし，第６章で検討したよう

に,企業の諸活動を，営業活動，投資活動および財務活動に分類し，各活動別

に資金の収支を示すことは，財務諸表の利川者側の立場からみると，営業活動

による収支からは企業の流動性を判断し，投資活動による収支（主として資金

の流出が多い）からは企業の将来性を判断し，財務活動による収支Ｏことして

資金の流人が多い）からは企業の資金調達能力を判断するという面で，また，

企業側の立場からみると，企業が営業活動により利益を生み出し，営業活動か

ら得られた資金が余ったとき投資活動が行われ，そのための資金が足りないと

きは財務活動によって調達するという面で，適切な分類であるといえよう。こ

の観点から，投資活動と財務活動は区別しなければならないと思われる。

　第３に，改正企業会計基準では，営業活動から得られた正味運転資本の区分

だけになっているが，営業活動に用いられる正味運転資本もあるということを

考えれば，この項目は営業活動に伴う正味運転資本にすぺきである。

　したがって，区分表示は，営業活動に伴うIE味運転資本，投資活動に伴う正
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味運転資本，および財務活動に伴う正味運転資本にし，正味運転資本の収入と

支出がない取引は財政状態変動表の本体には示さないで，別個の明細表に示す

べきであると思われる。

　（2）営業活動から得られた資金の表示

　第６章で述べたように，営業活動から得られた資金を示す方法には直接法と

間接法がある。直接法は，営業活動と関連する資金を収入と支出の総額でぶす

方法であり，日々の取引を記入した会計帳簿から直接的に作成する方法である，

間接法は，純利益に一連の修正過程を通じて営業活動から得られた資金を示す

方法であり，すでに作成された貸借対照表および損益計算書から間接的に作成

する方法である。

　ＳＦΛＳ第95号は，営業活動からのキャッシュフローを計算する場合，直接

法と間接法は「両者とも利点をもち，いずれの方法も一つの方法のみを認め，

他方を禁ずるほどの十分な利点をもたない」（par.110）とし，両者をともに

認めている。しかし，「より包括的，より有用な情報は，キャッシュフロづ|

算書には直接法で示し，間接法による修正過程は別個の明細表で示す方法によ

って得られる」（par.n9）としながら，この方法に従うことを勧告している，

また，間接法を用いる場合の修正過程はキャッシュフロー計算書のなかに含め

るか，またはキャッシュフロー計算書には含めず，別個の明細表に示すことの

いずれの処理方法も認めている。一方，直接法を用いる場合においても，間接

法を用いる場合の修正過程を別個の明細表に示すこととしている（par.30），

なお，間接法の場合も，支払利息（資本化された）と法人税の支払額は補足情

報として開示することとしている（par.29）。

　一方，日本の資金収支表は直接法によるものになっており，間接法を認めて

いない。これは，ＳＦＡＳ第95号の基本的立場に合致している。また，営業活

動から得られた資金は，ＳＦＡＳ第95吟のキャッシュフロー計算書においては
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y喋活動の区分で示すことになっているが，日本の資金収支表では，営業活動

および投資活動を含めた事業活動の区分で示すことになっている。しかし，･μ

業活動に伴う収支には，営業収入および営業外収入ならびに営業支出および営

Pは出が含まれているから，これらの科目からＳＦＡＳ第95号と同じ内容の

営業活動から得られた正味現金収支を計算することができる。

　これに対して，韓国では，営業活動から得られた正味運転資本は，当期純利

副こ正味運転資本の収入・支出がない収益・費用および投資と財務活動による

収益・費用項目を加減して計算する間接法だけによるものとなっている。この

ように，間接法だけで営業活動から得られた資金を示す方法には，第６章で検

討したような，概念上および実務上の多くの問題があり，今後直接法による表

示に関しても検討すべきであると思われる。

　（3）その他の表示

　D非資金取引の表示

　すでに述べたように，改正企業会計基準は，正味運転資本の運川と調達を明

らかにするという作成目的を提示しながら，正味運転資本の収入と支出がない

非資金取引をも財政状態変動表の本体に示すこととしている。

　この正味運転資本の収入と支出がない非資金取引を財政状態変動表の本体に

示すことは，ＡＰＢ意見書第19号の総財務資源概念にもとづくものである。し

かし。今回の改正では，改正前の総財務資源の文句は削除したが，区分表示の

なかには非資金取引を含めている矛盾をもっている。

　正味運転資本の調達と運用を明らかにするためには，iE味運転資本の変動に

影11を与える取引のみを財政状態変動表の本体に含めるべきであり，IL味運転

資本の変動に影響を与えない非資金取引は財政状態変動表の本体には示さず。

呂嘲の明細表で示すべきであると思われる。
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　2）為替レート変動の影響の表示

　外国の企業と取引を行ったり，外国で営業活動を行う国内企業は，外貨で古

示されている財務諸表を自国通貨で表示しなおさなければならない。この点，

資金計算書にも同様である。

　第７章で検討したように，ＳＦΛＳ第95号は，為替レート変動の影響をキャ

ッシュフロー計算書にどのように表示するかの問題について次のように述べて

いる。「外貨殖取引または在外事業活動を行っている企業のキャッシュフロー

計算書は，キャッシュフロー時における為替レートを用いて，外貨でのキャッ

シュフローの報告通貨相当額を報告しなければならない。換算の結果がキャッ

シュフロー時における為替レートを用いるときと実質的に同様であるならば，

当該期間の適切な加重平均為替レートを用いることができる。為替レーﾄの変

動が外貨で保有されている現金残高に与える影響は，当該期間の現金および現

金等価物の変動の別個の修正項目として報告しなければならない」（par.25），

このような規定とともに，ＳＦΛＳ第95号は，付録Ｃにおいて，キヤッシュフ

ロー計算書における為替レート変動の影響の表示問題の具体的な作成例を示し

ている（pars.136-146）。

　このような外貨換算の問題に対して，韓国の改正企業会計基準では，何にも

規定がない。韓国でも，外国での企業活動が活発になっているし，今後し嘩

の国際化が予想される現時点で，早急に検討しなければならない問題であると

思われる。
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　巾基準の不備

　改正企業会計基準では，十｡述の外貨換算に関する規定の不備とともに，他の

基準との関連で不完全なところがある。すなわち，1985年|月１目制定された

「連結財務諸表基準」では，連結貸借対照表と連結損益計算書に関する規定は

あるが，連結財政状態変動表に関する規定はない［大雄・権,1987.8，p.460］。

韓国では，財政状態変動表を貸借対照表，損益計算書とともに基本財務諸表の

一っとしてとらえており，連結財務諸表基準のなかにも連結財政状態変動表に

関する規定が含められるべきである。その際には，キャッシュフロー計算書に

おける為替レート変動の影響の表示問題に関する，ＳＦＡＳ第95弓の規定と例

示および第７章の検討結果が大いに参考になると患われる。

　（2）会計監査上の問題

　改正企業会計基準による財政状態変動表の監査にあたって，次の二つの問題

が生じる。

　第1に，財政状態変動表は，すでに作成された貸借対照表と損益計算書から

間接的に作成されるから，監査対象となる資料が不足しているということであ

る。貸借対照表と損益計算書は，原始証憑，仕訳帳，元帳等の記録された資料

により作成されるが，財政状態変動表は，期末に他の財務諸表をもとにして作

成されるから，その作成過程が帳簿に反映されない。したがって，監査にあた

9で･財政状態変動表の作成過程の追跡はほとんど不可能となる。

　この監査資料が不足しているという点は，日々の取引を記入した会計帳簿か

ら直接財政状態変動表を作成することにより解決できる問題である。直接簿記

のシステムから資金計算書を作成する方法に関しては，すでに染谷恭次郎

　［1956d，増補版1960］博士により体系的な研究がなされており，韓国で導入
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する際には大いに参考になると思われる。

　第２に，財政状態変動表は，基本財務諸表の一つとして位置づけられて以来，

公認会計士の監査範囲には含まれていたが，それに対する監査基岬の補完が行

われていないことである。財政状態変動表の重要性を認識し，基本財務諸表の

一つとしてとらえた以上は，財政状態変動表に関する監査基準および実施準則

は用意されるべきである。

　!981年基本財務諸表の一つになって以来，監査報告書上財政状態変動表に対

する限定意見が述べられたことは一度もなかったということは，このような問

題を間接的に証明している。直接簿記のシステムから財政状態変動表を作成す

ることは時間がかかるとしても，財政状態変動表に関する監査基準は早急に用

意しなければならない問題である。

　（3）情報利用者の理解不足

　韓国の財政状態変動表制度は，実務の発展により定着したものではなく，会

計情報の開示拡大の必要性および会計の国際的潮流への即応という目的で，ア

メリカ等においてすでに発達した制度を新たに移植したものにすぎない［権，

1989.p.192］。したがって，財政状態変動表の作成者および利川者は，財政

状態変動表の有用性および作成方法に対してほとんど理解していないようであ

る。韓国の監査法人および企業の経理担当者の話では，非七場会社はいうまで

もなく，上場会社の半分以上は，期末に公認会計士が財政状態変動表を作成し

ているとしている。

　このように作成された財政状態変動表は，情報利用者の意思決定に反映され

るはずがなく，ほとんど無川の表になりかねない。今後の財政状態変動表制度

の改善とともにその有用性や作成方法に対する一層の教育が必要とされる。
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　以上，韓国の資金計算書制度の現状を米国・日本の制度と比較・検討し，そ

の問題点を指摘したが，韓国の資金計算書制度は独自に発展してきたものでは

なく，米国の制度に影響を受けたものである。財政状態変動表を導入した当時

は,米国のＡＰＢ意見書第19弓に影響を受けたが，今I口|の改正は，ＳＦΛＳ第

95号の内容をある程度取り入れようとしたものである。しかし，今回の改良は，

様式の簡素化および表示形式の改咎にとどまり，ＳＦΛＳ第95吟の内容を積極

的に導入しようとしたものではない。この点で，財政状態変動表に対する今回

の改正は過渡期的措置であると思われる。以下では，今後韓国の財政状態変動

表制度を改善するとき考えなければならない問題を要約しておく。

CO財政状態変動表の基本目的は，企業の財政状態の変動を明らかにすることと

なっているが，この目的観はすでにわかりにくい，達成不可能なものであると

批判され，米国では，ＡＰＢ意見書第19号の財政状態変動表はＳＦＡＳ第95り

のキャッシュフ。一計算書に代えられている。この目的観に根本的な問題があ

るとすれば，それは再検討しなければならない。その際には，ＳＦΛＳ弟95号

に規定されている外部利用者の利用目的をも明確にする必要があると患われる。

②資金の概念として，販売業・製造業および建設業には正味運転資本概念を適

用し･その他の企業には正味運転資本概念と現金預金概念との選択適川を認め

ている。このように資金概念を二元化することは，情報利川者を混乱させる原

胎こなりかねない。資金計算書における資金概念としてどのような概念がもっ

とも適切であるかを十分検討したうえで，一つの概念に統一させる必要がある。

また･現金預金概念を用いる場合には，ＳＦＡＳ第95号でいう現金等価物をも

現金預金概念に含めるべきであると坦われる。

③財政状態変動表を活動別に分類・表示するならば，投資活動と財務活動は区

別し･営業活動に伴う収支，投資活動に伴う収支，財務活動に伴う収支に分類
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すべきである。また，正味運転資本の収入ど支出がない取引は別個の明細表で

示し，財政状態変動表の本体には正味運転資本の収支と関連する取引のみを小

すべきである。

④営業活動から得られた資金は間接法だけで示すこととなっているが，今後直

接簿記のシステムから作成できる直接法に関しても検討すべきである。

⑤財政状態変動表と関連する基準の補完が必要である。たとえば，為替レート

変動の影響の表示問題に関する規定，連結財政状態変動表基準，財政状態変動

表に関する監査基準の補完が早急に要求される。

⑥現在財政状態変動表の作成者および利用者は，財政状態変動表の有用性およ

び作成方法に関してほとんど理解していないようである。今後財政状熊変動表

の改善とともにその有用性や作成方法に関する一層の教育が必要とされる。こ

れに先立って情報利用者がどの程度財政状態変動表を利用しているかの実態分

析も必要であろう。

　以上の米国・日本・韓国の資金計算書制度を要約して，次の表８一１に比較

しておく。

表8パ
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四

/
∧、

米　国 日　木 韓

田名称 キャッシュフロー

計算書（cashHow

Slate･ent）

資金収支表 財政状ｔ

旧作成を要求する

　法律，規則

　および会計基準

~

即資金計算書の

　基本目的

‾ぺ

圃財務諸表体系に

　おける地位

~‾‾~--_〃=

ドＡＳＢの財務会計

基準書（ＳＦＡＳ）

第95号0987.11）

商法，証券取引法，企

業会計原則ともに作成

を要求していない。

　（ただ，1987年ぴI

　「有価証券の募集又は

売出しの届出等に関す

る省令」が改正され，

有価証券報告書・届出

書の「経理の状況１に

おいて従来のＦ資金繰

状況.1の代わりに｜資

金収支の状況」を示す

こととされている、）

企業会訓

　(1990年

　改lﾄﾞ〉

一会計期間の現金の

収入と支出に関する

情報の提供

規定なし 財政状里

基本財務諸表 財務諸表の体系外 基本財測

韓　国

財政状態変動衣

企業会訓基準

(1990年3JI

　改lﾄﾞ〉
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財政状態の変動を報告

基本財務諸表
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項目

国名
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米　国 日 木 韓　国
[旧
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〔I〕財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則，第十五条，第一号。

　財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則取扱要領，第ﾄ四。

〔2〕同規則，第十五条，第四号。同取扱要領，第二十一。

a】同取扱要領。第五十三。

(む証券取引法，第二条。第一項。

〔5〕同上，第二項。

旧資金の概念 現金および

現金等価物

現金および預金並びに

巾場性のある一時所有

の有価証券

正味運転資本（例外

として現金預金）

一一

（6）表示方法

　1.区分表示

2.営業活動から

　徊られた資金の

　表示

3.非資金取引の

　表示

1.為替レート変動

　の影響の表示

（7）監査対象

営業活動による収支．

授歯活飴による収支，

および財癌活動による

収支に区分表示

直接法と間接法の

選択適用

別個の明細表に

表示

当該期間の現金および

現金等価物の変動の

別個の修正項目として

表示（例示あり）

対象となる

事業活動に伴う収支と

資金調達活動に伴う

収支に区分表示

直接法

規定なし

低価法適川に伴う

評価損等調整額に

表示

規定なし

営業活動からllちj1が

正味運転資本，投資と

財務一拍からISられたi

正味運転資本，投資とＩ

財js活動にlilいられた

！

正味運転資本，正味連

転資本の収入と支出が

ない取り1，および正味

運転資本の崩滅内創ら

区分表示

閥接法

財政状態変動表の

本体に表示

規定なし

対象となる
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がそのまま残っている韓国の財政状態変動表には当然のごとく多くの問題ｶ訥

在しているはずである。また，実務上の必要により発展してきたものではなく，

アメリカの制度をそのまま導入したものであるから，その利用者側はいうまで

もなく，作成者側も未だ財政状態変動表の目的，資金の概念，表示形式，有用

性等の問題について十分理解していないようである。

　そこで，この調査では，財政状態変動表が制度化されて以来，10年を過ぎて

いる韓国を対象に，情報の送り手である会社の経理担当者が，財政状態変動表

をどのように開示してきたか，またこれについてどのように考えているかを分

析し，今後の改善策を提示することを目的としている。

　なお，この調査は，すでに行われたアメリカのSeed［1984b］および日本の

鎌田信夫［!987.8］教授の調査結果と比較できるよう行われたものである。

　（2）調査対象

　この調査では，調査時点（1990年8月１日）の韓国の上場会社669社のうち，

金融・保険会社87社を除いた582社のなかから無作為で200社を選んで，面接

凋査することを前提にして，経理担当部長あて凋査表を配布した。調査表を1

布した結果，101社から回答していただいた。

回答依頼会社

回答会社

回収率

200社

101社

50.5％

調査期間　1990年8月１日

　　　　～1990年10月31日

　このほか，参考資料として用いるため，調査対象会社以外の会社，すなわち

金融・保険会社および非上場会社の一部にも回答していただいた。

　この凋査における質問はかなり専門的事項に及ぶので，1旧社から回答して

いただいたことは予想以上の結果であり，十分満足しうるものと考えている，
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　（3）質問事項

　質問事項は，アメリカのSeed［1984b］および日本の鎌田信夫［1987.8］教

授が行った調査結果と比較し検討できるように。特別の場合を除き，できるだ

けこれらの質問に対応できるように考慮した。

　質問は四つの問題領域（合計20問）に分類されている。第！は，外部関係者

すなわち個人株主，機関投資家および銀行が，損益計算書および貸借対照表と

くらべて財政状態変動表をどの程度重要であると考えているかの問題と，どの

ような目的に利川しているかの問題を，会社の経理担当者に尋ねたものである

　□問）。第２は，会社が作成した財政状態変動表の内容と形式について，回

yi者個人の意見を尋ねたものである（7問）。第３は，財政状態変動表を外部

に報告する場合どのような情報が必要であるかの問題について，回答者個人の

貪見を尋ねたものである（3問）。第４は，財政状態変動表を内部目的でどの

ように利用しているか，また将来どのように利用するかの問題について，回答

者個人の意見を尋ねたものである（8問）。

第２節　調査結果の分析

巾外部関係者の利用目的

Ｑ１は，外部関係者すなわち個人株主，機関投資家および銀行が，財政状態

哺表を他の財務諸表，すなわち損益計算書および貸借対照表とくらべて，ど

確度重要であると考えているかの問題を，会社の経理担当者に尋ねたもので

ある･財政状態変動表を損益計算書および貸借対照表と同じ程度またはそれ以

比重変であると考えている人は，銀行では74％，機関投資家では63％，個人

牡では46％で，平均して61％である。これに対して，鎌田の調査では，銀行

では88％，機関投資家では48％，個人株主では!8％で，平均して51％が重要で

あると考えている。日本では，個人株主の82％が，損益計算書および貸借対照
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表より重要でないと答えているが，これは，鎌田教授が指摘しているように，

個人株主は機関投資家や銀行などが提供する情報に依存していると考えられる，

われわれの調査では，銀行では比率は低いが，機関投資家と個人株主は日本よ

り重要であると考えている。また，平均しても重要であると考えている人の比

率が日本よりは10％ほど高い。

　Ｑ２は，財政状態変動表の利用目的として，12項目挙げ，個人株主，機関投

資家および銀行が，これらの目的のためどの程度財政状態変動表を利用してぃ

るかを，会社の経理担当者に尋ねたものである。個人株主の場合は，日本の調

杏結果と同様に，「良く利用する」および「たまに利用する」すなわち「利用

する」が，「殆ど利用しない」および「利用しない」すなわち「利川しない」

を上回った項目は全くない。機関投資家および銀行が「利用する」と答えた項

目を利用度の高い順に示すと以下の通りである。

　　　　機関投資家

1.利益とキャッシュフロー

　　との関係

2.内部資金源泉によって

　　事業活動を行う能力

3.配当支払能力

4.設備投資の状況および

　　増資機会の利用

4.損益計算書と貸借対照表

　　との比較

6.実績と見積キャッシュフロー

　　との比較

7.流動性の評価

　　　　　　　銀行

　　　!．利益とキャッシュフロー

フ0％　　との関係

　　　2.流動性の評価

63　3.内部資金源泉によって

58　　　事業活動を行う能力

　　　4.債務返済能力

57　5.損益計算書と貸借対照表

　　　　との比較

57　6.設備投資の状況および

　　　　増資機会の利用

56　6.実績と見積キャッシュ

55　　　フローとの比較

77%

69

68

64

62

61

61
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8.経営状況の悪化に対する

　適応力

9,債務返済能力

10,利益の質

II. 他社の財務資料との比較

12.会社の業績評価の基準

53

51

49

41

36

8.経営状況の悪化に対する

　　適応力

9.配当支払能力

10.利益の質

11.他社の財務資料との比較

吃会社の業績評価の基準

179

58

52

51

48

39

　この調査結果で明らかなように，会社の経理担当者は，機関投資家も銀行も，

蹟状態変動表を「利益とキャッシュフローとの関係」を把握するために一番

多く利用していると考えている。このことは，「利益とキャッシュフローとの

雖」の把握は現金概念に基づく財政状態変動表から得られるものであるから，

問者側では，運転資本概念よりは現金概念に基づく財政状態変動表を強く求

めていることを意味する。この結果から，販売業・製造業および建設業では運

哺本概念に基づく財政状態変動表の作成を義務付けている韓国の企業会計基

ね再検討しなければならない。

　もうーっの特徴は，配当支払能力を評価するためには，機関投資家は３番目

に･銀行は９番目に利用しているのに対して，流動性の評価のためには，銀行

は2番目に，機関投資家は７番目に利用していることである。

　今･銀行について，Seedおよび鎌田の調査結果と比較すると以’ﾄ‾の通りであ

6，

1･和装とキヤッシュフ。－

　との関係

2｀流動性の評価

　　韓国

順位　利用率

　　1　　77％

２
69

　　Seed

順位　利用率

　　3　　83％

４

79

　鎌田

順位　利用率

　2　　80％

６ 74
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3.内部資金源泉によって

　　事業活動を行う能力

4.債務返済能力

5.損益計算書と貸借対照表

　　との比較

6.設備投資の状況および

　　増資機会の利用

7.実績と見積キャッシュ

　　フローとの比較

8.経営状況の悪化に対する

　　適応力

9.配当支払能力

10.利益の質

11.他社の財務資料との比較

12.会社の業績評価の基準

３
　
４

５

６

６

Z
　
Q
　
O

　
　
　
　
　
　
１

目

12

68

64

62

6!

61

58

52

51

48

39

１

１

６

86

86

67

10　　59

８

L
Q
　
Q
　
¥

　
　
　
　
　
　
Ｉ

11

　9

63

72

67

55

55

60

１

２

６

２

８

　5

12

10

　9

10

84

80

74

80

66

76

44

54

64

54

　この比較から次の二つの事実を確認することができる。第１は，アメリカと

日本では「内部資金源泉によって事業活動を行う能力」を判断することが第↓

位にあげられているのに対して，韓国では「利益とキャッシュフローとの関係|

の把握が第１位にあげられていることである。第２は，「配当支払能力」を評

価する目的のために，日本ではあまり利用していないと考えているのに対して。

アメリカでは67％の人が利用していると考えていることである。

　（2）内容と形式

　Ｑ３は，資金の概念としてどのような概念が最も適切であるかを会社の軽妙

担当者に尋ねたものである。すでに述べたように，韓国では，販売業・製造jl
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おょび建設業は，運転資本概念に基づく財政状態変動表を作成しなければなら

ないが，その他の企業では，現金預金概念に基づく財政状態変動表の作成が認

められている。調査対象の会社は，金融・保険会社を除いたものであるから，

回答した殆どの企業が運転資本概念に基づく財政状態変動表を作成しなければ

ならないが，個人的見解としては，現金・預金と現金・預金および一時所有の

佃証券の資金概念が最も適切であるという答えは52％を占めているのに対し

て,運転資本概念が最も適切であるという答えは20％にすぎない。

　Ｑ４は，Ｑ３の答えに対する理由を尋ねたものである。その答えとして，

「ヤッシュフローの分析を容易にする」という理由を指示する人（46％）が一

移い。そのほか，「流動性をはっきりする」（27％），「利用者がデータを

理解し，かっ，適切に評価することができる」（15％）という理由があげられ

る,鎌田の調査では「流動性をはっきりする」という理由を支持する人が一番

勧ヽったが，Seedの調査では，現金概念を選好する財務担当者の79％が「キャ

ッシュフローの分析を容易にする」という理由を支持している。

　Ｑ５は，資金概念の統一的使用について個人的見解を尋ねたものである。す

べての会社，または同一業界に属するすべての会社が同じ資金概念を川いるべ

㈹あると答えた人が，Seedの調査では72％，鎌田の調査では75％であるが，

われわれの調査では80％で，韓国でもっと資金概念の統一を求めていることが

経られる。

　Ｑ６は，財政状態変動表の表示形式，すなわち，源泉・使途別分類と活動別

鴻にっいて個人的見解を尋ねたものである。Seedの調査では，（1）源泉・使

鯛分類，（2）活動別分類，（3）両者の組み合わせ方式を支持する比率は，そ

れぞれ･33％，44％，13％であるが，　われわれの調査では，25％，52％，23％

で’Seedの調査より活動別分類を支持する人が多い。鎌田の調査でも同じ傾向

賤られるが，韓国では，1990年3月29口付けで改正された企業会計基準の影

11を反映するものとみることができる。
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　Ｑ７は，営業活動から得られた資金を表示する方法，すなわち，直接法と間

接法について個人的見解を尋ねたものである。韓国では，事実.Lすべての会社

が間接法を川いているにも拘らず，個人的見解としては，直接法を支持する比

率は63％である。鎌田の調査でも，すべての会社が間接法を用いているにも拘

らず，75％が直接法を支持している。Seedの調査でも，!983年において現実に

は94％の会社が間接法を用いているにも拘らず，直接法を支持する人が多いと

している。

　Ｑ８は，Ｑ６およびＱ７の質問に対する回答の理由を尋ねたものである。

　「利用者がデータを理解しやすい」という理由をあげた人が一番多かった（38

％）が，これは，Seed，鎌田の調査結果と同様である。ついで，「資金フロー

と損益計算書の関連がわかるから」（23％），「キャッシュフローの分析が容

易になるから」（17％）などの理由であるが，これも鎌田の調査結果と同様で

ある。

　Ｑ９は，開示方法の統一が必要であるかを尋ねたものである。「すべての会

社が同じ方法を用いるべきである」と答えた人が24％，「同一業界内部で同じ

方法を用いるべきである」と答えた人が60％である。これに対して，「各社が

適当と考える方法を用いるべきである」と答えた人は16％にすぎない。鎌田の

調査では，それぞれ，56％，30％，!4％であるが，Seedの調査では，それぞれ，

44％，21％，34％である。資金の概念と財政状態変動表の内容および形式の統

一は，他企業との比較可能性という点で，極めて重要な問題である。この点て。

韓国と日本では，「すべての会社が同じ方法を用いるべきである」および「同

一業界内部で同じ方法を用いるべきである」と答えた人が，それぞれ，84％，

86％で，開示方法の統一を強く求めているといえる。これに対して，アメリカ

では，「各社が適当と考える方法を用いるべきである」と答えた人が34％で，

この点の合意を得ていないようである。
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　（3）外部報告上の問題

　Ｑ１０は，外部利用者に対する資金情報の開示について，すべての会社が報

告すべきかまたは銀行を除くすべての会社が報告すべきか，また，期間比較情

報，セグメント情報，四半期ごと情報が必要であるかどうかを尋ねたものであ

る。われわれの調査では，すぺての会社が報告すべきであると答えた人は69％

であるが，銀行を除くことを反対する人は84％に達している。この点は，鎌田

の調査結果と同様であり，銀行においても資金情報の開示を要求していること

を意味する。期間比較可能な方法で報告することを要求する人は82％，セグメ

ント別に報告することを要求する人は24％であり，この結果はSeedおよび鎌田

の調査結果とほぼ同じである。また，四半期ごとの情報が必要であると考える

人は16％にすぎないが.Seedの調査では65％，鎌田の調査では29％が必要であ

ると考えている。このような情報の必要性に対するわれわれの調査結果とSeed

および鎌田の調査結果を比較すると以下の通りである。

1.すべての会社の報告

2.銀行を除くすべての会社の報告

3.期間比較情報

4.セグメント情報

5.四半期ごと情報

韓国

69％

16

82

24

16

Seed

84％

＊

88

2/1

65

鎌田

72％

23

83

19

29

　Ｑ１１は，外部報告上問題となる資金情報を15項目あげ，その必要性につい

て尋ねたものである。われわれの調査結果を支持率の高い順に並べて，Seedお

よび鎌田の調査結果と比較すると以下の通りである。
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韓国

1.資金フローを営業活動と

　　営業外活動に区別する。

2.営業活動に伴う資金フロー

　　を経常的なものと臨時的な

　　ものに区別する。

3.外貨換算による影響を

　　明らかにする。

4.長期投資と短期投資を区別する。

5.利用者に役立つデータの説明を

　　脚注で示す。

6.債務を性質別に分類する。

89％

75

74

71

67

61

Seed

9!％

76

63

80

44

62

鎌田

76％

55

69

71

54

43

　この調査結果で明らかなように，外部利用者が必要とする情報のうち，資金

フローを営業活動と営業外活動，すなわち，活動別に分類することが，われわ

れの調査でもSeedおよび鎌田の調査でも第１位である。

　また，財務諸表土に開示する必要がないと主張する情報の比率について比較

すると以下の通りである。

1.現金の支出を伴わない取引

　　(例：社債の株式転換)

2.資金の拘束・非拘束関係

3.資本支出の種類別分類

4.利用者に役立つデータの説明

韓国

61％

Seed

42％

42

68

70

66

82

78

鎌田

83％

96

94

89
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　これに対して，これらの情報を脚注で示す必要があると主張する比率につい

て比較すると以下の通りである。

]．現金の支出を伴わない取引

2.資金の拘束・非拘束関係

3.資本支出の種類別分類

4.利用者に役立つデータの説明

韓国

55％

46

41

67

Seed

60％

76

19

羽

鎌田

64％

31

22

54

　この調査結果の比較から明らかなように，アメリカでは，現金の支出を伴わ

ない取引，いわゆる非資金取引を財務諸表土に示す必要があると主張する比率

が韓国・日本より高い。また，日本では，このような情報を財務請表土に示す

必要はほとんどないとしているが，韓国では財務諸表土に示すよりは脚注で示

す必要があると主張する比率がやや高い。

　Ｑ１２は，営業活動から得られた資金の要約的指標が必要であるかどうかを

尋ねたものである。そのなかで，必要であると答えたのは「一株当たり営業活

動から得られた資金」の情報だけであり，その仙の情報はあまり必要でないと

答えている。これは，鎌田の調査結果と同じである。

　（4）内部利用の状況と問題

　Ｑ１３は，財政状態変動表を内部管理目的のためどの程度利川しているかを

尋ねたものである。われわれの調査では，［よく利用する］および「たまに利

用する」と答えた会社が87％であるが，鎌田の調査では92％である。これにつ

ぃては，すでに染谷恭次郎［!98511博士により調査が行われているが，その結

巣はわれわれのものとほぼ同じである。Ｑ！４は，内部川の様式と外部用の様

べが同じであるかどうかを尋ねたものであるが，異なると答えた人が68％で，
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外部用の財政状態変動表の様式に問題があることを意味する。鎌田の調査結果

では，異なると答えた人が73％でわれわれの結果とほぼ同じであるが，Seedの

調査結果では，同じであると答えた人が76％で，われわれの結果と対照的であ

る。

　Ｑ１５は，内部用の財政状態変動表をどの程度の頻度で作成しているかを尋

ねたものである。毎月作成していると答えた人は，われわれの調査では60％，

鎌田の調査では70％，Seedの調査では65％である。Ｑ１６は，セグメント別に

内部用の財政状態変動表を作成しているかどうかを尋ねたものである。作成し

ていると答えた人は，われわれの調査では5％しかいないが，鎌田の調査では

15％，Seedの調査では42％である。

　Ｑ１７は，資金情報の期間比較をどのようにしているかを尋ねたものである

が，55％が前期と比較していると答えている。これは，鎌田の調査では54％，

Seedの調査では64％でほぼ同じである。

　Ｑ１８は，財政状態変動表の内部利用目的を16項目あげ，これらの目的のた

めにどの程度の頻度で利用しているかを尋ねたものである。「よく利用する」

および「たまに利用する」すなわち「利川する」と答えた項目をSeedおよび鎌

田の調査結果と比較し，利用度の高い順に示すと以下の通りである。

1.現金需給予測・財務計画設定

2.財政状態の変動状況の分析

3.キャッシュフローと流動性の調査

4.運転資本に対する投資額の調査

5.負債の返済能力の調査

6.固定資産に対する投資額の調査

7.予算編成のためのデータ作り

韓国

83％

80

78

74

74

73

70

Seed

82％

72

82

55

60

51

67

順位

　１

４
　
２

10

　8

13

　5

鎌田

96％

90

66

45

53

59

86

順位

　１

２
　
６
　
１

　
　
　
　
　
　
１

０
　
８
　
３

１
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8.内部資金源泉による営業活動への

　　資金供給力の評価

9.損益計算書と貸借対照表との比較

10.配当支払能力の評価

汪戦略計画策定のためのデータ作り

12.企業の業績評価

13.他社の財務資料との比較

14.戦略計画の達成度の把握

15.設備資産の調査

16.部門管理者の業績評価

70　　77

67　　53

56　　51

55　　66

48　　59

48　　＊

40　　＊

39　　62

18　　＊

　３

１】

C
~
S
　
C
7
3

Ｉ

７

72

60

36

67

43

剥

55

38

14
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4

7

14

　5

12

15

　9

３
　
ｐ
ｏ

‐
　
‐

＊比率は示されていないが否定的回答。

　この調査結果から，韓国，日本，アメリカともに，内部用の財政状態変動表

をF現金需給予測・財務計画設定」のために一番多く川いていることが明かで

ある。この「現金需給予測・財務計画設定」とともに，韓国では，内部川の財

政状態変動表を，「財政状態の変動状況の分析」およびＦキャッシュフローと

流動性の調査」に多く利用している。これに対して，アメリカおよび目木では，

「内部資金源泉による営業活動への資金供給力の評価」および「f算編成のた

めのデータ作りＪに韓国より多く利用している。また，韓国では，「部門管理

者の業績評価」，「設備資産の調査」，「戦略計画の達成度の把握｜および

「他社の財務資料との比較」にはあまり利川していないが，この結果はアメリ

カ，日本と同様である。

　Ｑ１９は，内部用の財政状態変動表に用いている資金の概念について尋ねた

ものである。われわれの調査では，これまで使ったまたは1991年予定の資金概

念は運転資本概念が圧倒的に多い（74％）が，個人的見解としては，運転資本

概念を支持する人の比率は33%にすぎない。これに対して，現金・泊金概念を
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これまで使ったまたは199!年予定の人の比率は!!％であるが，個人的見解とし

ては27％が支持している。

　Ｑ２０は，内部用の財政状態変動表の表示形式について尋ねたものである。

これまで使ったまたは1991年予定の財政状態変動表の表示形式は，資金の源泉

と使途別に区分報告する方法が多かったが，個人的見解としては，外部川の財

政状態変動表に対する調杏結果と同様に，資金を営業・投資・財務活動別に区

分する活動別分類を支持する人が多い。また，営業活動から得られた資金の表

示方法として，直接法をこれまで用いたまたは1991年用いる予定の会社は65%

であるが，個人的見解としては直接法を支持する人の比率は82％である。

第３節　要約

　この調査は，財政状態変動表が制度化されて以来，10年を過ぎている韓国を

対象に，情報の送り手である会社の経理担当者が，財政状態変動表をどのよう

に利用し，またどのように考えているかを分析するために実施したものである，

この調査結果から明かになったものを要約すると以下の通りである。

①外部関係者すなわち個人株主，機関投資家および銀行のうち，銀行と機関投

資家は，財政状態変動表を損益計算書および貸借対照表と比べて同じ程度また

はそれ以上に重要であると考えているが，個人株主はあまり重要でないと考え

ている。

②機関投資家および銀行が財政状態変動表を利用する第１の目的は「利益とキ

ヤッシュフローとの関係」を把握するためであるが，「利益の質」の評価。

「他社の財務資料との比較」，および「会社の業績評価の基準」のためにはあ

まり利用していない。
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③韓国では，資金の概念として，販売業・製造業および建設業には正味運転資

本概念を適用し，その他の企業には正味運転資本概念と現金預金概念との選択

適用を認めているが，個人的見解としては，現金預金（一時所有の有価証券の

概念を含む）の資金概念が最も適切であると考えている。その理由としては，

「キャッシュフローの分析を容易にする」，「流動性をはっきりする｜等があ

げられる。また，個人的見解として，正味運転資本概念と現金預金概念にﾆ｡元

化されている資金概念を統一的に使用することを強く求めている。

④!990年凝jに改正された韓国の企業会計基準によれば，財政状態変動表の表

示形式において，従来の源泉・使途別分類から活動別分類に接近するものとな

っている。また，営業活動から得られた資金の表示方法は間接法によるものと

なっている。この問題に対する個人的見解として，表示形式については活動別

分類，営業活動から得られた資金の表示方法については直接法を支持する人が

多い。その理由としては「利用者がデータを理解しやすい」という項目をあげ

た人が一番多い。このような表示形式についても各企業間の比較ができるよう

に統一的に使用することを強く求めている。

⑤外部利用者に対する資金情報の開示について，すべての会社が報告し，期間

｜塊可能な方法で報告することは必要であるとしているが，セグメント別の情

　報と四半期ごとの情報はあまり必要でないとしている。また，外部利川者が必

　赴する情報として，「資金フローを営業活動と営業外活動に区別するに

　「営業活動に伴う資金フローを経常的なものと臨時的なものに区別する」，

　「外貨換算による影響を明らかにする」等があげられる。

　⑤現金の支出を伴わない取引，いわゆる非資金取引は財務諸表土に示さないで，

　細注で示す必要があると主張する比率がやや高い。

　⑦財政状態変動表を内部管理目的のためによく利用しているが，外部川の様式

　浅なると答えた人が多い。この点は，外部用財政状態変動表の様式に問題が

　あることを意味する。また，内部用の財政状態変動表は毎月作成し，前期との
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比較のために多く用いている。財政状態変動表の内部利用目的としては，「現

金需給予測・財務計画設定」が一番目にあげられる。内部用財政状態変動表に

おける資金の概念として運転資本概念を多く用いてきたが，個人的見解として

は現金預金概念を支持する比率が増加している。内部用財政状態変動表の表示

形式については活動別分類を支持する人が多い。

　韓国における財政状態変動表の導入はアメリカの影響によるものであるから，

われわれは，われわれの調査結果を，アメリカで行ったSeedの調査結果および

それと比較できるように日本で行った鎌田の調査結果と比較してみた。その結

果，多くの点で意見の一致が見られるが，その主なものは以ドの通りである。

①銀行および機関投資家にとって，資金情報は損益計算書および貸借対照表の

情報と同様に重要である。また，外部報告の目的のためにも内部管理目的のた

めにも資金計算書をよく利用している。

②資金の概念として運転資本概念よりは現金預金概念を選好している。

③資金計算書の表示形式として活動別分類を支持する人が多くなっている。

④営業活動から得られた資金の表示方法として，間接法よりは直接法を選奸し

ている。

これに対して，意見の一致をみていない点を要約すれば以下の通りである，

①日本と韓国では開示方法の統一を強く求めているのに対してアメリカではそ

れほど強く求めていない。

②四半期ごとの情報は，日本と韓国ではあまり必要でないと考えているのに対

してアメリカでは65％が必要であると考えている。

③内部管理目的のために作成される資金計算書の様式と外部報告目的のために
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作成される資金計算書の様式がアメリカでは一致しているが，日本と韓国では

一致していない。また，内部用資金計算書の作成に当たって，アメリカではセ

グメント別に作成しているが，日本と韓国ではセグメント別に作成していない。

　以上のわれわれの今回の調査は鎌田の調査と同様に，情報の送り于側だけ対

象にしたものであるが，今後情報の受け手側を調査することによって，送り手

側と受け手側の要求が一致しているかどうかを確認する必要があると思われる。

[注]

（1）この調査は，韓国の釜山大学校崔相文教授と慶北大学校姜鎬螢教授の協力

を得て行われたものである。ここに記して感謝の意を表したい。また，この調

査のアメリカと日本との比較ができるように先に調査を行ってドさったSeedお

よび鎌田教授にも感謝したい。
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I.外部関係者の利用目的
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QI.株主（機関投資家を除く），機関投資蜜．銀行（債権者）が，あなたの会社を評価

　する場合，貸借対照表および損益計覚書とくらべて，財政状態変動表をどの程度／眼

　饗と考えていると思いますか．

　　　　　　　　　　　　　　　　非常に重要　同じ程度に重要　堆偏!でない

　川株主（機関投資家を除く）　　４　　　　　４２　　　　　５５

　１２１機関投資家　　　　　　　　１３　　　　　　５１　　　　　３７

　同銀行｛債権１０　　　　　　　２４　　　　　　５１　　　　　２６

Ｑ２．株主（機関投資家を除く）．機関投資家，鰻行（債権者）が．あなたの会社を次の

　13項目について調査する場合，どの程度の頻度で，財政状撞変動表を利川すると思い

　ますか．

に内部資金源泉によって

　　事業活動を行う能力

　田株主（機関投資家を除く）

　旧機関投貴家

　□）銀行（債権者）

2･配当支払能力

　川株主（機関投資家を除く）

　旧機関投資家

　田銀行（債権者）

3･債務返済能力

　田株主（機関投貴家を除く）

　旧機関投資家

　田銀行（債権者）

よく　　　たまに

利用する　利川する
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　４．流動性の評価

　　（1）株主（機関投資家を除く）

　　（2）機関投資家

　　（3）銀行（債権者）

　５．設備投資の状況および

　　　増資機会の利用

　　（1）株主（機関投貴家を除く）

　　（2）機関投資家

　　（3）銀行（債権者）

　６．経営状況の膳化に対する

　　　適応力

　　（1）株主（機関投資家を除く）

　　（2）機関投資家

　　（3）銀行（債権者）

　７．利益の質

　　い）株主（機同役貴家を除く）

　　（2）機関投資家

　　（3）銀行（債権者）

　８．会社の業績評価の基準

　　（1）株主（機関投資家を除く）

　　（2）機関投資家

　　（3）銀行（債権者）

　９．利益とキャッシュフローとの

　　　関係

　　（1）株主（機関投資家を除く）

　　（2）機関投資家

　　（3）銀行（債権者）

１０．実績と見積キャッシュフロー

　　　との比較

　　（1）株主（機関投資家を除く）
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　　（2）機関投資家

　　圀銀行（債権者）

１１。損益計算書と貸借対照表

　　との比較

　田株主（機関投資家を除く）

　旧機関投資家

　（3）銀行（債権者）

１２。他社の財務資料との比較

　田株主（機関投資家を除く）

　（2）機関投資家

　旧銀行（債権者）

１

１

１

１

/1

5

４

５

６

　４

１０

１３

口．その他（ありましたらご記入下さい）

　　（

田

(2)

(3)

株主（機関投資家を除く）

機関投資家

銀行（債権者）

１．内容と形式

０
　
０
　
０

４

４

２

４

４

１

３

３

３

７

２

３

７

５

１

５

Ｏ
　
Ｏ

Ｏ

３

３

５

３

３

５

４

３

３

０

４

６

２

４

５

９

１

２

２

１

１

１

９

１

７
　
６

８

５

４

〉
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Ｑ３．ｒ資金ｊという用語は，次のように，様４に解釈されています。あなたは，次の資

　金概念のうちどのような概念が晨も適切であると思いますか。

1・現金・預金

2・現金・預金および一時所有の有価証券

3・現金・預金および一時所有の有価証券から

　　短期借入金を控除した分

４・正味貨幣性資廠（現金・預金，一時所有の

　　有価証券および売掛金等から流動負債を控除した分）

5･現金・預金．一時所有の有価証券および売掛金等から

　　買掛金および未払費用等を控除した分

３

１

４

９

６

１８

３
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６．運転資本（流動資産から流動負債を控除した分）

了．特に定めない

８．その他（ありましたらご記入下さい）

　（

２ Ｏ

１

）

Ｑ４．Ｑ３の答えに対する理由を次の項目から選んで下さいＣ２項目以上の答えがある堀

　　合は。最も重要な項目に０印をつけて下さい）。

　Ｉ．利用者がデータを理解し，かつ．適切に評価する

　　　ことができるから

　２．詳細な情報開示ができるから

　３．キヤヽフシュフローの分析が容易になるから

　４．流動性がはっきりするから

　５．業界の実務と一致しているから

　６．これまで．継続的に使用しているから

　７．内部報告で用いているものと一致しているから

　８．概念として最も優れているから

　９．慣習であるから

Ｉ０．その他｛ありましたらご記入下さい｝

　　（

Ｏ１

Ｏ２

ＯＩ

Ｏ１

Ｏ２

Ｌ
ｎ
　
～
　
ｃ

１
　
　
４

２ ７

６
　
４

１

Ｑ
ノ
ー
　
ー

）

Ｑ５．あなた|;1すべての会社が．同じ壷金朧念を用いて財政状態変動表を作或すべきだと

　　考えますか．それとも．各社が．それぞ九適当と考える資金概念を使用すればよいと

　　考えますか．

１．どの会社も同じ資金難念を使用すべきである．

２．同一･業界に謳するすべての会社が同じ資金概念を使用すべきである．

３．各社が，それぞれ，最も適当と考える資金概念を使用すべきである．

１

６

２

２

９

０

Ｑ６．財政状態変動表の表示形式には，様々な様式があります．そのうち，運転資本型の

ｉ

ｌ

第９章　資金計算書の利用問題に関する実態分析

憬式を二例，次に示しますので，これ4こついてお尋ねします。

例１．　　漣泉使途別区分方式

××株式会社　　　財政状態変動表

　　　　0990年1月１日から1990年12月31日まで）

資金の源泉：

　官業活動から得られた運転資本

　固定資産の売却

　　　上地

　　　建物

　社債の発行

　　　運転青木の源泉合計

資金の使途：

　固定資産の購入

　　　土地

　　　建物

　　　設備

投資株式の取得

長期借入金の返済

配当金の支払

　　　運転資本の使途合計

　　　運転青木の増加

例２． 活動別区分方式

××株式会社　　　財政状態変動表

　　　　（1990年1月１日から1990年12月31日まで）

営業活動：

１

３

１

１

210

150

350

040

560

（百万ウォン）

２,ＵＯ

　７

　３

－

１３

２

360

740
-

S仙

950

０
　
０

‘
７
　
ｓ
ｒ

’
‐
　
’
‐

　
～
　
Ｓ

Q
　
N

１１

－

　１

500

-

740

-

800

-

197

（自‾万ウォン）
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　経常収入（販売収入を含む）

　経常支出（仕入代価の支払を含む）

投資活動：

　有形固定資産の売却

　　上地

　　建物

　　　合計

　有形固定資産の購入

　　土地

　　建物

　　設備

　　　合計

　投資株式の取得

財務活動：

　社債の発行

　長期借入金の返済

　配当金の支払

　　運転資本の増加

8

(6
－

４

３

－

７

97D

530

210

150
-

360

ｙ

(1､3501

11､0403

（

一

560）

-

(2,950)

2,UO

｛6､150｝｛1､710｝

３

（２

（

－

710

140

500

）

）

一

借金情報の外部報告のために，次のどの方法がよいと思いますか。

１．源泉・使途別に報告する．

２．活動別に報告する（例：営業、投資、財務ｉ．

３．上記の１と２を組み合わせる．

４．主要な資金フローを示すためにその他の項目を分類する．

１

－

１

100

-

800

例１．直接法

第９章資金計算書の利用問題に関する実態分析

営業活動から得られた運転資本

売卜収入

受取利息収入

受取配当金収入

仕入支出

販売豊一一般管理費支出

支払利息支出

法人税支出

営業活動から得られた運転資本

例２．１圃接法

営業活動から得られた運転資本

当初|純利益

　運転査本に影響を与えない項目：

　　加－：減価償却曹

　　　　　社債発行差金償却

　　　　　建物火災椙失

　　　　　投資有価証券評価椙

　　控除：土地売却益

　　　　　備品売却益

営業活動から得られた運転資本

（巨万ウォン）

31

31

29

－

　2

51

1h

　8

－

76

14

－

611

７

４

９

－

０

４

６

１

201

101

501

255

　15

150

　20

-

125

70

1,a06

810

199

（百万ウォン）

565

440

(195)

一一一一

８１０

２

５

２

５

３

３

０

Ｑ７．営業活動から得られた資金（運転資本）を表示する方法には，次に示すように

　　Ｆ直接法」と日田接法」があります。
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　営業活働から得られた資金（運転資本）を外部利用者に示すためには，これらニつの

方法のうち，どの方法によるとよいと思いますか．

１．例１の方法〔直接法〕

２．例２の方法【間接法】

６

３

４

７

Ｑ８．Ｑ６およびＱ７の質問に対する回答の理由を次の項目のなかで選んで‾ﾄさり

　　　（回答が複数の場合，最も重要な項目にＯをつけて下さい。）

　１．利用者がデータを理解しやすいから

　２．詳細な情報開示ができるから

　３．キャッシュフローの分析が容易になるから

　４．流動性がはっきりするから

　５．資金フローと損益計算書の関連がわかるかち

　６．業界の実務とｰ一致しているから

　７．これまで鎚綾的に使用しているから

　８．内部報告で用いているものと一致しているから

　９．概念として最も優れているから

１０．慣習であるから

１１。その他｛ありまＬたらご記入下さい｝

　　（

３ ８

ＯＩ

ＯＩ

Ｏ４

９
　
７

　
　
　
１

２

７

３

５
　
３

１

３
　
２

）

Ｑ９．Ｑ６およびＱ７で，外部利用者のための開示方法は，すべての会社が同一の方法を

　　用いるべきであると思いますか．または，各社が．最も適切とする方法を使用すれば

　　よいと思いますか．

１．どの会社も同じ方法を用いるべきである．

２．同一業界内細では，同じ方法を用いるべきである．

３．各社が適当と考える方法を用いるべきである．

２

６

１

４

１

６

｜
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Ⅲ．外郎報告上の問題

Ｑ１０．外部利用者に対する資金の報告について，あなたの考えをお聞かぜ下さい

１．すべての会社が報告すべきである．

２．銀行を除くすべての会社が報告すべきである．

３．期間比較できる方法で報告すべきである．

４．セグメント別に報告すべきである．

５．四半期毎に報告すべきである．

Ｑ卜I.次の資金情報は必要と思いますか．

　１．現金の支出を伴わない財務取引・投資取引

　　（例：社債の株式転換ｌを財務諸表上で明らかにする。

　２．現金支出を伴jっない財務取引・投資取引を脚注で示す。

　３．外貨推重による影響を明らかにする。

　４．長期投資と短期投資を区別する。

　５．債務を性哲別に分葱する。

　６．資金フローを営業活動と営業外活動に分ける。

　７．営業活動に伴う資金の流れを，経常的なものと

　　　臨時的なものに区111する。

　８．拘束されている金額と拘束されていない金額の違いを

　　　財務諸表上に司|らかにする。

　９．拘束されている金額と拘束されていない金額の違いを

　　　脚注で示す。

１０。資本支出の種類（例：設備の維持，設備拡張，

　　　設備の定期補修）を財務諸表上に明らか4こする。

１１。資本支出の種類を脚注で示す。

は

７

１

８

２

１

い

０

６

３

１

６

はい

３

５

７

７

６

９

９

６

５

２

２

０

７６

５９

４６

３

４

２

１

いいえ

　３１

　８５

　１８

　７７

８ ５

いいえ

6

/1

2

２

３

１

２

５

６

９

９

１

２５

/12

５５

６

６

９

０

201
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１２．資本支出の種類を財務諸表以外で明らかにする．

１３．利用=肴に役なつデータの説明を財務諸表土に

　　　示すべきである．

１４．利用者に役立つデータの説明を脚注で示すべきである．

１５．利用者に役立つデータの説明を財務諸表以外で

　　　明らかにすべきである．

２７

３

６

０

８

３８

Ｑ！２．資金情報を要約するため次のような指標を提僕すべきだと思いますか。

１．一株当たり営業活動から得られる資金

２．営業活動から得られる資金

　　÷利息および（または）配当金

３．営業活動から得られる資金-;一負債

４．営業活動から得られる資金÷投資

IV ｡ 内部利用の状況と問題

Ｑ１３．貴社では，財政状態変動表を内部で利用していますか．

１．よく利用する。

２．たまに利用する。

３．殆ど利用しない。

４．利用しない。

！

６

１

９

９

０

３

（Ｑ１３で４以外にＯ印をつけた方にお尋ねします。）

はい

５２

３

４

４

０

１

７

７４

７

３

１

３

６３

いいえ

　ｄ９

７

６

５

ｌ

ｏ

４

Ｑ１４．貴社の内部用の財政状態変動表の様式は，外部報告用の様式と同じですか．

１．同じ ３０

２．違う

第９章資金計算財の利川問題に関する実態分析

６３

Ｑ１５．置社の内部用の財政状態変動表は，どの程度の頻度で作成しますか。

】．年に一回

２．半期ごと

ヨ．四半期ごと

４．毎月

５．必要に応じて

２
　
５

　
　
　
１

１

５

１

○

６

０

Ｑ１６．置社では．事業単位別に財政状態変動表を作成していますか．

】．ほい

２．いいえ ８

５

８

Ｑ１７。貴一社では。資金情報の期間比較をどのようにしていますか。

1..前期との比較

２．過去の数期間の比較

３．予算との比較

４．財務予測との比較

５

１

２

１

７

０

５
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Ｑ１８．財政状態変動表の利用目的が，次に１６項ｇ示されています。酋社では，内ls月|

対政状態変動表を。これらの目的のためどの程度の頻度で利川していますか。

1一企業の業績評価

2･運転資本に対する投資額の調査

3･固定資産に対する投資額の調査

よく

利用する

　　９

　１６

　２０

たまに

利用する

　３６

　５３

　４８

殆ど利川

しない

　３９

　１６

　２０

利川

しない

９
　
８

５
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　４．●略計画策定のためのデータ作り

　５．戦略計画の達成度の把握

　６．現金匍給予測・財務計焉策定の

　　　ためのデータの提供

　７．予算編成のためのデータ作り

　８．財政状態の変動状況の分析

　９．設備資産の調査

１０．キヤッシュフローと流動性の調査

１１．部門管理者の業績評価

１２．損益計算書と貸借対照表との比較

１３．他社の財務資料との比較

１４．内部資金源泉による営業活動への

　　　資金供紬力の評価

１５．配当支払能力の評価

１６．負債の返済能力の評価

】７．その他｛ありましたらご記入下さい．｝

　　（

８
　
５

２

１

２

２

１

１

１

１

４

７

０

４

２

１

０

５

２

１

４

０

４

３

５

４

５

３

５

１

５

４

５

４

５

３

２

３

８

４

２

１

６

２

０

３

１

５

０

３

４

１

２

１

４

１

５

２

３

２

２

！

３

ら

０

４

５

７

５

４

０

７

０

９

９

１

９

１

６
　
４
　
４
　
０

　
　
　
　
　
　
　
　
Ｉ

２

１

１

５

２

１

１

　８

１２

　５

〉

Ｑ１９．内部用の財政状態変動表には，次に示す資金概念のうちどれを採用していました

　　　か．また．今後の予定と，あなたの個人的見解をお示し下さい．

１．現金・預金

２．現金・預金および‥一時所有の

　　有価証券

３．現金・預金および一時所有の

　　有価証券から短期借入金を

　　控除した分

４．正味貨幣性資産（現金・預金，

８

１

８

０

５

２

実績

　‘８９

　１．０

６

２

９

１

Ｏ

Ｏ

５

２

ｆ

９

１

疋

１

６

６

３

個人的

　見解

　２５

１７

７

第９章資金計算潜の利川問題に関する実態分析

　　‥-時所有の有価証券および売掛金

　　等から流動負債を控除した分）

５．運転資本（流動資産から

　　流動負債を控除した分）

７

６９

７

６８

８

(，８

８

６０

］

３

３１
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Ｑ２０．内部用の財政状態変動表には，次に示す方法のうちどの方法を川いていましたか。

　　　また。今後の予定と，あなたの個人的見解をお示しドさい。

IX分内容について

　１．資金の源泉と使途別に

　　　区分報告する。

　２．資金を営業，投資。財務

　　　活動別に区分報告する

　３．上記のＩと２を併用する。

　１．その他の資金情報を明示する。

　５．目的別に別個の方法を採用する。

表示方法について

　６・資金取引を個別に報告する。

　　　Ｃ直接法）

　７．利益と資金フローとの差を

　　　分析する。（間接法）

　８・目的別に別個の方法を採用する。

ご協力ありがとうございました．

８８

６１

８
　
７
　
０
　
７

１

６０

３ ３

０

実績

　‘８９

６１

８
　
７
　
０
　
７

Ｉ
ｊ

６０

３ ３

０

９０

６０

ｎ
７
　
７
　
０
　
７

１

６０

３
　
０

３

r･

9

叱

１

５０

ａ
　
Ｚ
　
Ｃ
　
Ｑ

２

６３

３
()
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　本論文は二つの問題提起から始まっている。第１は，資金計算河に内在する

問題点，すなわち，資金計算書の目的，資金の概念，資金計算書の表示形式等

の問題をどのように解決するかのことである。第２は，米国の制度をそのまま

導入している韓国の資金計算書制度にはどのような問題があるかのことである。

　このような問題に対するこれまでの検討の結果を要約すると以ドのとおりで

ある。

　まず，第２章では，米国，日本，および韓国における資金計算書の発展過程

を辿り，資金計算書の問題がどこから始まり，どのように展開されてきたかを

明らかにした。このなかで，資金計算書に関する上述の第１と第２の問題があ

ることを明らかにした。

　第３章では，近年論じられているキャッシュフローを中心とする財務報告シ

ステムが，現行の会計システムに適肝可能であるか，また本論文で論じられる

跨金計算書の体系とどのような関わりをもっているかを明らかにした。このな

かで，キャッシュフローのみによって現行の財務報告システムを説明すること

は妥当でないことを明らかにし，またキャッシュフローのみによって財務報告

システムを説明するキャッシュフロー会計システムにおいては，資金計算iIFの
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役割が重複するかまたは曖昧になることを明らかにした。

　第４章では，資金計算書の目的観を，米国の文献を手掛かりに発展史的に整

理することを試み，その目的は時代によって異なった側面が強調されているこ

とを明らかにした。初期の目的観は流動性ないし支払能力の重視，発展期の目

的観はすべての財政状態の変化の重視，財政状態変動表における目的観は流動

性ないし支払能力およびすべての財政状態の変化の両方を重視するものであっ

た。その後のキャッシュフロー計算書における目的観は，資金計算書の目的を

財務報告の全体の体系のなかでとらえ，この財務報告全体の目的を達成するた

めに，既存の貸借対照表，損益計算書とともに資金計算書に関する情報を役守

てるというものであった。しかし，資金計算書の目的観を一つに特定すること

は無理であるとしても，キャッシュフロー計算書における目的観のように，財

務報告の全体の体系のなかでとらえることは可能である。ここで，財務報告全

体の目的として設定されている「企業の将来のキャッシュフローの予測に役立

つ情報の提供」という観点から，資金計算書の目的観が初期の流動性ないし支

払能力のJR視の目的観に戻っていることを明らかにした。

　第５章では，これまで様々な形で定義されてきた資金の概念について，その

統一的使用に焦点を当て，どのような概念が最も適切であるかを明らかにした。

このなかで，現金概念に基づく資金計算書が，最も欠点が少なく，財務諸表利

用者の情報要求に適合し，客観的で理解しやすいものであることを論証した。

また，現金概念に基づく資金計算書が，すべての資金概念の出発点となり，財

務諸表の相互関連性を理解させるのに役立つことを明らかにした。

　第６章では，資金計算書の表示形式の問題を，報告形式，区分表示，営業活

動から得られた資金の表示，および非資金取引の表示問題に分け，その統一的

使用について検討した。このなかで，報告形式としては照合式（鎌田・汗村に

よる照合式の第２形式），区分表示としては活動別分類にしながら各活動間の

源泉と使途を区分表示する形式，営業活動から得られた資金は直接法によって
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表示することが最も適切であることを論証した。また。非資金取引については，

資金計算書の本体にポさず，別個の明細表に示すことが望ましいと↑張した。

　第７章では，企業が海外取引を行っている場合，為替レート変動の影響を資

金計算書にどのように表示するかの問題を明らかにした。このなかで，資金に

影響を及ぼす換算差額のみが資金計算書の本体に表示されるのは当然であるが，

その換算差額は一つの項目にまとめられ表示されるから，その換算差額が生じ

る原因を分析しておく必要があると提案した。また，換算差額が生じる原因を

どのように分析するかについて検討し，その分析の結果を注記するかまたは別

個の明細表に示すことを提案した。

　第８章では，韓国における資金計算書制度の現状を，これまで考察した，資

金計算書の目的，資金の概念，資金計算書の表示形式，およびその他の問題に

分け，米国および日本の制度の現状と比較・検討し，その改善策を提案した。

ここで提案しているのは，これまで論じられてきたものと同様のものであるが，

そのほか，韓国では，資金計算書に関連する基準の不備の問題，資金計算書に

対する監査上の問題，および資金計算書に対する教育の問題（情報利用者の理

解不足の問題）があることを指摘し，また資金計算書の利川問題に関する実態

分析が必要であることを指摘した。

　第９章では，資金計算書が制度化されて以来，10年を過ぎている韓国を対象

に，情報の送り手である経理担当者が，資金計算書をどのように開示してきた

か，またこれについてどのように考えているかを分析し，その改善策を提案し

た。また，この実態分析と同様のものが米国・日本ですでに行われているので，

それらとの比較・分析も行った。このなかで，米国・日本・韓国で同様に認識

されているものを要約すると以下の通りである。①資金の概念として運転資本

概念より現金預金概念を選好している。②資金計算書の表示形式として活動別

分類を支持する人が多くなっている。③営業活動から得られた資金の表示方法

として，間接法よりは直接法を選好している。この三つの点は，本論文で検討
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した結果と同様のむのであった。

　以上の検討の結果，資金計算書の諸問題に対する次のような改善策を提示す

る。

①資金計算書の目的観を発展史的に整理してみると，支払能力の服視と財政状

態の変動の重視というニ｡つの目的観の存在が知られるが，それを一つに特定す

ることはできない。ただ，財務報告全体の目的を設定して，それを達成するた

めの手段として，財務諸表の相互関係によって資金計算書の目的観を確立する

必要がある。

②資金計算書における資金の概念は，これまで様々な形で定義されてきたが，

資金計算書を貸借対照表，損益計算書と並ぶ基本財務諸表の一つとしてとらえ，

不特定多数の人々に客観的情報を提供するためには，資金概念の統一的使用が

必要である。多様な資金概念のなかで，現金資金概念が最も欠点が少なく，財

務諸表利用者の情報要求に適合し，客観的で理解しやすいものであり，資金計

算書における資金の概念はこれに統一する必要がある。その場合，現金資金概

念にはＳＦＡＳ第95号でいう現金等価物をも含むべきである。

③資金計算書の報告形式としては，期首資金有高に期中の資金増減額を加減し

て，期末資金有高を示す照合式が最も適切である。

④企業の諸活動を，営業活動，投資活動，および財務活動に分類し，各活動別

に資金の収支を示すことは，財務諸表の利用者側の立場からみると，営業活動

による収支からは企業の流動性を判断し，投資活動による収支（主として資金

の流出が多い）からは企業の将来性を判断し，財務活動による収支（主として

資金の流人が多い）からは企業の資金調達能力を判断するという面で，適切な

分類である。また，企業側の立場からみると，企業が営業活動により利益を生

み出し，営業活動から得られた資金が余ったとき投資活動が行われ，そのため

の資金が足りないときは財務活動によって調達するという面で，適切な分類で

ある。この立場から，資金計算書は，営業活動，投資活動，および財務活動の

第ｔＯ章　結　　論 211

各活動別に分類して，各活動間の源泉と使途を区分・表示する形式が最も適切

であると思われる。さらに，この活動別分類による場合は，各活動を区分する

正当な指針を与えなければならない。

⑤営業活動から得られた資金は，その収入と支出の正確な金額を示す直接法に

よって表示されるべきである。これによって，資金計算書が独自の簿記のシス

テムから作成され，損益会計との差異情報を正確に企業の諸利害関係者に提供

することが可能となる。

⑥企業で行われる取引のなかでは，資金の変動をもたらす取引と資金の変動を

もたらさない取引があるが，資金計算書の本体には資金の変動をもたらす取引

のみを示すべきであり，資金の変動をもたらさない非資金取引は資金計算書の

本体には示さず，別個の明細表に示す方法が妥当である。

⑦資金計算書における為替レート変動の影響は，資金計算書の本体に別個の修

正項目の一つとして報告しなければならない。その場合，換算差額が生じる原

因を分析しておく必要があり，その分析の結果を注記または附属明細表に示す

必要がある。

⑧韓国では，上述の資金計算書の目的，資金の概念，および資金計算書の表示

形式と関わる問題のほか，資金計算書と関連する基準の不備（外貨換算に関す

る規定の不備，連結資金計算書基準の不備，資金計算書に関する監査基準の不

備）の問題，資金計算書に対する監査上の問題，および資金計算書に対する教

育の問題（情報利用者の理解不足の問題）がある。このなかで，資金計算書の

目的，資金の概念，資金計算書の表示形式の問題に対する改善策は上にポした

とおりであるが，その他の問題は，制度上および教育上の問題であり，今後早

急に改善しなければならない課題となっている。このような問題は，資金計算

書が未だ基本財務諸表の一つになっていないロ本にとっては，今後資金計算書

を基本財務諸表の一つとして導入する際，大いに参考になるものであると思わ

れる。
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　以上の改善策から，日本の資金収支表（表２一７）を多少修正した，現金概

念に基づく次の表１０一１ような資金計算書の様式を提案する。

第２節　本論文の意義と課題

　本論文は，資金計算書に内在する問題点，すなわち，資金計算書の目的，資

金の概念，資金計算書の表示形式等の開顕を解決し，現行の資金計算書制度の

改善策を提供することが主な目的であった。このような資金計算書の目的，資

金の概念，資金計算書の表示形式等の問題を解決することは。財務諸表の比較

可能性を高めるという点で，大変意義深いものであると思われる。

　この財務諸表の比較可能性については，1989年国際会計基準委員会ＯＡＳ

Ｃ）により，公開草案（ＥＤ）第32号「財務諸表の比較可能性」［IASC，

1989］が公表されている。これは，国際会計基準の統一を目的として，従来選

択可能な諸基準を容認した国際会計基準を見直し，類似または同一の取引に適

用される会計基準を単一または限定された基準についてのみ容認しようとする

ものである。そのなかで，国際会計基準を改善することにより次のような便益

が得られると述べられている（par.6）。

　　「国際会計基準のこれらの改善によって，重要な便益がもたらされるにちが

いない。より優れた基準は，次のようなより大きな可能性を有している。

（a）財務報告の質を改善することができる。

（b）各国の企業の財政状態，経営成績および財政状態の変動をより容易に比較

　することができる。

（c）多国籍企業が，現在のところ，各国の異なる基準に準拠しなければならな

　いために生じる費用を低減することができる。

（d）多くの国にまたがる有価証券売出しに関する目論見書の相圧承認方式が容

　易となる。」

｜

表！０－！

科 目
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資　金　計　算　書　（案）

１．営業活動に伴う収支

　１．収入

　　(1)営業収入

　　(2)受取利息，受取配当金等収入

　　(3)その他の収入

　２．支出

　　【】)営業支出

　　　①原材料又は商品仕入支出

　　　②人件費支出

　　　③法人税等支出

　　(2)支払利息・割引料等支出

　　(3)その他の支出

Ｕ．投資活動に伴う収支

　１．収入

　　（1）有形固定資産売却による収入

　　（2）投資有価証券売却による収入

　　（3）貸付金（短期を含む）回収による収入

　　（4）その他の収入

　２．支出

　　（Ｄ有形固定資産取得のための支出

　　（2）投資有価証券取得のための支出

　　（3）貸付金（短期を含む）のための支出

　　（4）その他の支出

金

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

××

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

額

××

××

××

××
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××

××
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×
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×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

××

××

××

××

××
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　このような財務諸表の比較可能性の増大は，これまで様々な形で使われてき

た資金計算書にとって特に重要な意味を持つ。この点で本論文の貢献するとこ

ろは大きいと信じている。

　次に，本論文で提示されている資金計算書の諸問題に対する改善策は，資金

計算書の制度が最も発達している米国のみならず，一層の精緻化が要求される

韓国にとって，また今後基本財務諸表の一つとして位置付けられることが期待

される日本にとっても大変意義あるものであると思われる。特に，第８収で検

討した韓国における資金計算書の制度上の問題は，今後日本に資金計算書を基

本財務諸表の一つとして導入するとき，参考になると思われる。

　最後に，本論文では，情報の送り手側だけではあるが，韓国における資金計

算書の利用問題に関する実態分析を行い，すでに行われた米国および目本にお

ける実態分析の結果と比較してみた。その結果，多くの点で本論文で検討した

結果と同様のものが確認されている。たとえば，資金の概念として現金預金概

念を選好していること，資金計算書の表示形式として活動別分類を支持する人

が多くなっていること，営業活動から得られた資金の表示方法として直接法を

選好していること等があげられる。この点で，本論文で提示されている資金計

玲書の諸問題に対する改善策と情報利用者の要求が一致しているといえる。

　しかし，本論文は，次のような課題について今後の研究が必要であると思わ

れる。

　第１に，本論文は，米国，日本，韓国の資金計算書制度のみを中心に展開さ

れている限界がある。財務諸表の国際的比較可能性という観点から，今後，イ

ギリス，カナダ，オーストラリア，ドイツ等の他の国々の制度に関しても検討

し，本論文の結果と比較してみる必要があると思われる。

　第２に，本論文の第９章で行われた資金計算書の利川問題に関する実態分析

は，企業の経理担当者，すなわち情報の送り手側だけを対象にしたものである

が，今後資金計算書の利用者である情報の受け手側を調査することによって，

科

�．財務活動に伴う収支

　！．収入

　　（1）短期借入金（手形借入金を含む）収入

　　（2）割引手形収入

　　（3）長期借入金収入

　　（4）社債発行による収入

　　（5）増資による収入

　　（6）その他の収入

　２．支出

　　（Ｄ短期借入金返済のための支出

　　（2）長期借入余返済のための支出

　　（3）社債償還のための支出

　　（4）配当金支出

　　（5）その他の支出

IV.為替レート変動の影響

Ｖ．当期現金の増減

Ⅵ．期首現金残高

Ⅶ．期末現金残高
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資金計算書の作成者である送り手側と資金計算書の利用者である受け手側の要

求が一致しているかどうかを確認する必要があると思われる。
[和　文]
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　　①予予(71せ予対外司sl)

　　②刈せ予対ｽﾄ

　　③そ･j(刈ぞ対)

(12)糾対一条ｽﾄ豆耳糾s12

　　①予や{剌そ県外ｽ}刈ZI)

　　②7)そ予7りﾄ

　　③そり(刈ぞ対)

(13)71Eﾄ(tl94な似恋司で

　　71唄刎予･U司且)

　　(

(t)弔弔(71せ苓ｽﾄ外側1到)

②71そ早外外

③ぞり(割安外)

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

３

３

３
　
３

３

３

３

３

３

３

３

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

｝

I［

付録　アンケート調査表

り誉こｚﾄﾞな1を1
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Q3.「叫号」曇QI芒将廣４せol祠司7り1星列月祠ヱ似廣し1将．冽糾列･41

　ぞ将吾例外号71哨９祠とジol叫々１唄将将又１苛吋りし1叫?

　　　１だ号祠号

　　　２　型号祠号り１刈土葬例葬ﾌﾄ誉ぞ

　　　３　怒号祠号りり刈土呉羽葬7｝ぞぞ祠刈

　　　　忿ｱ1叫匂号廣子司せ芒

　　　４　を外司･^か4ゼ（怒号叫号，り刈土葬羽晏外ぞぞり司旁刈ぞ叫刈

　　　　　　　　　　葬ぞ苧刈曇子刈怒ぞ）

５

怒号 o4i1，1J･41＆♀al♀7}そ･i! S 111喩勇lぞ91･M

pl幻刈孕喫司川晋哨曇曇子淵怒芒

６　そ七癖芒 {会芳ｽ}ゼ(yl司会芳年月号子淵

７

苓１刺々き

８　刺Ｇ（刎

　　（

ｌ似刈刄将

でｏ１似､乙冽で71り刎冷々ド1豆）

外

Ｕ

芒）

Q4.Q3刎９(〉1り怒ol苓一畳叫号刎９号列祠ゼり到苓1jAI且(2怒号ol怒

刎豺ol似芒ﾌj早り

そ唄Å1且）

１

芒吋なぞjL峙叫ご2り彗料冽芒讐号司ｏ屁曇り

ol曇ｽﾄ7}刎olE}蜃利到糾ヱ冽な利刃7}科芒司玉音olぞ吋

２　々刈で･ｔ£号刈外ﾌﾄ普糾将

３　だ云烹号そｊ昔昔oりﾄ列怒糾

４　晏曇々昔對り料一将吋ヽか斗

５　刎列21･り孕斡り幻？将

６　刺丑外刺洲奔り刈叫号刎繋71りぞ

７　しg弗ｔヱ司叫昔刻ぞ々誹り刈斟71祠号

）



258 付録　アンケート調査表

8　71yj9.9.呈71吋蛋叫２

９

せ脊１

１苛刻71一冊

恋星斗芽刻7l clそ

］0　71吋（£|でolヅ

　　　（

匹刈で刈り刎そ唄刈豆）

Q5. 71･}yl祠芒3t!刻471なぞ

）

料号ｧI9j_呈刈早々りゼ曇丑蜃辞ｉ列吋

ｔ将又１対外tltl外?秀芒対剌叫舛耐料周９外将又１対外芒

ｱ114資料曇り茫蛋叫２り対峙tJしl峙?

　１　祠と刻料茫々令外号刈り資叫号到o1

　2　号刎り洲一今科ぞ剌料懲t!早々令外

怒糾

外資

晋到り脊符号列４

３　々刻外ﾌﾄ7}な刑９糾吋ユ々々奪}芒外分刈り曇･4ﾄ曇刎吋

Q6.ｽl早分りで曇丑周？司(〉lぞ一則7μl呉音しl呼

ｔ に卜

怒吋

ユ誉曇老将芒7SM刎

吋41号27}zlo4畳畳１号1,14.01 71ol q･1 叫号Ξ11そal9･|苓4j･41

』..

一1.jllt!を曇il早ぞ呼41

××苓刺刺叫

ｽF晋忿1やt!:

　　りcU艇芳一

　　２１外せ刎

　　　　瓦ｽ1

　　　　だ量

斟刺團嘔り

　　　　　3Ljし翌ＪしtJIJ1

（199oり1胴１り早り 199o≒j 121 31包糾刺）

刻利
一苛

丞 ９や ぞだｽ}芒

ぞ?りﾄ芒刻や旭町列

4,210

3,150

（47tや）

2,440

７,３６０

３，７４０

１１，５４０

ｽﾄ吾訓令曇：

　２１ｽﾞﾄｾﾞ川孚り

　　　　呈刺

　　　　だ量

　　　　々DI

　早斟苓44川刺号

　々71斟刎吾川今冬き

　叫９吾刈妥

付録　アンケート調査表

外資糾晋吾廿月

号-ﾔｽﾄ芒£1号外

１，１５０

１，０４０

　５６０

-

　　列2.贅曇哨早ぞ吋ｑ

ｘｘ弔唄皇い卜　　　　　一_.是_乞畦jtL登JL

　　　　　　（199ojli1り早H 199oり12匈31叩糾刺）

1‘ljj賢号･

　7jj94t』

　り々JI奢

与z}珊暑：

　２１４ゼ21司吋

　　　　亙xl

　　　　だ曇

ヱ１ 対か刻梁‘U

　凰刺

　で曇

　　　　4jll

　旱･14･Q唄弗14

1S♀贅曇:

　4jl.!l吸゛l

々ﾌりMj晋21々珊

り？号叩刺晋

　　ぞｾﾞｽﾄ芒唄ぞ舛

　8,970

(6,530)

4,210

3,150

(1，j150)

U，040)

　(SSO)

７,３６０

（2,950）

（6.1501
－　　…

　3,740

12，140）

　1500）
一

2,950

6，150

2,140

　500

2卵

１１、?４０

１．ａ００

（哨 ？ぞ）

2,440

(1.7401

　1.100
-

　1，aO()
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叫号ｔ曇咆J一刻刻早旦２号周tl将各周一と？哨ol蛋峙２１対峙4j

り叫?

１

２

３

４

ぞだ叫号曇ｔ呈.j!.ヱt!1ﾆﾄ

暫蚤唄呈亙２怒糾（一:りり，早耳，刈早）

1叫2曇｀g曇怒吋（祠；豺曇喫呈ぞだ叫悉曇晋一･ヱ怒吋）

？豆怒ｽ｝晋£署長しFE｝り剌剽到71吋撃辱晋ぞ辱怒叫

Q7.‘inj贅曇り･41Ξ1喘そ!叫号(ぞぞ時差)曇屁ｽ|奪}芒吋tjal芒埓吾川　ｒ列

１唄丿耳　ｒせ咽･lh ol 呉音しl叫.

　　o･1.1 tj 唄

り･U贅曇り冽

ﾛl奢李り

卓‘UQIｽ}李1』

卓tJ一９晋李り

ﾛlりｽl膏

忿

ｽ1

tl

司11 ，1Jtそl】gl刈奢

晋oい吽刈令

で一司壹

丞９そ!そだ外芒（哨

1，201

　104

　5(11

゜μtj智子QI洲丞ｇ恕そぞｽ}芒

7ﾄ竹:な7ﾄ々々91

　　　4刈嘔μ外晋なり

　　　だ曇外刈ぞタ

　　　苓外姦外蚕ぞig外ぞ

芳刈:呈ｽ1刺々91

　　　則苓一々唄

忿1!）

　31,517

　　　154

　　　89

　31,?60

JJ鰻

2,616

1

，

806

　-一一一一一一

810

255

　15

150

　20
-

125

　70
-

付録　アンケート調査表

り刎贅曇りAI忌辰忿外号（ぞだ舛芒）曇刺草ol曇外り．吼２な々早

判刺2吟唱営cりと弓!ol零時ヱ哨対外11-l叫?

　　１　哨1刎暗唱（１１唱）

　　２　祠2刻吟唱（で勿･tj）

261

Q8. Q6りQ7周り号(yl qt! ９周ol各号料曇９号や()いIゼqil弔１刈且.

　　(29号ol馨周皆ol以柵１亭ol芒雌讐ぞttきな号(40丑号tlそ

　　･UAI且).

　　l　ol号排外司ol叫号ol到科こ１匂刎惣排希}ぞ一見曇olyt斗

　　２　々刈怒１屋号冽ﾌﾄ科誉科料

　　３　？号丿乞暑そ唄各号ol好一慰叫

　　４　各号丿各對タ好一し}E}り料

　　５　ｽﾄ号こ包号μぞ唄洲せ刈剽そ怒１晋公一怒料

　　６　刻一刻4J早耳iり1む料

　　７　刺号好刈列今到冽排号到髪71叫号

　　８　しl早旦こ一片号刻ぞり誤１刺科71叫号

　　9　71りlに£7}忿蛋料２々肘£|剌EIそ

　　lo　そ分列匹見符号刻71叫号

　　11　71E}(き1ゼol似悲刈･ぴ71り到予･U刈且)

　　　(

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

Q9.Q6り　Q7{yl･41到早ol毎外憂刳會1ぞ重1片ｱ}な芒喩tj曇外毎･lo}¶!将

　２り苛･}･Uしl衿?岑そ苛刻片吟7}哲司9t}将又ｉ苛･}芒呼哨昔々!ｑ

　刑毎tl見零時２哨苛外4jし|吽?

　　１　祠と11外見なぞ吋tJ曇４毎刎吋怒糾

　　２　曇り‘U列一秀考ﾄぞj44ぞ惣早兌芒吋･d昔片毎刎吋trﾄ

　　３　吋隻14対外哲a491ﾄ叫ユ々耐糾ぞ9‘:j昔外毎月o1 む叫

Q12.惣1｀tj

　　　　　　°j刎豺曇祠刈丞喘ぞ曇だ対芒（唄

　971をol唄

　　そぞｽﾄぞ（4り怒曇苓刺?よ芒怒号

むぞ）

　　565

４４０

(195)

゜nd贅毎祠刈丞劈ぞそ?!ｽﾄ芒 　　８１０
-
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11「

付録　アンケート調査表

別苓戈こ£.分別

Q10.刺草oﾄ§･ｽﾞﾄりり

　司政．

怒

ﾏﾆｰ 5ell

叫号jt苓周呈こ司１列74呑ﾄ１１で曇蚕飼弔引

1.t!lj47｝、･ユ･lo1せ叫．

２．そ･j晋刈･ltき々!・147ﾄ.t211o1 9tﾆ｝.

3.71かgl27｝7｝普il!9･lj､･呈-･2･Soi tlcﾄ

４．羊そ喫亙浬2･lok gc1、

5.そ71唄呈亙2t14 114、

Q11.叫号剽ｽﾄ晋丿乞号lj.芒１豆外叫ヱり対外4れ1吋?

１．塹・xl奢ol

t1ぞｽ1♀7り1

’g

早J1洲ll

　（ol:

t!を4jlal辱41t!芒）号刈♀刈亙

　々ol亙,41ゼ４，

２．魅･i121膏ol

tj.をjl♀7il11早47りS暑

　z!4呈亘zlや4.

3.1j11そ々!Ξj

゛g9音141･l

jE･4Sl4.

4.吋71早４糾t!71旱４号４ぞ亙測？４．

５．１１早長j;μnl星孕そ屁･４１ｔ４．

６．外i1:i署長httｐ：//wwｗ．里

　卒そjlメl魅４．

７．唱ti贅曇o1

211t!

4ii息号音7;ljSμhttp://www.1tj.ｉ豆・･7そ亘刈llＱ．

８，卒寿l.191

1J.を晋9121

441.1●l

i2ｽ1せそ

　９哨長21早Jlj.々il卒ぞ亙jal？４．

七_

　１

　１

　１

　１

　１

１

１

１

１

１

ｌ

１

１

畦yl，

　　2

　　2

２

２

２

２

N
　
N

２

２

２

２

２

刄

付録　アンケート調査表

9. 卒φl』●11J.差ii91刄卒寿i.I祠咀jzl g差

　　晋哨昔々吊al j;!ぞ1141？c}.

10. 4壱州21脅糾号辱lol・ lllΞj4り1，1p9

　　171_･4)曇刈♀一差･9ol i弩･1翌･41t4.

11.j}ぞai jl奢Ξ|晋尋曇々弔呈差刈el=E

12. j}壱!iｽl奢al号辱曇･1吊測l屁ol呈1一１珊刎

　　翌刈tき4.

13. al曇71ol刈圧巻ol一差ﾛlolE}糾･Sj･1昔

　　･|♀刈翌々一差J41･14 tり=}.

14.01誉4917{圧巻alll差islolE}21 1sl-＆

　　4吊呈翌j41･la1せ叫.

15.011･4oH171呈老al EI差りlalEF竺j･glg昔

　　刈卒一見o12jo1 1弩･llljal●lo1や４．

１

１

１

１

１

１

１

263

２

２

２

２

２

２

２

Q12.ｽﾄ冊克苓(楕りｔｌ見号且哨舎９1判tl碍曇刺刺屁号１子il吋¶.t叫

　　２咄々峠１しl外？

１．１苓9 °j刎贅子哨1詞丞９魅ｽﾄ号

２．(りり裂子副詞丞９ぞ外号)-(oい呼キ芒り

３．((な匂贅子(yl詞丞９ぞｽﾄ号)●(年利)

４．(ｃかd賢子哨|詞堕９￥外資)4-(早ｽﾄ)

９ 号）

列____．．．_ｃ１

　１

　１

　１

　ｊ

し卜恥

　２

　２

２

２

ﾀl＿_＿J?括1叉



264 付録　アンケート調査表

ｌｖ．ｑ早ｏｌ-§４･ﾚ分母喫そ刈旭

Q13.=M叫al州登司早々EI怒号丑曇り早ｉ匹見ol蚕峠ヱ列tD･1外?

　　１　娶ol蚕ｔ糾

　　２　叫号ol曇怒叫

　　３　洲糾ol曇０ｽ1９登糾

　　4　ol曇奪りl酋登時

Q!4.詞疸ol･qq早12.烹ol号奮}登ｽ1早々11t!蚕豆1 曹41登別早又ヱ蚕

　　囮曹司碍嘔jl峠登舛?

　　　１　一

　　　2　oﾄし1ヱ

Q15.冽叫刎り早見ヱ曇ｽ爽早々6§?!曇屁柵IXI司嘔･t!弩ｉ雙tl糾?

　　　１　１１祠１?!

　　　２　１？司２ゼ（々忿剌斡糾雙刈）

　　　3　1？一４ゼ（そ71唄）

　　　４　列痩

　　　５　唄豆刎la.ﾄ時洲

Q16.=洞々司祠芒4'tl

１

２

祠

o}し1ヱ

？剽囃見 刈芋 々りで曇屁畳付ｉ糾ヱヅ晋し1吋?

Q17.こ齢埓一一芒ｽ}若禿吾ij.剽11又蚕司吻列峙ヱフ11μ匯ﾄ?

　　　１　だ刺外一回１２

　　　２　外刺卒ヽj想到ｽF見外£l s12

　　　3　祠分外糾哨２

　　　４　一粟一泰外刎司２．　　　　　　　　　　・

付録　アンケート調査表

Q18.刈早分り？曇丑川ol舎号lol吋茄16リ秀司丑λ1刻刺呉音し1埓．

　　冽将(ylj芒しl茅舎ｽ1早々51?!曇丑畳ol畳号外＆刳り列と１忌

　　ol曇希)２呉音し1舛?

　　　　　　　　　　　　　喘o1舎　雅号oﾄ1　74川oﾄ§-　ol曇吋ｽ1

　　　　　　　　　　　　　tyL＿JIとy1　　__iL社惶忌yし症芒豺

1.71 tl竺1‘d刑哩7｝　　　　　1

2.そi!zF名剣i=1や苓ｽ｝哨

　sj丞４　　　　　　　　１

１．ヱ71D1そりII=1慰旱ｽ191

　糾丞４　　　　　　　　１

４．ｔ!哨刎ｧ嘲sigi曇琴1セ

　刈e14一子　　　　　　　　１

５,７ｔ!Ｑ一一亀μ11ilJi呈

　l｝吋　　　　　　　　　　１

６．？･i今晋a･寿り刈♀7･

　亀ＭＰＦ昏琴lt! slolEﾄ測|子　1

7.04そ!31!1ﾄ&刳曳き司a161刈子１

８．刈♀j9lp11号･9讐21そ･M　　I

9.4jll･}そり1丞4

10.1!号息暑Ｍ各号･゛jgl丞4

1! .羊そそ112}21 gdll117}

12.をり洲1･き一l cl外tl丞丑

　彰一g12

１

１

１

１

13.Eいﾄき1月草ｽﾄ見料刻U12　1

14.しH苓ｽﾄ分や？凡呈早祠ltj

　　暫曇外分曇悉９辞去71刻刻

　　誉弓pi171

15，119Jﾐ1晋普電IS131171

１

１

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

2卵
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16.与負|

17.71E1

　（

付録　アンケート調査表

々怒ぞ１刎17ﾄ
１ ２

(刎だol似旦刈だ711到弔11刈且)

３ ４

）

Q19.q早号刈早分り吋曇丑哨芒時吾川雌号71り？刺となを将号外ユ

　　列jtl時?ユ祠こそ早川o･i蒋冽時刻7ltl‘びで呑尚吾711llそ今lxl豆

’月8ゝ!‘89111‘90M

1.怒号o411

2.怒号祠号叩｜羽交会£1

　会外誉ぞ

3.怒号o哨号り匂羽交芥刻

　会外誉ぞoj州1き71斟刎号

　曇曇刈怒ぞ

4.を外一々ｽ}せ(怒号{祠号，

　１刈ごt会司会7}ぞぞり

　り今刈兇祠州会曇早刈曇

　晋刈怒ぞ)

5,そだ外芒(辱曇将せ(yi羽

　会暑早列号晋刈やぞ)

１

２

３

４

５

１

２

３

４

５

１

２

３

４

５

2tj･L　_4ﾂﾞt!jLi!11

　‘91si!

　　1　　　　　　1

２

３

４

５

２

３

４

５
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Q2o.し1早曇司祭なり'tl曇蔓司ぞ叫号13£xl吋111？ cylとｙ号叫曇料ヱ

　　フ1匂し1叫?　ユ司ヱ号早刎司咽耳訓外刎7ltlで奪l蜃71‘ljりぞtμljL

孕登り曇司り好一

1.外分絹布怒叫号曇り見

　早芒旦ヱ怒叫

翌 §

･aaxl ‘899 ‘909

１

2.z1号曇゜g‘U・早が・zl早

　暫曇唄.里‥tヱや4　　　2

3.1212唄｀9'tj曇り曇t!4 3

4,71Eμ}号９暑･1 'jxl¶!4 4

5.4al唄亙111£唄吋･tj曇

　叫号？叫

-.λ1曹1tj一司吋哨

6.雅号7徊1晋一喫１恋見

　j.ヱや吋（刑１り）

7.0191誹雅号Jt晋斡刎

外o1号そ

(でｌｔＤ

咽で糾

8.･暑7回il見喫呈2j吋喇曇

　４曇せ４

５

６

７

８

１

２

３

４

５

６

７

８

１

２

３

４

５

６

７

８

JLjL　JI£t_l!jl

　‘91X!

１

２

３

４

５

６

７

８

１

２

３

４

５

６

７

８

※ 　zli13μ11丞･1苓･41･Mi=le･1な49t･14.=S4ol苓・¶き噴ぞe¶

ij!aljg ･}¶h-14.
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